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第 1 章 序 論 
 

 

1.1 研究の背景 

 

 物流は、産業・経済活動を支えるとともに我々が日常生活を営む上で必要不可欠なもの

である。とりわけ端末輸送の多い都市域での物流は、都市間の物流と異なり鉄道や船舶で

代替することが困難であることから、専ら貨物車により担われており、貨物車がきわめて

重要な役割を果たしている 1)。しかし一方で、こうした貨物車による交通は都市域で、交

通渋滞・交通事故、大気汚染や騒音等の環境破壊など、様々な問題を引き起こしている。

また近年は、地球温暖化などの地球規模での環境問題の深刻化を受けて、貨物車交通も対

応が求められている。 

 こうした貨物車交通に起因する問題点をみてみると以下のようになる。 

 まず、交通渋滞については、自動車の総走行台キロの約４割が貨物車交通で占められて

おり、交通渋滞に及ぼす影響は大きい 2)。また乗用車は、公共交通機関などに代替可能で

あるが、貨物車は代替が困難でありその削減は容易ではない。近年は、多頻度少量輸送や

ジャストインタイム輸送に代表されるように物流サービスに対する荷主や一般消費者のニ

ーズはますます多様化、高度化してきており、このことが貨物車交通の増加に一層の拍車

をかけている。 

 次に交通事故についても、貨物車が関与した重大事故の報道は後を絶たない。こうした

事故の原因となる、過積載やスピード違反、また過労運転などについては、取り締まりの

強化や大型車へのリミッターの装着義務化が行われており、また事業所での安全運行管理

体制の見直しなどの対策も進められている。 

 また、貨物車は大型でありその大半がディーゼル車であるため、NOx（窒素酸化物）お

よび PM（粒子状物質）の排出が大きな問題となっている。このため、「自動車 NOx・PM

法」による車種規制の強化や、首都圏や兵庫県下の一部地域では、条例による大型車の流

入規制などの措置もとられている。さらに、大型車による交通騒音、振動問題は、依然と

して厳しい状況にあり、幹線道路沿道地域を中心に住民の安眠を妨げる原因ともなり、住

民の日常生活に多大な影響をもたらしている。 

 都心部の交通混雑緩和を目的として、平成 18 年 6 月に道路交通法が改正され、駐車取り

締まりの強化に伴い、幹線道路を中心に違法駐車車両が大幅に削減された。しかし、都心

部ではそもそも駐車スペースが少ない上に小規模な事業所では荷捌きスペースがないこと

から、貨物車両は路上駐車を余儀なくされている。こうしたことから、都心部での荷捌き

駐車対策が新たな問題として浮上している。 

 さらに、郊外部では都市計画区域外、市街化調整区域などでも物流拠点の立地が進んで

おり、自然環境の破壊とともに物流施設からの騒音問題をもたらし、住宅周辺で貨物車両
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が走行することにより交通安全などにも悪影響を与え、住民とのコンフリクトを生じさせ

ている。また、都市内でも、近年の人口の都心回帰に伴って移転・廃業した工場跡地等に

マンション・集合住宅が相次いで立地し、物流施設と住宅との土地利用の混在が郊外部と

同様に深刻な問題を生じさせている。 

 一方、国際的公約である地球環境問題への対応が求められているが、わが国では二酸化

炭素排出量の約 20%が運輸部門から排出されており、そのほとんどが自動車からの排出で

占められている。そして、交通機関分担別にその割合をみると、乗用車からの排出が 48.9%

と最も多い割合を占めているが、次いで貨物車による排出が 35.3%と高くなっている 3)。

特に、貨物車は鉄道や船舶といった他の輸送機関に比べて、物資輸送時のエネルギー効率

が悪いことから、その対策が求められている。 

 このように、都市域における貨物車交通の問題は極めて広範囲にわたっており、その及

ぼす影響も大きいことから、もはや物流事業者のみに解決を委ねることは困難であり、都

市交通問題として都市計画・交通計画の視点から対策を講じることが重要である。こうし

たことから、貨物車交通に起因する多くの問題を緩和するために、様々な対策が考えられ

る。具体的には、道路ネットワークの整備や大規模な物流センター・流通業務団地の整備

などの社会基盤整備をはじめ、排ガス規制の強化、低公害車への転換や DPF（Diesel 

Particulate Filter：粒子状物質減少装置）の装着などの貨物車単体への対策、排ガス吸収装

置や低騒音舗装・遮音壁などによる沿道対策などが挙げられる。 

 さらに、こうした対策に加えて、「輸送の効率化」や「貨物車交通の抑制」により貨物車

交通を削減することが考えられる。こうした貨物車交通対策としては、表 1.1 に示すもの

が挙げられる。 

 

表 1.1 貨物車交通の削減対策 

対 策 内  容 

配車・配送計画 
の最適化 

複数の集配先に対して、最適な車両台数、巡回経路を求める。リアル

タイムな交通情報により、動的に最適経路の探索を行うことも可能。

荷捌き活動の 
円滑化 

路上および路外における共同の荷捌き駐車施設の整備や、荷受施設で

の荷捌き用駐車施設の付置を義務づける。 

物流の共同化 複数の荷主（あるいは運輸事業者）の貨物を、共同で都市内において

配送・集荷、あるいは都市間の幹線輸送を行う。また、大規模なビル

や商業エリアで共同荷受け、横持ち・縦持ち配送の共同化を行う。 

物流施設の 
適正配置 

住居地域との混在を防ぐため、用途地域制度などにより立地を規制誘

導する。郊外部に、大型車から小型車へ積み替えるための物流拠点、

また都市内にもデポを適切に配置して、配送効率性を高める。 

貨物車交通の 
流入規制 

排出ガス基準を満たさない貨物車などが、特定の道路区間や地域へ進

入することを禁止する。 

走行ルートの 
迂回・誘導 

市街地から郊外部や臨海部などの適切なルートへ貨物車を迂回、誘導

する。 
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 これらの対策のうち、輸送の効率化については、これまで荷主企業・物流事業者などの

民間事業者が中心となって、共同輸配送や共同荷受けシステムなど、主に物流コストの削

減を目指して様々な取り組みが行われてきた。しかし今後は、都市内で交通問題や環境問

題が深刻な地域では、荷主企業や物流事業者はもとより、行政が積極的に関与するととも

に地域の住民・事業所なども参加して貨物車交通の抑制策も含めて総合的に貨物車交通対

策を実施し、貨物車交通の削減・環境の改善を図ることが求められている。 

 

 

1.2 研究の目的 

 

これまで述べてきたように、都市圏域における物流は、他の交通手段への転換が困難な

ことから、貨物車がきわめて重要な役割を果たしているものの、貨物車による交通は、交

通渋滞・交通事故、大気汚染や騒音等の環境破壊など、様々な問題を引き起こしている。

こうした貨物車交通が引き起こす問題を軽減するためには、その一つの方策として、貨物

輸送の効率化があげられる。 

そこで本研究では、貨物車による配送行動、物流拠点の配置形態のそれぞれに着目し、

輸送の効率化方策を立案・評価するための方法論の構築を試みたものである。 

 以下では、本研究で対象とした貨物輸送の効率化方策の具体的な内容について説明する。 

1）貨物車の配送行動に着目した効率化方策に関する研究 

 貨物車の配送行動に着目した効率化方策については、貨物車の運行計画と配送先での荷

捌き駐車施設の整備計画を考える。 

 まず、前者については、交通渋滞などによる走行所要時間の変動が貨物車輸送の効率性

を低減させる大きな要因であることから、こうした不確実性を考慮し、プローブデータを

用いることによって貨物車の運行挙動の特性を解析するとともに、最適な出発時刻および

配送巡路を決定するモデルを構築し、このモデルを用いた運行計画の提案を行う。 

 一方、後者については、都心部における配送先での荷捌き行動を円滑に進めるための荷

捌き駐車施設の整備計画について検討する。このため、社会実験やドライバーへの意識調

査結果をもとに、荷捌き活動の特性を把握した上で、荷捌き需要に対応した荷捌き駐車施

設の配置計画案を作成するとともに、駐車可能時間や料金設定など、駐車施設の管理運用

のための指針を提案する。 

2）物流拠点の配置形態に着目した効率化方策に関する研究 

 物流拠点の配置形態に着目した効率化方策としては、都市圏内における物流拠点の適正

な立地場所への誘導、および階層構造をもつ配送拠点の最適配置計画を考える。 

 前者の立地誘導については、まず実態データをもとに、物流事業所の立地要因を、社会

経済指標および道路ネットワークとの近接性などを説明変数とした回帰分析により明らか

にする。次いで、事業者の立地に対する意向調査の結果より、立地場所の選定理由、立地
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に関する問題点や今後の立地場所に望む要望を明らかにする。こうした立地に対する事業

所の実態と意識から得られた立地指標をもとに立地モデルを構築し、立地可能性を定量的

に表す立地ポテンシャルを算出する。さらに、この立地モデルを用いて新たな道路計画に

伴う立地ポテンシャルの変化を推定し、立地適地の抽出を行う。 

 次に、配送拠点の配置の最適化については、配送拠点間を階層構造によりネットワーク

化している宅配輸送の拠点配置を対象として、総輸送トンキロ（拠点間の物量×輸送距離）

の最小化を目的とした配置モデルにより輸送効率性を検証するとともに、輸送効率性の向

上効果が期待される事業者を対象とした最適な配置計画を提案し、その効果を検証する。 

なお、こうした研究のフレームワークを取りまとめたものが図 1.1 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 本研究のフレームワーク 

貨物車の配送行動に着目した 
輸送効率化方策 

物流拠点の配置形態に着目した 
輸送効率化方策 

方策 1：貨物車両の運行計画 

走行所要時間の不確実性を考慮し、

最適な出発時刻や配送巡路を決定す

る方法を求める 

＜用いる手法および方法論＞ 

不確実性を考慮した確率行動モデル

（遅刻確率、選択確率の算出）の 

構築 

方策 2：荷捌き駐車施設の整備計画 

都心部におけるドライバーの荷捌き

行動を把握し、荷捌き需要に応じた

荷捌き駐車施設の配置計画と、ドラ

イバーのニーズを踏まえた運用管理

方法を考える。 

＜用いる手法および方法論＞ 

・P-Median，P-Center 問題による 

配置計画問題 

・荷捌き駐車施設の選好モデル 

方策 1：物流拠点の立地誘導 

都市圏域における物流事業所の立地

実態による立地要因、意識調査によ

る立地ニーズを分析し、立地ポテン

シャルの算出により立地適地への誘

導を考える。 

＜用いる手法および方法論＞ 

・回帰モデルによる立地要因把握 

・多変量解析による立地ﾆｰｽﾞの把握 

・判別分析による立地ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの算出 

［第 2 章］ ［第 4 章］

［第 5 章］［第 3 章］

方策 2：配送拠点の最適配置計画 

都市圏域において、階層性を有する

配送拠点を対象に、総輸送トンキロ

を最小化する最適な配置計画案を求

める。 

＜用いる手法および方法論＞ 

P-Median 問題,階層型 P-Median 問題 

による最適配置計画 
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1.3 既往関連研究の整理と本研究の位置付け 

 

 ここでは、既往の関連研究を概観し、本研究の位置付けを行う。既に述べたように、都

市圏および都市内における貨物車交通が引き起こす問題は、広範かつ多岐にわたっている

ことから、その解決に向けて様々な分野で研究が行われている。この内、ここでは主とし

て本研究と関連の深い貨物輸送の効率化や貨物車交通の抑制方策に関連した文献を中心と

して、大別して４分野に分けて整理を行う。 

 

1）配車配送計画の関連研究 

 谷口ら 4)は、都市内集配トラックの最適配車配送計画および動的交通シミュレーション

を統合したモデルを開発し、都市内集配トラックの最適配送ルートおよび出発時刻を決定

する運輸企業の行動を記述している。こうした行動が、道路ネットワークの交通状況に与

える影響を推定しており、仮想道路ネットワークに適用した結果、高度な配車・配送計画

あるいは輸送の共同化を導入することにより、輸送に関わる総費用を減少させるとともに、

乗用車も含めた総走行時間を削減できることを明らかにしている。 

 また、配車・配送計画をより現実的なものとして、貨物車交通の効率化に寄与させるた

めには、所要時間の変動や交通状況を組み込んだ配車・配送計画が必要であることから、

所要時間の不確実性や交通情報を考慮した配車・配送計画に関する研究が行われている。 

 Wang ら 5)は、比較的狭い地域の貨物集配を対象に、積込み、荷下し、待ち時間、旅行時

間の全てに確率的な変動を考慮し、コスト最小化の配車計画を求めるモデルを構築してい

る。また、Lee ら 6)は、動的な配送スケジュールに対して、最適なルートを更新、選択す

る研究を行っている。この分析では、各配送先までの距離と時々刻々と変化する道路交通

状況に関する情報を組み込み、複数候補の配送ルートの中から最適ルートを選択する問題

を取り扱っている。 

 また、谷口ら 7)は、より現実的な交通情報を用いた配送計画を構築している。この研究

では、VICS（Vehicle Information and Communication System：道路交通情報通信システム）

が提供している各種の交通情報のうち旅行時間情報に着目し、現実の都市内道路の旅行時

間の分布形状の検討を行うとともに、旅行時間情報を確率論的配車配送計画および確定論

的配車配送計画に適用する際の基礎的な検討として、旅行時間の更新間隔の影響について

仮想ネットワークを用いた数値シミュレーションにより分析している。さらに、この研究

を発展させ、安東ら 8)は、現実の地区を対象に、上述の方法論により最適配車配送計画を

作成し都市内配送実験を行っており、その結果、通常の配送経路に比べ確率論的配車配送

計画では、総コスト、総走行時間の減少、および、CO2 排出量、NOx 排出量、PM 排出量

が削減可能であることを指摘している。 
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2）荷捌き駐車施設の整備計画の関連研究 

 荷捌き駐車施設の整備計画に関しては、荷捌き駐車施設の配置に関する研究と、その管

理運用方策に関する以下の研究がみられる。 

 秋田ら 9)は、都心商業･業務地区において、短時間の駐停車で集荷･配送活動が可能な物

流車の利用を対象として、路上荷捌き駐車ベイの配置計画手法の開発を試みている。路上

荷捌き実態調査結果をもとに、物流車の駐停車位置や立寄り建物数、駐停車時間といった

路上荷捌き行動実態を明らかし、建物ごとの路上荷捌き需要量推計モデル、駐停車時間推

計モデル、P-Median 問題を適用した配置手法を構築し、これらを組み合わせた路上荷捌き

駐車ベイの配置計画手法を提案している。 

 相浦ら 10)は、地区物流における路上荷捌きを対象とし、貨物車両および貨物車両以外の

車両(以下、他車両)の駐停車行動を考慮した路上荷捌き施設配置計画モデルを構築してい

る。他車両の駐停車行動を対象区域における交通特性に基づき表現することにより、ルー

ル設定基準、啓発活動ならびに情報技術活用の効果が検討できるモデルであり、このモデ

ルの適用により、「他車両に対する荷捌き用区画の使用規制」、「予約システムの導入」の各々

について効果および影響を検討している。 

 藤田ら 11)は、ポケットローディング（PL）と貨物車優先パーキングメータ（PM）利用

に関する実証実験データを用いて、路上荷捌き車両の荷捌き行動･駐車特性ならびに PL/PM

システムに対する利用意識分析を行っている。この結果、路上駐車、PL の駐車場所選択に

は横持ち距離が影響し、また PM の選択要因としては路上駐車による道路占有率、配送件

数が影響しており、横持ち時間や配送回数等、駐車時間が長くなる荷捌き行動は満足度に

大きく影響している。PL、PM 利用に対する利用者の評価は高く、特に PM に対する利用

者評価は高く、また有料化に関しても利用者が概ね理解を示したことから、路上荷捌き車

両対策としての PM 利用の有用性を指摘している。 

 

3）共同輸配送の関連研究 

 共同輸配送の研究については、共同輸配送の成立要件とその効果を検証した研究として

以下の研究がみられる。 

 今井 12)は、大阪機械卸業において物流共同化の可能性を検討している。共同配送実験を

実施し、時間指定の無視、納品の共同便による一括化を前提とした実験後、実験に対する

ヒアリング調査した結果、時間指定無視は配送効率を高めるが、サービス低下により集荷

量を減少させる危険性があるとの指摘を行っている。 

 山田ら 13)は、京阪神地区に事業所を有する企業に対して実施されたアンケート調査結果

を基にして、貨物共同輸送を促進するための効果的な方策について検討している。この中

で、共同輸送に対する関心と導入に向けて必要としている施策の関係を中心として、意識

構造をモデル化している。この結果、貨物共同輸送を推進するための施策として、物流拠

点整備や貨物共同輸送システムの運営基盤整備が有効であることを指摘している。 
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 さらに山田ら 14)による別の研究では、公共サイド、共同輸配送事業者、物流関連企業の

3 主体を対象として、共同輸配送シミュレーションモデルを構築し、都市内共同配送の効

果と成立に関する基礎的考察を行っている。この結果、総走行時間削減において、共同配

送システムは大いに有用であるが、共同配送事業の採算性の確保は、対象地域や顧客数に

依存することが示されている。また、都心部流入規制と併せて、共同配送システムを導入

した場合、総走行時間が大幅に抑制される一方で、企業の費用が増大することも指摘して

いる。 

 

4）物流施設の適正配置の関連研究 

 最後に、物流施設に限定しない場合、施設の配置計画については、古くから研究されて

おり、主としてオペレーションズ・リサーチの手法が用いられている。例えば、Weber15)、

Drenzer16)などの研究が有名である。こうした施設配置計画の問題を物流施設に適用した事

例として、山田ら 17)による物流ターミナルの最適配置計画や YANG et al. 18)による Logistics 

Terminal の最適な規模および配置を求める研究がみられる。いずれの研究も輸送コスト(輸

送距離)と立地コストの最小化による最適化を行っている。同様に、小杉 19)は物流施設コ

ストと輸送コストの和を最小化するような施設の最適立地モデルを提案している。また、

家田ら 20)は都市内の集配活動のモデル化において、集配ターミナルの配置行動を組み込ん

だモデルを構築している。また徳永ら 21)は宅配システムにおけるベースへの集荷コストを

最小にするセンターの配置と輸送経路を決定するモデルを提案している。 

 

 谷口ら 22)は、総合的に都市内物流の問題とその解決策を論じる必要があることを指摘し

ており、「City Logistics」という概念を提唱している。「City Logistics」とは、「市場経済の

枠組みのなかで、交通環境・交通渋滞・エネルギー消費を考慮しながら、都市部における

民間企業のロジスティクスおよび輸送活動を、全体として最適化する過程である」と定義

している。前述でも述べたように、都市内の物流問題を解決するためには、都市交通問題

として都市計画・交通計画のアプローチが重要である。本研究でも、こうした視点から研

究を進めている。 

 また、本研究では、貨物車輸送の効率化のための方策を論じるが、それぞれの既存の研

究を踏まえて、以下の特徴をもっている。 

（１）「貨物車の配送行動」については、まず貨物車プローブデータを用いることにより、

所要時間の不確実性を考慮するために、確率行動モデルを導入し、最適な出発時刻や配送

順序を求める方法を提案している。また、都市内配送時における荷捌き駐車施設の整備計

画については、P-Median 問題および P-Center 問題といった配置問題を適用することにより

貨物需要およびドライバーの移動距離に着目した荷捌き施設の配置計画案を作成している。

さらには、荷捌き施設の運用管理のあり方を問うドライバーへの意識調査により利用料金、

利用時間などの運転者のニーズに応じた管理運用方策を提案している。 
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（２）「物流拠点の配置形態」については、物流事業所の適切な立地場所の条件を求めるた

め、立地に関する実態データと意識データの両方を用いている。まず、従業人口などの社

会経済指標および道路ネットワークとの近接性による実態データをもとに、物流事業者の

立地要因を探るとともに、立地に関する意識データより、立地場所の選定理由、立地に関

する問題点や今後の立地場所に望む要望を明らかにしている。さらに、宅配事業者を対象

として、配送拠点の階層構造による配置形態を明示化し、P-Median 問題および階層型

P-Median 問題により階層性を考慮した最適な配置計画案を求めている。 

（３）また、本研究の遂行にあたっては、貨物車両の詳細な追跡調査や道路区間の所要時

間の変動を明らかにするためプローブデータを用いるとともに、貨物車両の走行軌跡の視

覚化に GIS（Geographic Information System：地理情報システム）の援用が大きく貢献して

いる。また GIS の活用により、物流拠点の空間分布特性の明示、および配送拠点間の距離、

および道路ネットワークとの近接性などの分析に不可欠なデータを効率よく取得すること

を可能にしている。 

 

 

1.4 本論文の構成 

 

 本論文は、本章を含めて全 6 章から構成される。ここでは、第 2 章以降の各章で論じる

分析内容について説明する。既に述べているように、本研究では、貨物車輸送の効率化を

「貨物車両の配送行動」と「物流拠点の配置形態」に着目して対策を考えているため、第

2 章、第 3 章では前者、第 4 章、第 5 章では後者、のそれぞれを対象として研究を進める。 

 

 第 2 章では、旅行時間の変動を考慮した運行計画を構築するために、まず貨物車のプロ

ーブデータを用いて貨物車の配送実態を解明するとともに、旅行時間の不確実性を定量的

に把握した。さらに、旅行時間の不確実性が貨物車による配送行動に与える影響について

明らかにした。具体的には、出発時刻に応じて目的地に遅れて到着する確率（遅刻確率）

および各配送順序が最短所要時間となる確率（選択確率）を算出するとともに、現実の配

送行動を遅刻確率の最小化、また選択確率の最大化によって説明する。 

 

 第 3 章では、都心部における貨物車の駐車行動の整序化を図るため、貨物車用の荷捌き

駐車施設の整備計画を検討する。ドライバーの荷捌き行動を把握した上で、貨物需要に応

じた、荷捌き駐車施設の配置箇所数や配置場所を求める配置計画案を作成し、続いて荷捌

き駐車施設の利用料金や利用時間といった運用計画を検討する。このため、都心部の一地

域を取り上げて、荷捌き活動の実態調査結果をもとに、P-Median 問題や P-Center 問題など

の配置計画問題を適用して、荷捌き需要に応じた荷捌き駐車施設の配置計画案を求める。

次に、荷捌き駐車施設の運用計画を検討するため、ドライバーへの意識調査結果をもとに、
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駐車および荷捌き活動の実態や駐車取り締まり強化後における対応を明らかにするととも

に、短時間用と長時間用のタイプの異なる荷捌き駐車施設を提案し、それぞれの駐車施設

に対する利用意向を分析する。 

 

 第 4 章では、効率的な物流活動を支えるとともに、住宅施設などとの混在を防ぐとの視

点から、物流拠点の適切な配置候補地の抽出を行う。こうした候補地を考えるにあたって、

物流拠点の立地に関する実態データと意識データの結果を用いる。まず実態データをもと

に、物流拠点の空間分布特性を把握するとともに、社会経済指標や道路ネットワークへの

アクセス指標を説明変数とする回帰モデルにより、立地要因を明らかにする。また、立地

に関する意向アンケートの結果より、立地場所の選定理由、立地に関する問題点や今後の

立地場所に望む要望を明らかにする。これらの物流拠点の立地に関する実態および意識か

ら得られた立地指標をもとに立地選択モデルを構築することにより、立地可能性を定量的

に表す立地ポテンシャルを算出し、立地誘導を図る上での立地適地の抽出を行う。 

 

 第 5 章では、階層構造をもつ配送拠点の最適配置計画を検討する。宅配輸送においては、

配送拠点間の輸送効率性を高めるため、戦略的な拠点配置として、配送拠点を上位拠点（セ

ンター）と下位拠点（デポ）に機能分類して階層的に配置している。こうした階層的な拠

点配置において輸送の効率性をさらに高めるためには、総輸送トンキロ（拠点間の物量×

輸送距離）の最小化を目的とした最適な配送拠点の配置計画を構築する必要がある。そこ

で、配送拠点が階層構造をもつ大手宅配２事業者（民間事業者と郵政公社）を取り上げ、

各事業者の配送拠点の立地に関する実態を明らかにするとともに、配置計画問題を適用す

ることにより、階層構造をもった配送拠点の配置の最適性を検証する。 

 

 最後に第 6 章では、本研究で得られた結論をまとめ、今後の検討課題を示す。 
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第 2 章 所要時間の不確実性を考慮した貨物車両の運行計画 
 

 

2.1 はじめに 

 

 都市内における貨物輸送では、顧客（荷主）の要求が多様化・高度化し、とりわけ時間

指定に対する制約が厳しくなっている。こうした時間指定の制約を守るためには、交通状

況に伴い旅行時間が時々刻々と変動することから、運送事業者は、旅行時間の不確実性を

考慮した運行計画を構築することが必要不可欠となっている。 

 これに対して、松本ら 1)は、Hall2)の提案したモデルを用いて、到着時刻が指定されてい

る物資輸送について、旅行時間の不確実性が及ぼす影響を遅刻リスクを用いて評価してい

る。また、所要時間の変動を考慮した確率論的な配車配送計画モデルに関しては、Laporte 

et al.3)の研究がみられるが、このモデルでは、配送巡路の全所要時間を一括して取り扱っ

ている。谷口ら 4)は、各顧客間の移動に要する所要時間を動的交通シミュレーションによ

り生成し、確率論的に取り扱った配車配送計画モデルを構築し、より詳細な所要時間の変

動を考慮している。 

 一方近年は、ITS（Intelligent Transport Systems：高度道路交通システム）やプローブ技術

の発展により、所要時間の変動を定量的に観測できるようになったため、実際の所要時間

の不確実性を考慮した配送計画の研究もみられるようになってきた。例えば、Taniguchi et 

al.5)は、構築した配車配送計画モデルを用いて、ITS を援用することにより、実際の道路リ

ンクごとの所要時間の変動を考慮した現実的な配送計画の評価を行っている。さらに、貨

物車に限定しないが、辻ら 6)は、経路の誘導効果を検証するため、旅行時間の分散を考慮

して、複数経路の内、所要時間が最短となる確率を求めている。 

 昨今は、車両にプローブ機器を搭載し、位置や速度などを動的に追跡調査することが可

能となってきており、こうしたプローブデータによる速度情報から旅行時間の変動といっ

た不確実性の情報を取得することが可能となってきている。プローブデータによる分析は、

当初、地域全体の交通量の把握や道路ネットワークの信頼性を評価するマクロな分析に使

われることが多かったものの 7)、プローブ技術の普及とともに、車両などの移動主体の詳

細な行動を把握するミクロな分析も行われるようになってきた 8)。 

 筆者らも、既に運転者の作業状況とリンクした貨物車プローブデータを用いて、運行パ

ターンや走行経路、荷捌き場所といった貨物車による配送活動に関する基礎的な特性を把

握するとともに、配車・配送計画を構築する上で重要と考えられる走行速度の変動や配送

先である目的施設への到着時刻の分布、および目的施設での荷捌き所要時間の分布を明ら

かにしている 9)10)。 

 こうした分析を踏まえて、本章では、貨物車による旅行時間の変動を明らかにするとと

もに、指定時間のある配送先への出発時刻の決定行動、および複数地点を巡回する場合の
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配送順序の選択行動を取り上げて、旅行時間にみられる不確実性が貨物車による配送行動

へ与える影響について分析を試みる。特に、こうした出発時刻の決定行動や配送順序の選

択行動については、Hall11)や辻ら 12)によって既に提案されている確率モデル（行動モデル）

を適用するが、本研究では、プローブデータにより得られた精緻な実所要時間を用いて、

貨物車の配送行動をこれらのモデルにより記述し得ることを示す。 

 なお、図 2.1 は本章の研究のフローを示したものである。 

１）  まず、積荷、荷卸しといった作業状況とリンクした貨物車プローブデータにより、

貨物車両の配送実態を明らかにすると同時に、道路リンクごとの時間帯別の旅行時間

の変動（平均や分散から推計）により、その不確実性を定量的に把握する。 

２）  次いで、貨物車の配送実態の解析および旅行時間の変動データをもとに、荷主の要

求を充たした上で、最適な出発時刻の決定行動、および最適な配送順序の決定行動と

いった、貨物車両の運行計画にとって重要な要因を既存の行動モデルの適用により、

説明し得ることを示す。 

３）  プローブデータなどによって蓄積された貨物車の運行履歴や輸送経路の変動情報

をストックし、これらのデータを所要時間の不確実性を考慮した貨物車の行動モデル

に適用することにより、荷主に対する遅刻リスクを軽減しつつ運行時間を削減可能な

出発時刻の決定や配送順序の決定といった運行計画の提案を行う。 

 

 貨物車プローブデータ

貨物車の配送実態 所要時間の不確実の

把握（定量的）

遅刻確率による

最適出発時刻の

決定行動モデル

選択確率による

最適な配送順序の

選択行動モデル

3）貨物車の運行計画の提案

所要時間の不確実性を考慮した ・出発時刻の決定

・配送順序の決定

2）確率モデルによる貨物車の配送行動のモデル化

1）貨物車の配送実態

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 本章の研究フロー 
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2.2 貨物車プローブデータの特徴と分析対象車両の配送形態 

 

 平成 14 年 10 月と 11 月の２ヶ月間にわたって、「携帯型情報端末を用いた貨物車の共同

利用型運行管理システム」の開発を目的として、国土交通省近畿運輸局、近畿トラック協

会、関西 ITS 推進協議会、関西交通経済研究センターが中心となって、運輸事業者の協力

により実証実験 13)14)が実施された。本研究では、この実証実験において得られたデータの

内、貨物車両のプローブデータとして、運転者の作業状況をリンクした位置情報（時刻を

含む）を取り出して活用したものである。 

 

2.2.1 分析対象事業者の概要 

分析対象としたのは、中長距離による２地点ないしは数カ所の配送を行っているＡ社と、

都市内における複数地点への巡回型定期配送を行っているＢ社の２事業者である。いずれ

の事業者も貨物車の保有台数は 20 台前後である。近畿圏における平成 13 年度のトラック

事業者の車両保有台数は、保有台数が 20 台以下の事業者が７割を占めており、今回分析対

象とした事業者は代表的な事業規模といえる。 

 

2.2.2 プローブデータのデータベース化 

得られたプローブデータは、5 分間隔の車両位置データと運転者による作業状況（出発・

帰社、積載・荷卸・待機など）が時刻順に羅列して記録されたものである。なお、車両の

位置情報に作業状況をリンクしたことにより、配送活動を詳細に把握することが可能とな

ったが、こうした作業状況の取得は、端末の画面へのタッチやボタンによる入力方式を採

用し、運転者の入力ミスの軽減に努めたため、比較的精度良くデータを得ることが可能と

なっている。また、データ量がきわめて膨大なため解析が容易となるように、運行ごとに

走行中、停車中に分けてデータベース化するとともに、GIS を利用して運行状況を地図上

で表示し視覚的にも把握できるようにしている。 

車両の走行距離については、GPS の位置データが 5 分間隔で得られていることから、道

路に沿った実距離を求めることが困難なため、隣接する２地点間の位置データからユーク

リッド距離を算出し、これを合計した上で、補正係数を乗じることによって求めている。

表 2.1 は、GPS データから求めた一日の総走行距離と地図上で計測した実距離の比を算出

したものである。これによると、実距離が GPS データから算出した走行距離よりも１～２

割程度上回っていることがわかる。そして、Ａ社よりＢ社の車両の方が実距離との差が大

きくなっているが、これはＢ社の車両が比較的近距離の多地点で配送していることに起因

するものと考えられる。したがって、この結果を踏まえて以後の分析では、GPS より求め

た走行距離に対して、２社ごとにこれらの比率を掛け合わせて補正を加えた。 
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表  2.1 GPS データから算出した走行距離と実距離の比較  

 GPS距離 実距離

Ａ社 363.2km 401.1km

Ｂ社 103.5km 124.8km

比　率

1.1043

1.2058
 

 

 

2.2.3 トラック事業者別の配送形態 

（１）中長距離輸送事業者 

 図 2.2 は、調査対象としたＡ社の車両５台分の走行軌跡を地図上に表示したものである。

また、図中の表には、方面別の走行距離、配送先総数、配送日数を記している。事業所の

ある滋賀県内を起点として、主に近畿、東海地方への配送を行っている。事業所付近に立

地する複数の荷主（機械加工品製造工場）の貨物を運んでおり、貨物の大きさや形態も異

なるため、4～12t の車両を保有している。各方面への平均走行距離は、300km 台が多いが、

一方で 600km 以上走行している車両もみられる。配送先は、明石、大阪（内陸・湾岸）、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 中長距離輸送事業者の配送担当エリア 

注）岡山・石川方面はそれぞれ 1 日、2
日のみの配送であったため下表の分析

対象から省いた。 

愛知西部
・岐阜

走行距離 604km 362km 188km 321km 382km 401km
配送先総数 3 6 9 15 7 3
配送日数 4 8 6 18 9 17

配送先 明石静岡 愛知東部 大阪内陸 大阪湾岸
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愛知・静岡方面の大きく３方面に分類され、明石方面へは休日を除いて毎日定期的に配送

が行われており、それ以外の各方面は週に２～３回といったサイクルで配送が行われてい

る。明石方面は担当車両が固定されているのに対して、それ以外の配送先では、担当車両

は固定されていない。 

（２）都市内配送事業者 

 特定の荷主（食品製造工場）の貨物を運ぶ貸し切り輸送であり、都市内の多地点への定

期的な巡回配送を行っている。図 2.3 は、調査対象としたＢ社の車両５台分の配送担当箇

所を示したものである。また、図中の表には方面別の配送先数と活動時間を記している。

なお、いずれの車両も 2t 車であり、２箇所で異なる２種類の貨物を積載している。この図

より、大阪市周辺の荷卸し箇所が多い地域では、重複もみられるが、概ね、尼崎周辺、大

阪市都心部、大阪府南部方面、京都方面の各担当エリアに分かれている（実際には、これ

ら以外に４方面の担当エリアが存在する）。なお、担当エリアと配送車両は基本的には固定

されている。 

 各車両の配送箇所数は、大阪府南部方面に向かっている車両以外はほぼ同程度であり、

活動時間は、遠距離の大阪府南部、京都方面の車両とともに、大阪市都心部を担当してい

る車両においても長くなっている。 

 
5時間14分9●尼崎

9時間30分10○都心部

9時間34分9

 

 

 

 

 
×京都

10時間29分7▲関西空港

7時間44分9■大阪・川西

活動時間配送数配送エリア

5時間14分9●尼崎
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活動時間配送数配送エリア

×
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 都市内配送事業者の配送担当エリア 
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図 2.4 は、これら 5 台の時間帯別の運行状況を示したものである。この図では、横軸に

時刻をとり、出発、積載、荷卸し、帰社といった貨物車の運行状況の頻度を時間帯ごと（10

分間隔の頻度）に積み上げている。これによると、早い車両は深夜の 0:30 頃から会社を出

発し、2:30 に出発のピークを迎えているが、その後４～５時台に出発する車両もみられる。

積載は、出発直後から頻度が多くなり、出発後すぐに積載していることがわかる。その後、

４～５時台に再度、積載のピークを迎えるが、この時間帯では出発の頻度に対して積載の

頻度が多いことから、深夜に出発した車両が再度積載を行っているものと考えられる。荷

卸しは、積載直後から確認されるが、６時台に荷卸しを行う車両が最も多く、荷主である

店舗の開店時刻の 10 時までには大半の配送が完了している。配送が概ね完了する 10 時以

降より帰社する車両がみられ始め、遅くとも 14 時までには全ての車両が帰社し、業務を完

了している。このように、荷主の店舗開店時間までに配送を完了すべく、深夜から早朝に

かけての早い時間帯から積載、荷卸しを開始している。 

 以降の分析では、Ａ社、Ｂ社とも特定の貨物車を取り上げて 11 月の１ヶ月間における詳

細な配送活動の実態について分析を試みる。ここでは、１ヶ月間の道路区間別・時間帯別

における走行速度や配送先への到着時刻、荷捌き所要時間などの日変動を明らかにするた

めに、いずれも配送先、経路の固定された定期配送を行っている貨物車を分析対象とした。 
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図 2.4 時間帯別の運行状況 
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2.3 貨物車両の配送実態 

 

ここでは、中長距離による２地点間輸送と都市内における多地点配送を行う輸送形態の

異なる２事業者を取り上げて、運行パターンや走行経路、配送箇所数といった基本特性を

把握する。さらに、配車・配送計画を構築する上で重要となる、①走行速度の変動、②目

的施設への到着時刻の分布、③荷捌き所要時時間の分布、を示すとともに、④目的施設到

着の定時性確保のための行動特性、を明らかにする。 

まず、Ａ社の分析対象車両について、中長距離輸送の運行状況の概要を示すとともに、

幹線輸送における高速道路を含む道路ネットワーク上での時間帯別・区間別の走行速度の

変動特性を示す。そして、こうした交通条件のもとで、目的施設への到着時刻や荷捌き所

要時間の分布を示すとともに、目的施設への定時配送を実現するための行動特性を探る。 

 次に、Ｂ社の分析対象車両について、都市内における多地点巡回配送の実態を示す。そ

して、都心部を含む走行経路の区間別・時間帯別の走行速度の変動を示すとともに、配送

先が集中する都心部での目的施設への到着時刻、荷捌き所要時間の分布特性を示す。また、

余裕時間の少ない多地点配送における時間指定箇所への定時性確保の対応行動を探る。 

 

2.3.1 中長距離輸送の実態 

（１）運行状況の概要 

図 2.5 は、分析対象とした貨物車の 1 ヵ月間 17 日分の走行軌跡を示したものである。

なお、走行軌跡の下には模式図を付記している。図に示すように、この車両は事業所付近

の施設で前日に宵積みした貨物を積載して、午前３時ごろ出発し、約 200km 離れた目的施

設３地点（荷卸しは隣接する２箇所を含む４箇所）への配送を行っており、配送終了後は、

帰路の数カ所で一時休憩を取った後、翌日の配送貨物を事業所付近で積載し帰社するとい

ったサイクルをとっている。車両は 4t 車を使用し、一日の平均走行距離は 401.1km であり、

一般道と高速道路を併用して配送活動を行っている。 

実験期間中の 7 日間、往路で使用している高速道路において集中工事による通行止め規

制が行われている。このため 17 日間のうち 6 日間は工事区間を迂回し一般道を走行してい

る。図中の円で囲んだエリアが経路の変更区間であり、この部分を拡大すると、高速道路

を使用している軌跡と、迂回経路として一般道（途中２経路に分かれる）を通行している

軌跡の二つに分かれる。 

次に、図 2.6 は各配送日の出発時刻をそろえて、横軸に経過時間、縦軸に走行距離をと

っており、直線の傾きが走行速度を示し、傾きが小さくなるほど走行速度が小さいことを

示している。運行時間の 63%が移動中、28%が停車中、残りの 9%が休憩であり、停車の大

半は目的施設での荷卸しに費やされている。また、迂回ルートを通行した配送日では、折

れ線の傾きに変化が表れており、走行速度の低下がみられる。 
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（２）走行速度の変動 

図 2.7 は地点別に走行速度の変化を示したものである。横軸に出発地からの走行距離、

縦軸に走行速度をとっている。図の上下には、それぞれの距離帯における走行時間帯およ

び作業状況・主要走行経路も付記しており、10.0km 区間ごとに平均走行速度を求めてその

変化を折れ線であわせて図示している。高速道路の工事により経路の異なる区間が存在す

るため、通常通りの高速道路を走行しているサンプルと迂回しているサンプルに分けて表

示している。これによると、一般道を走行する区間（事業所と高速道路インターチェンジ

の間の区間）は、同一の経路であるにもかかわらず、早朝に走行する往路と午後に走行す

る復路では、走行速度に違いがみられる。また、一般道と高速道路で走行速度に違いみら

れ、配送先付近では目的施設へ連続して荷卸しが行われているため、走行速度が著しく低

下していることがわかる。一方、高速道路走行中は時間帯による走行速度の変化はみられ

ないものの、サービスエリアで停車する前後やインターチェンジ付近での速度低下が確認

できる。 
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図 2.7 地点別の走行速度の変化 

 

（３）目的施設への到着時刻と定時性確保のための配送行動特性 

図 2.8 は、目的施設への到着時刻の分布状況を示したものである。この図では、各目的

施設における到着時刻の平均値を中心とした分散を示しており、あわせて到着時刻の平均

を中心とする正規分布曲線を表示している。これによると、平均到着時刻より 5 分以内で

早着しているケースが全体の 34.3%と最も多く、到着の 90%近くが前後 10 分以内の到着で

あり、標準偏差は 6 分 58 秒となっている。また、到着時刻の分布形状も概ね正規分布の形

状と一致していることがわかる。 

 このように、目的施設までの走行距離が 200km に及ぶにもかかわらず、目的施設への到
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着時刻はほぼ一定である。この理由としては、走行所要時間が比較的安定しているととも

に、目的施設付近に予定時刻より早めに到着し、待機を行うことにより時間調整を行って

いるためである。表 2.2 は、工事期間中と通常時にわけて、出発時刻と、待機場所までの

走行時間、待機時間の平均値を比較したものである。これによると、まず通常時の待機時

間は約１時間であり、標準偏差は 17 分 41 秒となっている。 

一方、工事期間中は、通常時に比べて、やや早めに出発しているが、走行時間が通常時

に比べて１時間余分にかかっており、待機時間はかなり短くなっている。今回のケースで

は、出発時刻の調整よりもむしろ、目的施設付近での待機により、一般道への迂回による

所要時間の増加分を吸収している。 
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図 2.8 目的施設への到着時間の分布 

 

表 2.2 道路状況による時間調整行動の比較 
的施設
着時刻

工事無し 2:51:49 3時間07分 1時間02分 7:01:42
(標準偏差) 9分52秒) 17分41秒)
工事有り 2:38:31 4時間04分 12分 6:54:31

(標準偏差) 8分11秒) 11分24秒)

出発時刻 走行時間 待機時間 

 

 

 

 

2.3.2 都市内配送の実態 

（１）運行状況の概要 

 図 2.9 は、分析対象とした貨物車の１ヶ月 23 日分の走行軌跡を示したものである。こ

の車両は、午前２時過ぎに会社を出発し、第１ラウンド目として、１ヵ所で貨物を積載し

た後、２ヵ所への配送を行っており、その後、第２ラウンド目として、２ヵ所で異なる種

類の貨物を積載し、都心部７ヶ所を含む８ヵ所への配送を行っている。その後、返送貨物
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（パレット）を当初の積載地点で卸し、帰社するというパターンを取っており、配送経路

は一般道のみを使用し、一日の平均走行距離は 124.8Km である。 

 こうした動きを時間と距離の推移で示したのが、図 2.10 である。出発後４から６時間

の直線の傾きが緩やかな時間帯では都心部で配送を行っており、グラフは小刻みな変化を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜第１ラウンド目＞ 

＜第２ラウンド目＞ 

出発

帰社
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図－１ 貨物車両の走行軌跡(特定車両１台の 23日分) 
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図 2.9 特定車両の走行軌跡（23 日分） 
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示していることから多数の地点へ配送している様子がみてとれる。なお、移動と停車の割

合は、運行時間の 55%が移動中で、残る 45%の停車時間は荷卸・積載とともに待機にも費

やされている。 

（２）走行速度の変動 

図 2.11 は地点別に走行速度の変化を示したものである。横軸に出発地からの走行距離、

縦軸に走行速度をとっている。図の上下には、それぞれの距離帯における走行時間帯およ

び作業状況・主要走行経路も付記しており、2.5km 区間ごとに平均走行速度を求めてその

変化を折れ線であわせて図示している。また、荷卸しや積載といった作業が行われた地点

前後で速度の低下がみられる。 

この図より、まず１日全体としての地点別走行速度の変化をみてみると、時間の推移あ

るいは場所の移動に伴って一定の速度変化パターンが読みとれる。午前２時から６時まで

の深夜から早朝の時間帯にかけて走行速度は 30km/h 前後で推移しているが、７時台以降

は走行速度が急激に低下している。特に、走行速度が著しく低下した７～８時台は都心部

で多数の地点への配送を行っていることが大きく影響している。 

一日のうち複数回通過している同一の道路区間（起点を尼崎市、終点を神戸市長田区と

する総延長約 29.5km の神戸市道「山手幹線」の内、約 6.4km 区間）について、時間帯別

の走行速度を日別に示したものが図 2.12 である。これによると、早朝の 5 時台は平均速

度が 39.1km/h であるのに対し、10 時台と 11 時台はそれぞれ 24.3km/h、26.0km/h となって

おり、平均速度は低くなっている。このように、同一区間においても時間帯により走行速

度が異なっており、交通混雑などの道路状況の影響を受けている様子が伺える。 
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図 2.12 特定区間の時間帯別の走行速度 

 

（３）目的施設への到着時刻と荷捌き所要時間の分布 

 図 2.13 は、目的施設への到着時刻の分布を各目的施設における到着時刻の平均値を中

心とした分布で示したものである。これによると、都心部７ヵ所の配送先へ計 161 回訪問

しているが、平均到着時刻より 5 分以内に全体の半数以上、到着の 86.9％が前後 10 分以

内での到着であり、標準偏差は 7 分 41 秒となっており、ほぼ定刻に目的施設に到着してい

ることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.13 目的施設への到着時間の分布 
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また、都心部の配送先７ヵ所に関して配送先別に荷捌き時間の分析を行った。図 2.14

はその結果を示したものである。なお、この図では、平均荷捌き時間と標準偏差も示して

いる。この図によると、配送先によって荷捌き時間に平均値で 6 分から 30 分と大きな違い

がみられるが、それぞれの平均値に対する標準偏差はそれ程大きくない。特に、地下街へ

の配送を行っている地点Ｆでの荷捌き時間が長くなっているのに対して、同様に地下街へ

の配送を行っている地点Ｇでは、停車時間が短くなっているが、この地点Ｇには地下駐車

場が完備されており、スムーズに配送が行えるためである。また地点Ａでは、一度の停車

で２ヵ所へ配送を行うため荷捌き時間が長くなっている。この地点では路上駐車が困難な

ため、有料の駐車場を借りて荷捌き活動を行っている。 

 なお、分布形状については、目的施設への到着時刻および配送先地点別における荷捌き

所要時間ともに平均を中心とした正規分布である。 
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（４）定時性確保のための配送行動特性 

 都心部における配送では、配送先が複数存在し、余裕時間が少ないため、配送先の指定

時間に対応するために配送順序の組み替えがみられた。 

 図 2.15 は、配送地点Ａ～Ｇを地図上に示し、図の下には配送順を付記している。この

図に示すように、計 22 日分の配送は２パターンに分けることができ、パターン１と２のサ

ンプル数はそれぞれ 13 と９となっている。なお図中では、太線で走行経路を示しているが、

走行経路は走行地点を示す位置データと一方通行などの交通規制を勘案して最短経路探索

を行って推測している。これによると、いずれも最初の３ヵ所の配送先へは同じ順序で巡

回しているものの、それ以降については、パターン１ではＤ→Ｅ→Ｆの順に、パターン２

ではＥ→Ｆ→Ｄの順にそれぞれ巡回している。時間指定の厳しい地点Ｅへの遅延を防ぐた
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め、こうした配送行動をとっている。 

そこで、図 2.16 は順序変更の起点となる地点Ｃの出発時刻と地点Ｅへの到着時刻の分

布をパターン別に示したものである。この図より、パターン 1 では、パターン 2 に比べて

地点Ｃでの出発時刻が明らかに早くなっているのに対して、地点Ｅへの到着時刻にはパタ

ーンによる差はあまりみられない。こうしたことから、パターン 1 のように地点Ｃを出発

した時点で時間的に余裕がある場合には、先に地点Ｄへの配送を行い、その後地点Ｅに立

ち寄っているが、パターン 2 のように時間に余裕が無い場合には、先に地点Ｅに立ち寄っ

ていることがわかる。このように、地点Ｃでの出発時刻に応じて配送順序を変更している。 

なお、地点Ｃを出発してから地点Ｇに到着するまでの平均所要時間をパターン別で算出す

ると、パターン 1 では 1 時間 23 分、パターン 2 では 1 時間 31 分と約 8 分の差がみられる。

都心部の道路では、一方通行規制の道路が多く、パターン 2 の方がパターン 1 よりも結果

として巡回ルートが複雑な分だけ所要時間は余分にかかっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）パターン 1（13 サンプル） ｂ）パターン 2（9 サンプル） 

図 2.15 都心部における配送順序と配送経路 
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2.4 時間指定のある配送先への出発時刻の決定行動 

 

地点間を移動する場合、移動に費やす旅行時間が必要となるが、目的地への到着時刻を

考慮して出発時刻を決定することが多い。特に物流活動においては荷主が要求する指定時

刻までに物資輸送を行う必要がある。そして、配送者は指定時刻に対して遅れることのな

いよう最大限の努力を払うものと考えられる。しかし、交通量の変化などから輸送に費や

す旅行時間は常に一定ではなく、不確実な要素であるといえる。ここでは、旅行時間の平

均値と標準偏差から求められる遅刻確率を用いて、指定時刻の存在する目的施設へ遅れず

に到着するための最適な出発時刻の決定行動について分析を試みる。 

 

2.4.1 最適出発時刻の考え方 

Hall15)は、到着指定時刻に対する遅刻確率を与えたとき、以下の方法により最適な出発

時刻を決定することができることを示している。今、出発時刻 t0、到着指定時刻 td、実際

の到着時刻 Ta、旅行時間の期待値 μt、旅行時間の標準偏差 σt とする。そして、到着指定時

刻に対して遅刻する確率を表す関数が前もって存在すると仮定する。このとき、旅行者は、

到着指定時刻 tdに対する最小の遅刻確率である遅刻リスク α を受け入れ、かつ出発時刻 t0

をできるだけ遅くする行動を取ると考える。ここで、旅行時間が、期待値 μt＝E(Ta－t0)、

標準偏差 σｔの正規分布に従うとすると、最適な出発時刻 t0*は式（2-1）により求められる。
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ただし、Φ-1( )は、標準正規分布の逆分布関数である。 

t0*＝td－(μｔ＋σｔΦ
-1(1－α))     （2-1） 

 

松本ら 16)は、こうした考え方を適用して、旅行時間の不確実性が指定時刻のある場合の

貨物車による物資輸送への影響を分析している。 

 

2.4.2 出発時刻の決定行動 

ここでは、上述の考え方を用いて、旅行時間の不確実性を考慮し、貨物車が指定された

時刻に遅刻する確率を出発時刻ごとに求め、遅刻確率の変化から出発時刻の決定行動を分

析した。なお、分析対象は、①中長距離輸送と②都市内配送の２事業者に対して、それぞ

れ行っている。 

 

（１）中長距離輸送への適用 

Ａ社の車両を対象として、高速道路を走行する通常のトリップ（「平常時」と言う）と

高速道路を迂回し一般道を走行するトリップ（「工事中」と言う）に分け、走行経路に変更

が見られた場合の遅刻リスクの変化と出発時刻との関係について分析を試みた。 

遅刻確率の算出に際しては、旅行時間の正規性が前提となる。データ分布の正規性を確

認するためには、Kolmogorov-Smirnov 検定などのノンパラメトリックな方法により検定を

行う必要があるが、こうした検定を実施する場合には充分なサンプル数（30 以上）が必要

となる。今回の分析ケースでは、両ケース共にサンプル数が少数であるため、こうした検

定の適用が困難である。こうした場合、一般的には、正規性を検証するため、正規確率紙

による視覚的な判断および尖度、歪度の値を用いて正規性の検定が行われる。 

表 2.3 はデータの尖度および歪度を示したものである。２つの値は 0 に近いほど正規分

布に近いことを示す指標であり、絶対値で 2 を超えるとデータの分布に正規性がないとい

える。なお、尖度は、本来 3 に近いほど、正規分布に近い形状を表すが、ここでは 0 に近

いほど正規分布に近くなるように、尖度を補正している。この結果より、両ケース共に、

尖度、歪度の値は絶対値２を超えておらず、比較的に 0 に近いことから、正規性を否定す

ることはできない。また、図 2.17 の正規確率紙による正規性の検証結果では、両ケース

共にデータが直線上に並んでいることから、概ね正規分布であるとみなすことができる。 

 

表 2.3 旅行時間データの尖度と歪度 

 サンプル数 平均旅行時間 標準偏差 尖度 歪度

平常時 11 3:36:27 12分43秒 -0.74 0.19

工事中 7 4:29:54 7分10秒 -0.63 -0.50
 

 

 

 

 - 29 - 



 

 

 

 

 

 

 

ａ）平常時     ｂ）工事中 
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図 2.17 正規確率紙による正規性の検証 

 

図 2.18 は、配送実態から旅行時間の期待値と標準偏差、到着指定時刻をもとに遅刻確

率を求め、横軸に出発時刻、縦軸に遅刻確率をとって表示したものである。これをみると、

輸送経路の変更に伴い旅行時間に変化が表れた為に遅刻確率は一般道へ迂回したトリップ

の方がより急激に高まるという傾向がみられた。グラフの傾きはデータの標準偏差によっ

て決まり、標準偏差が小さいほどグラフの傾きは大きくなる。今回のデータでは実態のデ

ータから迂回経路を走行しているサンプルの方が旅行時間の標準偏差は小さくなっている

が、これは平常時よりも条件的に厳しい状態にあるために旅行時間が一定値に近づけるよ

うに行動したためと考えられる。 

また、遅刻確率が 5%となる場合の出発時刻についてみると、平常時のトリップの場合

は午前 3 時 35 分、工事により迂回経路を走行する場合では午前 3 時 10 分と 25 分間の違い

がみられた。同じ遅刻リスクで輸送を行う為には、工事により迂回経路の走行を余儀なく

される場合には出発時刻を通常よりも早める必要があることが、この分析結果よりわかる。 
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図 2.18 道路状況の違いによる遅刻確率の変化 
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ここで、図中の◇は実際の平常時の出発時刻、×は実際の工事中の出発時刻をそれぞれ

示したものである。これによると、両ケースともに遅刻確率がほぼ 0%の出発時刻に輸送

を開始しており、到着指定時刻の午前７時 30 分に対して遅れずに到着しようとしているこ

とがわかる。これらのことから、指定時刻に遅れることの無い輸送を実現しており、毎日

の輸送行動に対する定時制の確保を確実なものにしようとしていることが伺える。 

（２）都市内配送への適用 

先ほどの図 2.15 で述べたように、到着指定時刻を持つ地点Ｅに対する定時性を確保す

るため、配送順序の変更がみられた。そこで、通常の配送順序の場合（パターン１）と配

送順序の変更が行われた場合（パターン２）のそれぞれの場合について、旅行時間データ

の正規性を確認した上で、その平均値と標準偏差から遅刻確率を算出し、出発時刻との関

係を求めた。なお、旅行時間の正規性は、前述の中長距離輸送のケースと同様の方法によ

り検証した。 

表 2.4 はデータの尖度および歪度を示したものである。２つの値は 0 に近いほど正規分

布に近いことを示す指標であり、絶対値で２を超えるとデータの分布に正規性がないとい

える。なお、尖度は、本来３に近いほど、正規分布に近い形状を表すが、ここでは 0 に近

いほど正規分布に近くなるように、尖度を補正している。この結果より、両ケース共に、

尖度、歪度の値は絶対値 2 を超えておらず、比較的に 0 に近いことから、正規性を否定す

ることはできない。また、図 2.19 の正規確率紙による正規性の検証結果では、両ケース

共にデータが直線上に並んでいることから、概ね正規分布であるとみなすことができる。 

 

表 2.4 旅行時間データの尖度と歪度 

 配送順序 サンプル数 平均旅行時間 標準偏差 尖度 歪度
パターン1（C→D→E） 14 22分31秒 1分31秒 -0.54 0.24
パターン2（C→E） 8 4分10秒 40秒 0.05 -0.86
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ａ）パターン１（Ｃ→Ｄ→Ｅ）  ｂ）パターン２（Ｃ→Ｅ） 

図 2.19 正規確率紙による正規性の検証 
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図 2.20 は出発時刻毎のＥ地点到着における遅刻確率の変化を示したものであるが、地

点Ｅへ直接向かうパターン２の方が、傾きは急になっており、少しの遅れがより大きく遅

刻確率に影響を及ぼしていると考えられる。また、図中の◇はパターン１の出発時刻、□

はパターン２の出発時刻を示しているが、6 時 45 分頃を境にして配送順序が異なっており、

配送順序を変更することで地点Ｅへの遅刻確率を減少させていることがわかる。 
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図 2.20 配送順序の違いによる遅刻確率の変化 

 

 

2.5 複数の配送先への配送順序の選択行動 

 

 複数の配送先を巡回して配送を行う場合、配送者は積載容量や指定時刻などの制約条件

を考慮した上で、所要時間の総計が最小となる配送順序で巡回を行える配送計画を作成す

るものと考えられる。ここでは、複数ある配送順序の中で、各配送順序が最短となる確率

を旅行時間と荷捌き時間の変動（平均値と標準偏差）をふまえて算出し、この確率をその

経路を選択する選択確率として表す。この選択確率を用いることによって、最適な配送順

序の選択行動について分析する。なお、ここでの分析は、中長距離輸送事業者は対象とせ

ず、都市内にて複数の配送先に定期配送を行っている都市内配送事業者Ｂ社のみを分析対

象とした。 

 

2.5.1 都市内での配送実態 

 図 2.21 は、特定の１台の貨物車を分析対象として、先の図 2.4 と同様に時間帯別の運

行状況を図示したものである。当該車両は、深夜 1:00～2:00 の時間帯に会社を出発、直後
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に積載をして、その後 6:00 にかけて荷卸しを行っている。また、6:00 台に積載が多いこと

から、6:00 までに一度配送を完了して、その後、別の場所に２ラウンド目の配送を行って

いる。なお、この図からは、配送が 13:00 頃まで継続的に行われているように読みとれる

が、実際に地図上で運行状況をプロットして確認したところ、10 時以降の荷卸しについて

は、積載箇所と同一場所であることから、返済貨物を積載場所で荷卸ししているためであ

る。 
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図 2.21 時間帯別の運行状況（特定の車両１台分） 

 

2.5.2 旅行時間の不確実性を考慮した経路選択確率の考え方 

辻ら 17)は経路 i の所要時間を ti としたとき、他の複数の経路 j と比較し、ti が最も短時間

となる確率を求め、それが経路 i を選択する確率とすることを提案している。すなわち、

今、２地点間に２本の経路 i,j があるものとし、いずれの経路が選択されるかは確率変数で

表される所要時間の予測値を用いて決定されると考える。経路 i の所要時間を ti、経路 j

の所要時間を tj とすると経路 i の選択確率は ti≦tj を満たす確率、つまり経路 i の所要時間

が経路 j の所要時間を下回る確率と考え、これを ijφ  とすると式（2-2）のように表せる。

なお、図 2.22 に ti≦tj を満たす確率を図示している。 
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ただしここで、ti と tj（i≠j）は互いに独立であるとする。 

次にｎ本の経路の中で経路 i が最短所要時間となる確率は、経路 i 以外の所要時間の予測

値に対して ti≦tj（i≠j）を満たす確率であり、 iφ  とすると式（2-3）のように表せる。 
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ここでは、複数の配送先がある場合に、それらの配送順序の所要時間を上述の経路の所

要時間と考えた。そこで、まず TSP（Traveling Salesman Problem：巡回セールスマン問題）

を解いて候補とする上位ｎ本の配送順序を求める。次に、この候補の中から配送順序 i を

選択する確率を算出するため、各配送順序の所要時間の確率密度関数を平均値と標準偏差

から求めた。なお、ここで平均値は、後述の旅行時間推計式より得られる平均旅行時間と、

実際の平均荷捌き時間の和として求めた。また、標準偏差は、同様に後述の推計式より与

えられる旅行時間の標準偏差と、実際の荷捌き時間の標準偏差の平方和として求めた。最

後に、配送順序ｉの確率密度関数とそれ以外の配送順序の確率密度関数の比較により、配

送順序 i を選択する確率を求める。 

なお、それぞれの配送順序の所要時間は、図 2.22 に示すような正規分布である必要が

あるが、旅行時間および荷捌き時間ともに、概ね正規分布であることを確認しており、こ

こでは、これらの合計値である所要時間も正規分布であると仮定している。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

図 2.22 経路 j が経路 i に対して時間的に上回る確率 

 

2.5.3 平均旅行時間と変動係数の推計 

選択確率の算出に必要となる配送順序における経路の平均旅行時間と標準偏差を求め

るため、実際のプローブデータから、車両が走行した 22 経路をサンプルとして抽出した。

これらのデータを用いて、走行距離と平均旅行時間の関係、および変動係数と平均旅行時

間の関係を求めた。 

（１）走行距離と平均旅行時間の関係 

抽出した 22 経路のデータを用いて走行距離と平均旅行時間の関係を調べた。ここでは、

交通量の変化とともに車両の旅行時間も変動すると考えられるため、午前２時～６時を深

夜・早朝、午前７～12 時を午前中として、時間帯を分けて推計を行った。 
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図 2.23 は深夜・早朝と午前中の時間帯に分けて走行距離と平均旅行時間の関係を示し

たものである。図中にはそれぞれの回帰直線も示している（深夜・早朝：y＝1.71x+2.85 R2

＝0.99、午前中：y＝2.71x+5.89 R2＝0.97）。これらをみると、走行距離が長くなるに従っ

て平均旅行時間は増加する傾向がみてとれる。そして、深夜・早朝の時間帯に比べ午前中

に走行するケースの方が平均的な旅行時間は長くなっており、距離が延びるに従ってその

傾向は大きくなっている。したがって、深夜・早朝の時間帯に配送を行う方が、同じ経路

を利用した場合でも配送に費やす時間が短くなるといえる。 

（２）変動係数の推定 

次に、平均旅行時間から変動係数を推定した。図 2.24 は、横軸に平均旅行時間、縦軸

に変動係数（標準偏差/平均値）をとって図示したものである。これによると走行距離と変

動係数の関係から指数関数による近似曲線（y＝0.47x-0.47 R2＝0.39）を算出するとその決

定係数は低いものの、変動係数は道路リンクの距離が長くなるに従って 0.1 前後に収束す

る傾向にある。 
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図 2.23 走行距離と平均旅行時間の関係 
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図 2.24 平均旅行時間と変動係数(σ/μ)の関係 
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2.5.4 配送順序の選択行動 

分析対象とした貨物車は、図 2.25 に示す７地点を巡回しており、表 2.5 は各地点間の

走行距離を示している。なお、平均旅行時間および変動係数は、先に得られた推計式を用

いて求めている。この際、車両は午前 2 時 30 分頃に地点①を出発し、地点②～⑦を巡回し

て午前 6 時までに配送を終えていることを考え、深夜・早朝の時間帯の回帰式を用いて所

要時間を推計した。そして、TSP（巡回セールスマン問題）［補注］による上位 20 番目（延べ

27 経路）までの配送順序を求め、それぞれについて選択確率の算出を行った。図 2.26 は、

TSP による上位 n 位の配送順序が最短所要時間となる確率を示したものである。これによ

ると、選択確率の推移は極めてゆるやかであり、上位 10 位までの配送順序の選択確率の差

は 3.1％とごく僅かである。 

表 2.6 は、実際の配送順序と TSP による上位 3 位までの配送順序を示したものであるが、

これによると、実際の配送順序は TSP による第 1 位の配送順序で配送を行っていた。これ

らの結果から、選択確率が上位の配送順序間で選択確率は大きな差がみられず、上位の複

数の配送順序は拮抗している。これは、深夜に会社を出発し、早朝の時間帯に配送を完了

する場合、交通混雑の影響が少ないため、旅行時間の変動が小さく、配送順序間での所要

時間に差があらわれ難かったためと考えられる。 

既に述べたように分析対象車両は、１日に２ラウンドの配送を行っているため、現在１

ラウンド目に行っている配送を２ラウンド目に入れ替えることも考えられる。そこで、仮

想的に出発時刻を交通混雑の影響を受ける時間帯、すなわち深夜から早朝に変更した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）１ラウンド目の７箇所のみを分析対象としている 

  

②
③

④

⑤

⑥

⑦

① 
（出発地点）

図 2.25 都市内における配送実態（配送順序） 
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の配送順序の選択確率を求めた。具体的には、出発時刻を午前 5 時とし、午前 6 時 30 分を

境として、旅行時間と変動係数の推定式を変更させて平均所要時間および標準偏差を求め

ている。こうして求めた選択確率の推移を、図 2.26 中の破線で示している。なお、表 2.6

に示すように、先の２時台の出発時と同様、出発時刻を５時に遅らせた場合も選択確率が

１位の配送順序と実際の配送順序は同じであった。深夜に出発した場合は選択確率の最大

値が 7.4％であり、それ以降の選択確率の曲線はなだらかに推移しているのに対して、早

朝に出発した場合の選択確率の最大値は 16.3％であり、直線が急な傾きで推移しているこ 

 

表 2.5 配送地点間の走行距離 

 [km] ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
① 11.1 14.1 16.5 20.0 21.0 23.1
② 11.1 4.5 6.8 10.6 11.6 13.6
③ 14.1 4.5 3.6 7.5 8.7 11.7
④ 16.5 6.8 3.6 4.7 5.9 9.9
⑤ 20.0 10.6 7.5 4.7 3.5 7.9
⑥ 21.0 11.6 8.7 5.9 3.5 4.9
⑦ 23.1 13.6 11.7 9.9 7.9 4.9
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図 2.26  TSP による上位 n 位の配送順序の選択確率 

 

表 2.6 配送順序の比較 

 実際の配送順序 ①→②→③→④→⑤→⑥→⑦→①

1位 ①→②→③→④→⑤→⑥→⑦→①

２時台に出発 2位 ①→②→⑦→⑥→⑤→④→③→①

3位 ①→②→④→⑤→⑥→⑦→③→①

1位 ①→②→③→④→⑤→⑥→⑦→①

５時台に出発 2位 ①→②→③→⑦→⑥→⑤→④→①

3位 ①→②→⑦→⑥→⑤→④→③→①
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とがわかる。このように、交通混雑の影響を受ける早朝の時間帯に出発時刻を遅らせた場

合、配送中の旅行時間の変動が大きくなることで配送順序の選択確率に影響が生じており、

少数のルートで選択確率が高くなっていることがわかる。 

 

 

2.6 所要時間の不確実性を考慮した貨物車の運行計画の提案 

 

時間指定などの荷主（顧客）の物流サービスへの要求の高度化に伴って、物流事業者は

より信頼度の高い配送計画の構築を求められる。こうした信頼度の高い配送計画ないしは

運行計画を構築するためには、時々刻々と変化する旅行時間の変動を組み込むことが必要

である。 

しかしながら、物流事業者の中には、日々の配送先が変わることのない、特定の荷主へ

貨物を定期配送する事業者も数多く存在し、そうした事業者にとってはリアルタイムな旅

行時間の変動を組み込んだ運行計画は必ずしも必要とされていない。むしろ、配送先の変

更などがあった場合に運行計画を見直すといったケースも多く、本研究で提案する方法は、

こうした事業者を対象とした場合の運行計画に適していると考えられる。すなわち、日常

の定期配送業務を通じて所要時間の不確実性のデータを取得するとともに、それらのデー

タを活かして、必要に応じて運行計画を見直したりするケースである。 

以下では、こうした定期配送事業者を対象として、所要時間の変動を組み込んだ運行計

画の構築方法の考え方を整理する。 

１）所要時間の不確実性データの取得 

本研究では、貨物車のプローブデータを用いたが、近年ではデジタルタコグラフなどを

搭載している車両も多く、これらの機器により蓄積された情報を用いて、日々の輸送経路

（道路リンク）の時間帯別の変動（平均、標準偏差）を取得することが可能であり、こう

したデータを一定期間ストックすることにより、旅行時間の変動を定量的に把握すること

が可能と考えられる。 

２）所要時間の変動を組み込んだ運行計画 

運行計画の中で重要な要素として、出発時刻の決定および配送巡路の決定があげられる

が、本研究で構築した確率行動モデルを用いることによって、それらの決定を合理的に行

うことが可能である。 

①最適な出発時刻の決定 

不確実性の情報を構築した最適出発時刻の決定行動モデルに適用することにより、出発

時刻に応じた配送先への遅刻リスクを定量的に表現することが可能となる。これによって、

ドライバーの配送先への遅延リスクに対する心理的負担を軽減しつつ（安全性の向上）、出

発時刻を遅刻しない範囲で可能な限り遅らせることによって、不必要な余裕時間を見込ま

ず合理的な出発時刻の算出・設定が可能となる。 
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②最適な配送順序の決定 

 TSP などにより配送順序を求める場合は、一般的に配送経路の確定的な距離や時間の合

計を最小化する場合が多い。これに対し、道路リンク単位に輸送経路の所要時間の変動（平

均、標準偏差）を一定期間蓄積することによって、この情報をもとに作成したモデルによ

り配送巡路の決定が可能と考えられる。特に、配送経路は走行時間帯によって変動が異な

ることから、走行時間帯に応じた最適な配送巡路の候補を導き出すことが可能である。 

また、こうした配送巡路の決定と出発時刻の決定を組み合わせることも考えられる。す

なわち、②で提案した配送巡路の選択モデルにより、最短の配送巡路を選び、その際の配

送所要時間の平均値と分散をもとに、さらに①で提案した出発時刻の決定モデルを用いる

ことにより、時間指定がある場合の最適な出発時刻を決定することも可能と考えられる。 

 

 

2.7 おわりに 

 

 運転者の作業状況とリンクしたプローブデータを用いて、貨物車両の詳細な運行挙動を

把握することが可能となった。加えて、プローブデータにより、旅行時間の変動を把握し

た上で、指定時間のある配送先への出発時刻の決定行動、および複数配送先への配送巡路

の選択行動を確率行動モデルにより説明し得ることを示した。さらに、プローブデータに

より蓄積された貨物車の運行履歴および輸送経路の変動を、構築した行動モデルに適用す

ることにより、出発時刻および配送順序の決定を求める貨物車の運行計画の構築方法を提

案した。 

以下では、本章で得られた成果を要約する。 

１）運行挙動の解析 

・ 走行速度の変動では、中長距離輸送は、一般道路において、昼間時の走行速度は深夜

から早朝の時間帯に比べて約 10km/h 低下していた。これに対して、今回の分析ケース

では、高速道路では時間帯に関わらず走行速度はほぼ一定であった。都市内配送でも、

一般道の走行速度では、時間帯による同様の傾向がみられた。 

・ 目的施設へは目標とする平均到着時刻に対して、中距離輸送、都市内配送ともに大半

が平均到着時刻の前後５分の間に到着しており、前後 10 分間では９割に達しており、

ほぼ定刻に到着していた。こうした、目的施設への定時配送を可能にする工夫として、

中長距離輸送では、目的地施設付近で待機を行うことによって（200km、約３時間の走

行時間に対して約１時間の待機時間）、到着時刻の調整行動をとっており、目的地に定

刻に到着していた。また、都市内配送では、配送のための余裕時間が少ないため、配

送先への時間指定に対応するために配送順序の入れ替えを行っていた。 

２）確率モデルによる貨物車の配送行動の再現性の検証 

・ 時間指定のある配送先への出発時刻の決定行動について、配送先までの旅行時間の平
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均値と標準偏差から、出発時刻ごとに配送先に遅れて到着する確率（遅刻確率）を求

め、旅行時間の不確実性の影響を評価した。この結果、中長距離輸送、短距離都市内

配送ともに、目的地への指定時刻に応じてほぼ遅刻確率 0 となるように出発時刻を決

定していることがわかった。特に、工事などの交通状況の変化などにより通常時に比

べて不確実性が把握し難いケースでは、より遅刻に対して敏感に対応していることも

示された。 

・ 複数の配送先を巡回する場合における複数の配送順序について、それぞれの配送順序

を選択した時の所要時間の平均値と標準偏差から、その配送順序が最小の所要時間と

なる確率（選択確率）を求め、旅行時間の不確実性の影響を評価した。この結果、現

実には、選択確率が最大となる配送順序が選択されていることを明らかした。また、

混雑時には所要時間の変動が大きくなり、混雑のない場合と比べて少数の配送順序で

選択確率が高くなっていた。 

３）所要時間の不確実性を考慮した貨物車の運行計画の提案 

 構築した行動モデルに対して、プローブデータにより蓄積された貨物車の運行履歴

および定量化された旅行時間の不確実性を適用することにより、所要時間の不確実性

を考慮して出発時刻および配送順序の決定することが可能となり、不必要な余裕時間

を見込む必要がなくなり、貨物車の運行効率を向上させ得る可能を示唆した。 

 

 最後に、本章で示した研究に残された今後の課題として、以下の諸点があげられる。 

１） 貨物車両の運行挙動を把握するためには、車両の位置情報のみならず作業状況の

取得が不可欠である。こうした作業状況を永続的に取得するためには、入力作業によ

る運転者の負担を現在よりも軽減することが必要であり、音声による作業状況入力や

運搬ドアの開閉による車両情報からの作業状況の自動的な判別方法を用いることが考

えられる。また、プローブデータは、そのデータ量が膨大になる一方、取得間隔を広

げると必要な情報が欠落する可能性もあるため、データ取得間隔の設定は慎重に行う

必要がある。 

２） 配送計画において、荷主の信頼を得るとともに車両の運行コストを抑える意味で

も所要時間は重要視すべき要素であり、旅行時間に不確実性を伴う場合には、こうし

た要素を考慮した配送計画が重要であることが示せた。今後は、分析対象とするサン

プルを拡大して分析の信頼性を向上させるとともに、プローブデータによって得られ

た所要時間の不確実性を配車配送計画に組み込み、より信頼度の高い配送システムの

構築を検討していく必要がある。 
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［補注］ 

巡回セールスマン問題（TSP）は、OR（オペレーションズ・リサーチ）の分野では古く

から研究されており、多くの解法（アルゴリズム）が提案されている。大別して、厳密解

法と近似解法に分類できるが、TSP は配送先数を n とすると、計算量は O(n!) となり、n

の増加に伴い計算量が爆発的に増加するため、n の個数に応じて厳密解法と近似解法を使

い分ける必要がある。以下では、厳密解法として総列挙法、近似解法として局所探索法の

一つである 2OPT（２最適法もしくは２変換法とも呼ぶ）について説明するが、本研究で

ケーススタディーとした配送先数は最大でも n=8 箇所であり、厳密解法である総列挙法で

解くことが可能であることから、本研究では TSP の解法として総列挙法を用いた。 

１）厳密解法：総列挙法 

 総列挙法では、全ての配送順序の組み合わせを列挙して、その組み合わせに応じた移動

距離を計算する。計算した後、距離をソートすることにより、最適な配送順序（距離が最

小）を導き出すとともに、第２番目、第３番目といった第 n 番目の配送順序を求めること

も可能である。こうしたことから、今回の分析では総列挙法による結果を利用する。ただ

し、先にも述べたように、今回のように配送先数が８箇所（n=8）と少数であれば、本解

法が適用可能であるが、配送先数が 20 を超えるようなケースについては、以下に説明する

2OPT などの局所探索法の適用が必要である。 

２）近似解法：局所探索法（2OPT）18）19） 

2OPT（2 最適法もしくは 2 変換法とも呼ぶ）とは、生成された初期巡回路から二つのリ

ンクを選び、リンクの交換により、巡回距離を改善していく方法である。 

例えば、図 2.30 のような巡回路があるとする。この場合、リンク（A,G）とリンク（H,F）

のリンクペアをそれぞれリンク（A,H）とリンク（G,F）に付け替えることで巡回距離の改

善を行うことができる。リンクの交換を行った場合の巡回距離の減少量は以下のように計

算することができる。なお、ここでリンク（A,B）の距離を dAB とする。 

リンク付け替えによる巡回距離の減少量＝（dAG＋dHF）－（dAH＋dGF） 

全てのリンク対について減少量を計算し、減少量が正になるリンク対が無くなるまでこ

の操作を続けることにより、最適な巡回路を導き出す。 

以下、2OPT の手順についてまとめると以下のようになる。 

手順 1）適当な初期巡回路を求める。 

手順 2）適当な２本のリンクを選択し、リンクの付け替えによって巡回路の長さの減

少量が正となるリンク対を求める。 

手順 3）リンクの付け替えによる減少量が正のリンク対がある場合はリンクを付け替

えて巡回路を改善し、その長さを計算して手順２へ戻る。減少量が正のリンク

対が無ければ終了とする。 

このような手順によって巡回距離が最小となる巡回路を求める方法が 2OPT である。 
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ただし、2OPT の問題点として、初期巡回路により得られる最適解が異なる可能性があ

り、必ずしも最適な解を探索する保証はなく局所解に陥る危険性があることに注意する必

要がある。また、2OPT は無向ネットワークを理論の前提としている解法であることにも

注意する必要がある。 
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図 2.30 2OPT による巡回順序の改善 
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第 3 章 都心商業・業務地区における荷捌き駐車施設の整備計画 
 

 

3.1 はじめに 

 

都心商業・業務地区においては、貨物車両に対する荷捌き用駐車施設の絶対量の不足か

ら、貨物車両は路上駐車を余儀なくされている。一方、近年、道路交通法の改正に伴い、

駐車取り締まりが強化され、都心部における路上の違法駐車車両は大幅に減少したものの、

貨物車両などの業務車両の駐車場所をいかに確保するかという課題がクローズアップされ

ている 1)。このように、商業業務施設が集中する都心部では余剰空間が少ないため、限ら

れたスペースでかつ効果的な荷捌き駐車施設の整備が必要である。 

なお、かねてより荷捌き用駐車施設整備に関する研究が進められており、荷捌き用駐車

施設の整備計画に関しては、大きく荷捌き用駐車施設の必要量の算出に関する研究と、料

金などを説明要因とした駐車施設の選択モデルに関する研究がみられる。 

路上荷捌き施設の設置基準に言及しているものは、堂柿・佐藤 2)、塚口ら 3)、秋田ら 4)

の研究がある。ここでは、堂柿・佐藤、塚口らは待ち行列理論を用いて、それぞれ荷捌き

専用スペース数の算定、路外と路上の利用特性を考慮した総合的な駐車管理システムを提

案している。また、秋田らは、短時間の駐停車で集荷･配送活動が可能な物流車の利用を対

象として、建物ごとの路上荷捌き需要量推計モデル、駐停車時間推計モデル、P-Median 問

題を適用した配置手法を構築し、これらを組み合わせた路上荷捌き駐車ベイの設置場所お

よび必要マス数を算出する配置計画手法を提案している。 

また、路上を含めた駐車施設の選択行動に関しては、塚口・小林 5)、辰己ら 6)、堂柿 7)

の論文がみられる。塚口らはアンケート調査により駐車場所と駐車料金、歩行距離、取り

締まり頻度等の関連データを得て、ネスティッドロジットモデルによって駐車場選択の意

識構造を解明している。ここで、路上を含む選択要因に関しては、概ね駐車料金、目的施

設までの距離、入庫時待ち時間の３変数によって説明できるが、駐車場と路上の駐車施設

選択には個人の駐車に関する態度等の要因が影響しているとされている。辰己らは、アン

ケート調査を用いて駐車場選択場所要因データを数量化Ⅰ類によって分析し、駐車場所の

選択に駐車料金の影響が大きいため、短時間駐車車両の路外への誘導が困難であり、短時

間路上駐車施設が必要であると指摘している。堂柿は、数量化Ⅱ類モデルを用いて路上駐

車施設の利用判別分析を行い、路上では 20～45 分の程度の駐車機能が必要であること、「施

設利用」、「パーキングスペース」ではそれぞれ 10 分、20 分を超えると支払いの必要を感

じていること等をまとめている。 

 こうした分析を踏まえて、本研究では、都心部における貨物車の駐車行動の整序化を図

るため、貨物車用の荷捌き駐車施設の整備計画案を構築する方法の提案を行う。荷捌き施

設の整備計画案を構築する手順は、まずはじめに、配置箇所数と配置場所を求める配置計
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画案を作成し、続いて荷捌き施設の利用料金や利用時間といった運用計画を検討する。 

具体的には、図 3.1 に示すように、以下の手順により分析を進める。 

１） まず、都心部の一地域を取り上げて、社会実験によるドライバーの荷捌き活動の

実態、および荷捌き需要の空間的分布に関する調査結果をもとに、P-Median 問題や

P-Center 問題などの配置計画問題を適用して、荷捌き需要に応じた荷捌き駐車施設

の配置計画案を求めた。そして、異なる配置計画問題より得られた荷捌き駐車施設

の配置計画案を、荷捌き活動の効率性（利用率の最大化）と路上駐車の削減の観点

からそれぞれの特徴を明らかにした。 

２） 次に、貨物車両の荷捌き用駐車施設の管理運用方策の指針を得ることを目的とし

て、ドライバーへの意識調査を実施し、駐車および荷捌き活動の実態や駐車取り締

まり強化後における対応を明らかにするとともに、短時間用と長時間用のタイプの

異なる荷捌き駐車施設を提案し、それぞれの駐車施設に対する利用意向を分析する。 

３） 今回のケーススタディエリアの分析を通じて、ある一定の範囲をもった地域を対

象に、地域における荷捌き需要の特性に応じて、短時間用と長時間用の異なるタイ

プの荷捌き駐車施設の組合せからなる荷捌き施設の整備計画の考え方を提案する。 
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図 3.1 本章の研究フロー 
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3.2 対象地域と使用データの概要 

 

分析対象地域は、神戸市の中心業務地区である三宮・元町地区を対象とする。 

また、分析には次の２種類のデータを用いる。一つは、対象地域内における貨物需要お

よびドライバーの荷捌き行動を明らかにするための社会実験の調査結果であり、もう一つ

は、ドライバーの荷捌き駐車施設に対するニーズを把握するために筆者らが行ったアンケ

ート調査の結果である。なお、前者の実験データの結果を用いて、第 3 節の路上荷捌き施

設の利用実態と設置効果、および第 4 節の荷捌き駐車施設の配置計画案に関する分析を行

い、後者のアンケート調査の結果を用いて、第 5 節の荷捌き駐車施設の運用方法に対する

意向分析を行う。 

 

3.2.1 対象地域の概要 

 調査対象とした地域は、神戸市都心部に位置する商業・業務地区の三宮・元町駅周辺で

ある。図 3.2 は、対象地域の範囲を示しており、面積は約 72.0ha、建物棟数は 804 棟であ

る。なお、同地域では、駐車取り締まりの強化によって貨物車両の業務が制限されること

を考慮して、荷捌き需要が高い特定の道路区間を対象（図 3.2 中の斜線部分）に、一定時

間、貨物車両の業務活動に限って、駐車禁止を免除する「駐車禁止規制緩和区間」が指定

されている 8)。 
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図 3.2 調査対象地域 

 - 47 - 



3.2.2 実証実験による荷捌き活動と荷捌き需要に関するデータの特徴 

使用したデータは、近畿運輸局、大阪府・兵庫県・京都府のトラック協会、関西交通経

済研究センターが中心となって実施した、都市内物流効率化方策に関する実証実験の結果

である 9)。実験対象地域は、先の図 3.2 と同様の地域である。実験は、平成 11 年、12 年

の 2 ヵ年間にわたって実施されており、路上駐車施設（パーキングメータとパーキングチ

ケット）を実験期間中（10 日間）、初年度は無料、次年度は有料で貨物車専用としている。

なお、本研究では平成 11 年に実施された実験の結果を使用した。この実験では、路上荷捌

き施設の利用状況を反映しながら、最初の４日間は４箇所に 30 台、残る６日間は３箇所に

24 台の路上荷捌き施設が設置された。なお、図 3.3 に、実験時における路上荷捌き施設の

設置箇所を示すが、路上荷捌き施設の設置効果および荷捌き施設の配置計画に関しては、

研究対象地域内の路上荷捌き施設の影響が大きい地区（図 3.2 の点線で囲んだ地区）に限

定して、分析を進める。なお、当該地区は、面積は 29.7ha であり、地区内には延べ 426 棟

の建物が立地しており、地区の北側は規模の小さな建物が多くみられるのに対して、南側

は比較的規模の大きな建物で占められている。 

対象地区内では、13 社 36 名のドライバーが 10 日間の実験期間中に延べ 170 回の集配業

務活動を行っており、総集配回数は 1,637 回であった。なお、ここで集配回数とは、車両

を駐停車してから、目的の配送先までの行動を示す。実験期間が 10 日間であったことから、

一日の平均の集配回数は 160 回前後である。また図 3.3 は、駐停車場所から目的施設まで

の集配活動を、路上駐車の場合と路上荷捌き施設利用時の場合に分けて、地図上に矢印で

示したものであり、矢印の根本が駐車場所、その先が目的施設である。なお、対象地域内

における駐車回数の合計は 1,160 回であり、そのうち路上荷捌き施設を利用した回数は 153

回となっており、路上荷捌き施設の使用比率は 13.2%となっている。両者の図を比較する

と、路上荷捌き施設利用時の方が矢印の長さが長くなっており、より遠くの場所まで集配

活動を行っている様子がわかる。また、路上荷捌き施設ごとに、それらを中心としたボロ

ノイ線図を描画したところ、各路上荷捌き施設からの集配エリアとボロノイ線図で描かれ

た領域がほぼ一致している。 

地区内の全建物 426 棟のうち、実際に集配活動が行われた建物数は 152 棟であり、全体

の３割程度である。ただし、ここでは実験に参加した貨物車のみの集配活動が示されてお

り、今回集配活動が全くみられなかった建物においても現実には集配活動が行われている

可能性はある。また、集配活動が行われている建物でも、実験に参加した貨物車以外によ

る集配活動が行われた場合もあり得る。 

集配のあった建物については、実験期間中の 10 日間の合計で、集配回数が５回以下の

建物の比率は半数以上を占めており、建物１棟あたりの集配回数の平均は 10.7 回であった。

また図 3.4 は、集配回数が平均の 10 回より多い建物の分布を示したものである。これに

よると、北側の地区は主に物販系の小規模な建物が多くみられるが、これらの建物では南

側地区の比較的規模の大きな業務ビルに比べて集配回数は少なくなっている。 
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図 3.4 建物ごとの集配回数 
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3.2.3 ドライバーに対する荷捌き駐車施設の意向調査 

 対象地域内で集配活動を行っているドライバーを対象に、2007 年 3 月 13 日（火）、荷捌

き駐車施設の利用意向に関する意識調査を実施した。調査は、ドライバーに現地で調査票

を直接配布し、後日郵便により回収した。配布票数 102 票に対して、回収票数 31 票であり、

回収率は 30.4%である。主な調査内容は、①普段の荷捌き活動および駐車行動、②駐車取

り締まり強化後の対応、③荷捌き用駐車施設に対する利用意向、である。 

 図 3.5 は、被験者が運転している貨物車両の属性を示したものである。これによると、

車両の種別については、バン・ワゴン車、軽トラック、2t 未満のトラックが、それぞれ約

２割程度であり、2t 以上 4t 未満のトラックが 36.7%と最も多く、4t 以上のトラックはみら

れない。実際には、4t 以上の車両もみられたが、回答は得られなかった。また、貨物車の

用途は、自家用が２割であるのに対し、営業用は８割であり、特別積み合わせによる営業

用が最も多くを占めていた。 

 被験者の全ドライバーが、午前中に対象地域において集配活動を行っており、このうち

74%は午後も集配活動を行っている。午前中は、配送のみのドライバーが最も多く、集荷

のみのドライバーはみられなかった。これに対し、午後になると、配送と集荷の両方を行

っているドライバーが最も多く、集荷のみのドライバーも数名（13%）みられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.3% 20.0% 20.0% 36.7%車両種別（N=30）

バン・ワゴン車 軽トラック 2t未満 2～4t

21.4% 57.1% 21.4%車両用途（N=28）

自家用 営業用（特積） 営業用（貸切）

図 3.5 被験者の運転する車両属性 

 

 

3.3 路上荷捌き施設の利用実態と設置効果 

 

3.3.1 路上荷捌き施設の利用状況 

図 3.6 は、路上荷捌き施設の利用開始時刻を示したものである。これによると、実験中

の荷捌き施設の利用可能時刻は午前８時から午後５時までであったが、この時間帯では、

午前 10 時から 11 時半に大きなピークが、また午後４時頃に小さなピークがみられた。ま

た、荷捌き施設での駐車時間の分布は、全体の 30.8%が 10 分以下であり、駐車時間の平均
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は 25.9 分であった。そして、荷捌き施設での駐車時間の分布は、図 3.7 に示す通りである。

駐車時間は平均 25.9 分であり、全体の 30.8%が 10 分以下である。これは、既に報告 10)さ

れている路上駐車の場合の駐車時間に比べて長くなっている。 

 

 

N：240

1
2
0

4

8

0

4

17

0

13

21

15
14

17
15

11

1
2 2

1
3 3 3 3

9

6
7 7

0

7
5

15

9
8

3
4

0
0

5

10

15

20

25
8
:
0
0

8
:
3
0

9
:
0
0

9
:
3
0

1
0
:
0
0

1
0
:
3
0

1
1
:
0
0

1
1
:
3
0

1
2
:
0
0

1
2
:
3
0

1
3
:
0
0

1
3
:
3
0

1
4
:
0
0

1
4
:
3
0

1
5
:
0
0

1
5
:
3
0

1
6
:
0
0

1
6
:
3
0

1
7
:
0
0

駐車開始時刻

台

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 路上荷捌き施設の利用開始時刻 
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3.3.2 路上荷捌き施設の設置効果 

 図 3.3 からも明らかなように、路上荷捌き施設を利用することによって、集配活動の行

動範囲が広がっていることがわかる。そこで、通常の路上駐車時と路上荷捌き利用時の移

動距離と集配箇所数を比較する。 

 図 3.8 は、路上駐車時と路上荷捌き施設利用時のそれぞれについて距離帯別に集配件数

を比較したものである。集配距離の平均値については路上駐車時が 26.42ｍであるのに対

し、路上荷捌き施設利用時は 65.41ｍとなっており、路上駐車に対して荷捌き施設利用時

の方は集配距離が 2.5 倍に伸びている。 

 また図 3.9 は、路上駐車時と路上荷捌き施設利用時のそれぞれについて駐車 1 回あたり

の集配回数を示している。駐車１回当たりの集配回数の平均値については、路上駐車時が 
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図 3.8 駐車１回あたりの移動距離 
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図 3.9 駐車１回あたりの集配回数 
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1.45 回であるのに対して、路上荷捌き施設利用時は 2.44 回であり、路上駐車時の約 1.7 倍

となっている。このように、路上荷捌き施設の利用によって、集配距離、集配回数ともに

増加することが確認できた。 

 一方、図 3.10 は路上荷捌き施設を利用した理由を尋ねた結果を示している。理由とし

て最も多いのが「違法駐車することなく安心して集配業務を行うことができた」であり、

全ドライバーの 58%を占めている。こうした専用の駐車スペースを確保することによりド

ライバーの違法駐車に対する心理的負担を軽減することができることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ：38名
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駐車スペースを探す時間が短くなった

集配先の近くに駐車できることがあった

駐車１回での集配箇所数が増えた

その他

図 3.10 路上荷捌き施設を利用した理由 

 

 

3.4 荷捌き駐車施設の配置計画案 

 

ここでは、荷捌き駐車施設の整備計画を検討するにあたって、まず、駐車施設の配置計

画を検討する。この際、総移動距離の最小化を目的とする P-Median 問題と最大移動距離の

最小を目的とする P-Center 問題のタイプの異なる 2 種類の配置計画問題を適用する。 

なお、図 3.11 は、実験時に荷捌き需要が発生した位置の分布（10 日間計）を示してお

り、全部で 1,637 箇所存在する。また、図 3.12 は、路上荷捌き施設の設置候補場所であり、

全ての道路リンクの中心とした。候補場所は、全部で 72 箇所ある。 

 後に P-Median 問題、P-Center 問題を解くが、この時、あらかじめ作成しておくことが必

要な集配先（i）と候補地点（j）との距離行列 Dij は 72 行×1,637 列の大規模な行列（要素

数は三角行列となるので 58,932）となる。求める距離 Dij は、道路上に沿った距離を算出

することがより現実的ではあるが、距離行列が多く、その算出に多くの労力がかかること、

および取得しているデータは起点と終点のみであり、仮に道路上に沿った最短経路で求め

た場合でも、実際の経路がその通りでない可能性も考えて、直線距離で代用している。 
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図 3.11 荷捌き需要の分布状況  図 3.12 路上荷捌き施設の設置候補場所 

 

3.4.1 P-Median 問題による配置計画案 

 

 候補地から、集配先までの総移動距離が最小となる P ヵ所を選ぶ P-Median 問題により、

路上荷捌き施設の最適配置を考える。 

P-Median 問題は式（3-1）のように定式化できる。なお、変数 と は選択するか否

かを示す 0 or 1 の離散変数であり、大規模な問題を解く際は、これを 0～1 の連続変数に

変換することで計算量（演算時間）を減少させることが可能であるが、今回の分析ケース

では、こうした変換を行わなくても解が算出可能であったため、離散変数のまま計算を行

っている。 

ijx jy

Minimize       （3-1） ∑∑
∈ ∈Ii Jj

ijij xD

Subject to , 1=∑
∈Jj

ijx Ii∈∀  

   ∑
∈

=
Jj

j Py

  , 0≤− jij yx JjIi ∈∈∀ ,  

  , }1,0{∈ijx JjIi ∈∈∀ ,  

  , }1,0{∈jy Jj∈∀  
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I   ：貨物需要（配送先）の集合 

J   ：荷捌き駐車施設の候補地の集合 

P   ：配置する荷捌き駐車施設の数 

),( JjIiDij ∈∈  ：配送先i と荷捌き駐車施設j の直線距離 

)( Jjy j ∈  ：荷捌き駐車施設を候補地j に立地させる場合1、否の場合0 

),( JjIixij ∈∈  ：配送先i が荷捌き駐車施設j に属する場合1、否の場合0 

 

 

まず図 3.13 は、P の値を 3 から 10 まで変化させた時の移動距離の平均値（単位ｍ）の

変化を示したものである。また、図中には、実験時に路上荷捌き施設を利用した時の平均

移動距離 65.41m もあわせて表示している。これによると、Ｐの数が増加するにつれて移

動距離の平均値は指数関数的に減少している。また、P=6 の時、移動距離の平均値は 65.0m

であり、ほぼ実験時の平均値と等しくなる。なお、表 3.1 は、P=4～6 までの路上荷捌き施

設の組み合わせを示したものである。この内、リンク番号 56 は実験期間中において実際に

荷捌き施設が設置された場所である。 

 図 3.14 は、P=6 とした時の路上荷捌き施設の配置と、それぞれの施設が担当する集配先

建物の割り当てを示したものである。なお、P-Meidan 問題の求解にあたっては、路上荷捌

き施設の設置箇所数 P をあらかじめ決めておく必要があるが、ここでは、路上捌き駐車施

設の実験時における移動距離の平均値 65.0m を基準として、その値に最も近くなる P の値

を用いている。すなわち、今回のケースでは、P=6 となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験の結果
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図 3.13 P-Median 問題による路上荷捌き施設の設置箇所数と平均移動距離 
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表 3.1 P-Median 問題による路上荷捌き施設の配置箇所の組み合わせ 

 

 

 

 

配置箇所数（P） 組み合わせ
4 29, 54, 56, 66
5 2, 50, 54, 56, 66
6 2, 29, 54, 56, 66, 72

注）表中の数字はリンク番号 
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図 3.14 P-Median 問題（P=6）による配置と割り当て 

 

3.4.2 P-Center 問題による配置計画案 

 

 P-Median 問題は、総移動距離を最小化することを目的関数としているため、移動距離が

大きくなってしまうケース（約 300m）も確認された。そこで、ここでは総移動距離の最

小化も考慮しつつ最大移動距離を最小化する P-Center 問題を考える。 

Daskin11)によると、P-Center 問題は集合被覆問題、もしくは最大被覆問題の拡張版であ

る。図 3.15 に示すように、集合被覆問題は、最大移動距離（Dc）を設定し、全ての需要

を cover（cover 率 100%）するように施設を配置する。このとき、施設の配置箇所数に上

限はない。図 3.16 は、集合被覆問題を解いた結果を示したものである。なお、この時の

Dc は、ａ）68m とｂ）90m の２つを設定した。これは各荷捌き候補地から集配先までの最
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大距離の最小値が 68m（つまりこれ以下であると、cover 率が 100％になることはない）で

あったことと、実験結果から得られた路上荷捌き施設利用時の移動距離の 80%タイル値が

90m であったためである。これによると、Dc＝68m のときは、23 箇所の設置により全ての

配送先を cover することが可能であり、Dc＝90m のときは、15 箇所の設置により全ての配

送先を cover することが可能である。ただし、これらの図からもわかるように、集合被覆

問題は、全ての需要点を cover することが目的であるため、cover される需要点に重複がみ

られ、非効率である。また、15 箇所も荷捌き駐車施設を設置することは、限られた道路空

間の利用の観点から現実的ではない。そこで、配置箇所数を指定して、その配置の中で最

も多くの需要を cover する最大被覆問題[補注]を考える。図 3.17 は、Dc=90m と設定して、

配置箇所数（P）を cover 率 100%のときの P=15 から 3 まで変化させたときの cover 率の推

移を示したものである。これによると、P-Median 問題において、実験の平均結果を下回っ

た P=6 のときの cover 率は 83.4%である。また、この P=6 のときの配置を図 3.18 に示すが、

配置箇所は比較的に P-Median 問題と似通っている。しかしながら、cover 率は 83.4%に留

まっており、特に対象地域の北東部分が cover 出来ていない。 

 そこで、式（3-2）に示すように、配置箇所 P を与件として、需要点である全ての配送先

を cover する最小の Dc を求める P-Center 問題を解くことにする。なお、この問題では P

を変化させることも可能であるが、ここでは、P-Median 問題との比較、および現実的に設

置可能であると思われる P=6 で固定して求解を行う。Daskin は、P-Center 問題を求解する

際、Dc をサブルーチン化、その求め方はバイナリサーチにより求めている。しかし、今回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.15 P-Center 問題の考え方 

集合被覆問題 

【目的】 

全ての需要点をcoverする供給点P箇所の配置を求める 

【与件】 

・供給点Pの設置箇所数は制約無し 

・最大動距離（Dc）を設定（固定） 

最大被覆問題 

【目的関数】 

多くの需要点を cover する供給点 P 箇所の配置を求める 

【与件】 

・供給点 P の設置箇所数は制約有り 

・最大動距離（Dc）を設定（固定） 

P-Center 問題 

【目的関数】 

 最大移動距離 Dc の最小化 

【与件】 

・全ての需要点を cover する 

・供給点 P の設置箇所数は制約有り 

・最大動距離（Dc）は変動 
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Miniimize       （3-2） ∑∑Dc
∈ ∈Ii Jj
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I    ：貨物需要（配送先）の集合 

J    ：荷捌き駐車施設の候補地の集合 

P    ：配置する荷捌き駐車施設の数 

),( JjIiDij ∈∈
D

 ：配送先i と荷捌き駐車施設j の直線距離 

c    ：最大移動距離 

)( Jjy j ∈   ：荷捌き駐車施設を候補地j に立地させる場合1、 

否の場合0 

),( JjIixij ∈∈  ：配送先i が荷捌き駐車施設j に属する場合1、 

否の場合0 
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図 3.16 集合被覆問題による配置 
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図 3.17 最大被覆問題における P を変化させたときの cover 率の推移 
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図 3.18 最大被覆問題（P=6,Dc=90m）による配置 

 

表 3.2 Dc を変化させたときの cover 率 

Dc 配送先 cover率
90 1365 83.4%

100 1449 88.5%
110 1500 91.6%
120 1564 95.5%
130 1602 97.9%
140 1633 99.8%
141 1636 99.9%
142 1636 99.9%
143 1637 100.0%  

 

の分析では、Dc90m から 10m ずつ増やしていき、100%に近くなれば、1m ずつ増やしてい

く方法により Dc を求めた。表 3.2 は、その結果を示したものである。これによると、Dc

が 143m のとき、cover 率が 100%となっている。 

 つまり、P=6 のとき P-Center 問題は Dc=143m となる。なお、このときの路上荷捌き施設

の組み合わせは、「5,34,39,52,56,60」であり、唯一 56 のみ P-Median 問題の組み合わせと一

致している。また、Dc=90m のときの最大被覆問題の結果による組み合わせとも異なって

いる。 

 図 3.19 は、P-Center 問題による路上荷捌き施設の配置と各々路上荷捌き施設の割り当て

を示したものである。なお、P-Median 問題と違って、P-Center 問題では、１箇所の集配先

が複数の路上荷捌き施設に包括され、最適化問題を解くだけでは、割り当てが決まらない 
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ａ）配置     ｂ）割り当て 

図 3.19 P-Center 問題（P=6,Dc=143m）による配置と割り当て 
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表 3.3 P-Center 問題（P=6）のときの各路上荷捌き施設からの移動距離 

     （単位：m） 

P N Sum Average Maximun
5 225 21,474 95.4 137

34 16 1,000 62.5 78
39 70 6,668 95.3 135
52 473 38,340 81.1 140
56 627 44,509 71.0 142
60 226 22,892 101.3 140

Total 1,637 134,883 82.4 142  

 

ため、路上荷捌き施設を母点とする Voronoi 分割を行い、その領域内に含まれる集配先を

割り当てた。また、表 3.3 は、この割り当てに基づいて各々の路上荷捌き施設から集配先

までの移動距離の合計と平均値、さらに最大値を求めたものである。まず、全体でみると、

総移動距離は 134,883m、平均移動距離は 82.4m となっており、両者ともに P-Median に比

べて 26.9%増となっている。また、P-Center 問題の特徴から P-Median 問題に比べると、最

大移動距離が 143m に抑制されているものの、担当する集配先が 16、70 と極端に少ない箇

所もみられ、最大移動距離が抑制されることからドライバーにはやさしいと考えられるが

必ずしも効率的でない一面もみられる。 
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 なお、以降の分析においては、P-Median 問題と P-Center 問題による配置計画案を比較す

るが、上述までの P-Center 問題は、P を P-Median 問題の解と合わせて P=6 にしていたが、

実際には、荷捌き駐車施設利用時の平均移動距離を同じにする必要がある。そこで、図 3.20

は、P-Median 問題と同様に、P の値を 3 から 10 まで変化させた時の移動距離の平均値の変

化を示したものである。これによると、P の数が増加するにつれて平均移動距離は減少す

るものの、指数関数的に減少していた P-Median 問題とは異なった傾向で減少している。ま

た、P=9 の時、平均移動距離は 68.0m であり、ほぼ実験の平均値に近くなる。なお、表 3.4

は P=7～9 までの路上荷捌き施設の組み合わせを示したものである。 

図 3.21 は、P=9 としたときの路上荷捌き施設の配置と、それぞれの施設が担当する集配

先建物の割り当てを示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験の結果
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図 3.20 P-Center 問題による路上荷捌き施設の設置箇所数と平均移動距離  

 

 

表 3.4 P-Center 問題による路上荷捌き施設の配置箇所の組み合わせ 

配置箇所数（P） 組み合わせ
7 5, 25, 27, 38, 50, 55, 65
8 2, 8, 34, 43, 50, 55, 62, 65
9 3, 16, 25, 27, 31, 38, 49, 66, 72  

注）表中の数字はリンク番号 
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図 3.21 P-Center 問題（P=9）による配置と割り当て 

 

 

3.4.3 配置計画案の比較 

 

 前項までで述べたように、実験結果の平均移動距離 65.41m を基準としたとき、P-Median

問題では 6 箇所、P-Center 問題では 9 箇所の配置計画案が求められた。ここでは、両者の

配置計画案を比較する。 

まず、表 3.5、3.6 はそれぞれの配置案における各路上荷捌き施設から集配先までの移動

距離の合計値、平均値、最大値、および担当する集配先数を求めたものである。これらに

よると、平均移動距離がほぼ等しくなるように、P を求めたことから両者で総移動距離も

ほぼ等しくなっている。最大移動距離については、P-Median 問題が最大 294m であるのに

対し、P-Center 問題では、その特徴から最大移動距離が 121m に抑制されている。 

次に、配置された施設ごとに担当する集配先数を両者で比較すると、P-Median 問題では

リンク番号 56 が 526 と多くなっているが、それ以外は 150～300 と比較的、均等であるの

に対し、P-Center 問題では、リンク番号 3,16,38 において集配先数が極端に少なくなってい

る。さらに、設置箇所ごとの移動距離の最大値をみてみると、P-Median 問題では、最大値

の大きなグループと小さなグループに２分されている。これに対して、P-Center 問題は最

大値がほぼ等しく抑えられている。 

 図 3.22 は、移動距離帯別の頻度について両配置計画案を比較したものである。これら
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によると、60m までの距離帯では P-Median 問題の方が頻度が高いのに対し、80～100m で

は P-Center 問題の方が頻度が高くなっている。そして、130m 以降の距離帯では、その数

は少ないものの P-Median 問題の方が頻度が上回っている。 

 

表 3.5 P-Median 問題（P=6）のときの路上荷捌き施設からの移動距離と集配先数 

合計値 平均値 最大値
2 10,569 70.5 212 150

29 21,935 72.9 243 301
54 18,717 65.9 294 284
56 33,101 62.9 142 526
66 12,484 62.1 155 201
72 9,524 54.4 167 175

総　計 106,330 65.0 294 1,637

P 集配先数
移動距離（m）

 

 

表 3.6 P-Center 問題（P=9）のときの各路上荷捌き施設からの移動距離と集配先数 

合計値 平均値 最大値
3 4,367 63.3 117 69

16 3,111 79.8 91 39
25 24,822 74.8 107 332
27 7,415 74.2 120 100
31 21,481 74.6 121 288
38 2,243 86.3 106 26
49 23,078 66.3 121 348
66 12,276 57.1 111 215
72 12,522 56.9 108 220

総　計 111,315 68.0 121 1,637

P 集配先数
移動距離（m）
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図 3.22 移動距離帯別の頻度分布と累積分布 
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 以上の結果をもとに、両者の配置計画案を、①荷捌き活動の効率性、②路上駐車の削減、

という観点から比較する。 

①荷捌き活動の効率性 

 いずれの配置計画案も移動距離 90m 以内で、ほぼ 80%の荷捌き需要をカバーしている。

実証実験において、路上荷捌き施設利用時の累積分布８割の値は 90m であったことから、

いずれの配置計画案も利用可能性の高い需要の大半がカバーされていることがわかる。一

方、図 3.23 は移動距離が 90m 以下と以上に分けて、それぞれの配置計画案ごとに平均移

動距離を求めたものである。これによると、90m 以下の場合では、P-Median 問題は P-Center

問題より平均移動距離が 9.09m 下回っている。これに対して、90m 以上では、P-Median 問

題は P-Center 問題より平均移動距離が 25.88m 上回っている。このように、路上荷捌き施

設を利用する可能性の高い荷捌き需要にとっては、詳細にみてみると、P-Center 問題より

も P-Median 問題の方が、より短い移動距離で集配が可能であるといえる。 

②路上駐車の削減 

 図 3.24 は、ある一定の距離を設定した場合に、その距離内で路上荷捌き施設を利用で

きないサンプルの比率を示したものである。言い換えれば、その距離における路上駐車の

全サンプルに占める比率と言える。厳密には、利用距離別に路上荷捌き施設の利用比率を

考慮することが必要であるが、それは今後の課題である。実験における路上荷捌き施設利

用時の平均移動距離は既に述べているように 65.41m であり、また 80%タイル値は 90m で

あった。この距離を基準にして、路上駐車の比率をみたとき、60m では、P-Median 問題で

44.1%、P-Center 問題で 62.7%と P-Center 問題の方が高くなっているが、90m では、P-Median

問題で 21.1%、P-Center 問題で 22.4%とほぼ等しくなっている。しかし、90m を超えると

P-Median 問題の方が比率が高くなっており、120m 以上では、P-Median 問題で 8.9%、P-Center

問題で 0.5%となっており、路上駐車をする可能性がある車両の比率は高くなる。 
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図 3.23 距離帯別にみた平均移動距離の比較 
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図 3.24 移動距離帯別にみた路上荷捌き施設のカバー不能率 

 

 

3.5 荷捌き駐車施設の運用方法に対する意向分析 

 

3.5.1 駐車・荷捌き行動の実態 

（１）駐車取り締まり強化後の対応 

 図 3.25 は、路上駐車の取り締まり強化後の対応策を尋ねたものである。これによると、

「特に対応していない」という回答も７名みられたが、残りの 23 名のドライバーは「集配

時間の短縮化」、「駐車禁止規制緩和区間への路上駐車」、「駐車許可証の取得」、「２名体制

による配送」などの対応をとっていた。特に、集配時間の短縮については、駐車取り締ま

り強化前の集配時間の平均は 14.7 分であったのに対し、取り締まり強化後は平均 9.3 分と

なっていた。一方で、「時間貸し駐車場」や「月極駐車場」の利用と答えたドライバーは少

なく、必ずしも荷捌き駐車需要のニーズに対応していないと考えられる。 
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図 3.25 駐車取り締まり強化後の対応（複数回答可） 
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（２）駐車場所別にみた荷捌き行動 

 対象地域内では、平均して１台あたり１日 12.8 回駐車しており、最大で 46 回、最小で

は１回であった。車両属性別に駐車回数をみると、車両種別では、被験者の中で最も車両

サイズの大きい 2～4t のトラック（N=10）は平均 16.1 回であるのに対し、それ以下のサイ

ズの車両（バン・ワゴン車、軽トラック、2t 未満のトラックの計）は 10.9 回となっており、

車両の大きさにより駐車回数に差がある。また、表 3.7 に示すように、車両の用途別では、

特別積み合わせによる営業用の車両の駐車回数が最も多くなっている。 

 表 3.8 は駐車箇所の内訳を示したものである。これによると、路上での駐車が最も多く、

次いで集配先の荷受け施設、駐車禁止規制緩和区間の路上の順となっている。また、表中

では、各駐車先での駐車１回あたりの集配箇所数、駐車時間および横持ち距離の平均値も

記している。これによると、通常の路上に比べて、規制緩和区間の路上では、多くの集配

先を回ることが可能であり、駐車時間および横持ち距離ともに長くなっている。なお、有

料駐車場では、集配箇所数は少ないものの、駐車時間は路上の両ケースに比べて長くなっ

ている。 

 

表 3.7 車両用途別の駐車回数 

 自家用 営業用（特積）
（N=6） （N=14）

駐車回数 12.8 16.6

営業用（貸切）
（N=5）

6.4
 

 

 

表 3.8 駐車箇所の内訳 

N=27

集配箇所数 駐車時間 横持ち距離
路上（通常） 8.81 2.1 13.2 40.6

路上（駐車禁止
規制緩和区間） 1.37 3.4 18.5 46.4

有料駐車場 0.19 1.7 33.3 -
集配先の施設 2.44 - - -

合計 12.81

駐車1回あたりの
平均駐車回数

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）路上での荷捌き時における駐車場所の選定基準 

 図 3.26 は、駐車場所の分布状況を示したものである。なお、図中の×印が、路上駐車の

場所を示しており、●印が建物内などの路外駐車場所を示している。これによると、路上

の駐車箇所数は 276 箇所であり、路外の駐車箇所数は 22 箇所となっている。 

また図 3.27 は、路上で荷捌きを行う際に、駐車場所を決める基準を示したものである。

これによると、「集配先の近く」であることが最も重視されており、全てのドライバーが回
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答している。次いで、「荷捌きスペース」や「路側帯スペース」が充分であることを求めて

いる。また、回答は少ないものの、上記以外では、「交通量が少ない場所」、「駐車違反の心

配が少ない」ことなどが駐車場所を決める基準としてあげられる。 

 

×：路上駐車

（276箇所）

 

 

 

 

 

 

 ●：路外駐車

（22箇所）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

× 路上駐車（276 箇所） 

● 路外駐車（ 22 箇所） 

図 3.26 路上駐車および路外駐車の分布 
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図 3.27 駐車場所の選定基準（複数回答可） 
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3.5.2 荷捌き用駐車施設の利用意向 

 

 荷捌き用駐車施設として、本研究では短時間用と長時間用の２種類を想定し、それぞれ

について利用意向を考察した。前者は、利用時間の上限を 30 分程度とした比較的短時間

の荷捌き施設であり、後者は最大利用時間を２時間程度として長時間駐車して多くの配送

箇所を回るための荷捌き施設である。 

 

（１）短時間利用の荷捌き駐車施設 

 短時間用の荷捌き駐車施設では、最初の一定時間の利用を無料として、その後課金する

運用システムを想定している。この際、無料時間は、5 分、10 分、15 分の３水準、利用料

金は 5 分毎に 50 円、100 円、150 円の３水準とし、無料時間と利用料金の組み合わせは全

部で９ケース存在する。これら９ケースの比較のうち判断が難しいペアについて、一対比

較によりどちらのケースを利用するかを被験者に尋ねている。 

 この一対比較の結果をもとに、無料時間と利用料金を説明変数とする非集計分析を行っ

た結果が表 3.9 である。これによると、的中率は 69.61%、尤度比（ ）は 0.1676 であり、

また t 値も無料時間は有意水準 1%で有意であるものの、利用料金は有意となっていないな

ど、推定精度は必ずしも高いとはいえない。しかし、説明変数の符号関係については、無

料時間は正、利用料金は負となっており、論理関係には整合性がある。また、説明変数の

係数より、無料時間が 5 分から 10 分に増えたときの効用値の増加は 1.21 であるのに対し、

利用料金が 100 円/5 分から 50 円/5 分と安くなったときの効用値の増加は 0.48 であり、利

用料金に対して無料時間の方が約 2.5 倍の効用を高める効果がある。 

2ρ

 仮に、30 分駐車した場合、無料時間 5 分・課金 50 円/5 分のケースでは、支払い金額は

250 円であるのに対し、無料時間 15 分・課金 150 円/5 分のケースであると 450 円かかるも

のの、非集計モデルによる効用値は、前者が 0.734、後者は 2.202 であり、後者の方が高い

ことから、ドライバーが 15 分前後の短時間の駐車を意識して無料時間を重視していること

が伺える。 

 また、一対比較の結果とは別に、被験者に希望する無料時間を尋ねている。これによる

と、希望する無料時間は平均 18 分（回答者 17 名）であり、このうち約半数（９名）が「無

料時間内に集配送を終える」と答えている。しかし一方で、「無料時間が過ぎても利用する」

もしくは「一概に言えない」と答えているドライバーもあわせて８人いる。そこで、こう

したドライバーに対して、無料時間が経過した後に支払っても良いと考えている料金を算

出したところ、5 分当たり 62 円であることがわかった。なお、算出方法は、①希望する無

料時間、②トータルの駐車時間、③支払っても良い金額、をもとに次式、③÷（②－①）

により求めた。ドライバーが希望するこの条件（無料時間 18 分・課金 62 円/5 分）の効用

値は 3.94 であり、９ケースの中で最も効用が大きかった無料時間 15 分・課金 50 円/5 分の

効用値 3.16 より高くなっている。 
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表 3.9 非集計モデルの推計結果 

係数 t値

無料時間 0.2428 3.1845

利用料金 -0.0096 -1.4696

的中率 69.61%

尤度比（ρ
2
） 0.1676

注）非集計分析に用いた一対比較のデータ数は

102（被験者 14 名分の合計）であり、「どちらでも

ない」とする回答は分析対象外としている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）長時間利用の荷捌き駐車施設 

 図 3.28 は、長時間用の荷捌き駐車施設の利用意向を尋ねたものである。これによると、

利用すると答えた割合が 73%である一方、利用しないと答えはドライバーも 24%存在して

いる。 

 また表 3.10 は、長時間用の荷捌き駐車施設の利用に際して希望する条件をまとめたも

のである。これによると、希望する駐車時間は 30 分が 13 名、60 分が 3 名であり、平均は

35.6 分であった。また、駐車時間に対して支払っても良いと思う金額の平均は 160.0 円で

あり、１時間当たりに換算すると 273 円（(160.0 円÷35.6 分)×60 分）となる。さらに、施

設を拠点として集配送先が 103.9m 以内、または集配箇所数が 4.5 箇所以上あれば、利用し

たいと考えている。 
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図 3.28 長時間用荷捌き駐車施設の利用意向 
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表 3.10 長時間用荷捌き駐車施設の希望条件 

 利用時間 利用料金 集配範囲
（分） （円） （m）

N=15 35.6 160.0 103.9

集配箇所

4.5
 

 

 

（３）タイプ別の荷捌き駐車施設の利用意向 

 短時間および長時間用の荷捌き駐車施設の必要について尋ねた結果（回答者 29 名）、「両

方とも必要」は 49%（14 名）、「短時間用のみ必要」は 21%（6 名）、「長時間用のみ必要」

は 17%（5 名）であり、「必要ない」はわずかに 3%（1 名）であった。 

 また、図 3.29 は、ドライバーの荷捌き行動のタイプ別にみた荷捌き用駐車施設の利用

意向を示したものである。これによると、１回の駐車でなるべく多くの箇所を配送したい

と考えているドライバーは、長時間用の荷捌き用駐車施設を、配送先の近くに頻繁に駐車

するドライバーは、短時間用の荷捌き用駐車施設を希望する傾向がある。 
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図 3.29 行動パターン別の荷捌き施設の利用意向 
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図 3.30 は、短時間用と長時間用を問わず荷捌き駐車施設に対する要望を尋ねたもので

ある。これによると、「利用料金が適当」であることや「荷捌き施設の施設数」が十分に整

備されていることを重要視している。 
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図 3.30 荷捌き駐車施設に対する要望 

 

 

3.6 荷捌き駐車施設の整備計画の考え方 

 

 商業・業務地区においては、本来は荷受施設において設置された駐車スペースにおいて

荷捌きが行われるべきであるが、現状では小規模施設が大半であることや、短時間の荷捌

き需要が存在するため、路上で処理されることが多い。しかし、こうした路上における荷

捌き活動は、既に述べているように、交通渋滞、事故の発生原因となり、近年は路上での

違法駐車車両の取締りの強化により困難な状況にある。しかしながら、現実問題として、

都心部から荷捌き活動を排除することは困難であることから、路上荷捌き駐車への対応な

どを考慮した荷捌き駐車対策が必要である。 

荷捌き駐車には、本研究で明らかにしたように、大別すると比較的短時間の駐車で 1～2

箇所程度の少数箇所を集配送するケースと、ある程度の時間、駐車して周辺の複数箇所へ

配送を行う 2 通りのケースがみられる。したがって、荷捌き駐車施設の整備計画を考える

際には、こうした異なった荷捌き需要に対応することが必要である。 

前者の短時間用の駐車施設については、既にいくつかの都市で具体的な解決策が実施さ

れており 12)、路上の特定区間を一定時間、貨物車の集配業務に限って駐車禁止対象外とす

る駐車規制緩和区間や、場所・時間帯を限定しての 20 分ルール（20 分間に限り荷捌き駐

車を認める）の導入、貨物車専用パーキングメーター（あるいはチケット）、貨物車専用の

路側ベイ（一部で路外のコインパーキング）などの設置が行われている。これらの施設は、
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その利用形態からみて、配送先への直近で導入あるいは設置することが望ましいと考えら

れる。また、その運用方法については、利用時間の上限を、たとえば 20 分あるいは 30 分

程度に限って、この時間の内、最初の一定時間を無料とし、その後課金するなどの柔軟な

料金システムの適用が考えられ、これによって利用促進および稼働率の向上が期待される。 

 一方、後者の長時間用の駐車施設については、路外の時間貸し駐車施設（コインパーキ

ングも含む）などが用いられているケースが多い。こうした施設については、地域内で何

箇所といったように、集中配置することが望ましく、本研究で提案したような P-Medina

問題や P-Center 問題を適用することによって、総移動距離や最大の横持ち距離などを考慮

して配置場所を求めることが有効と考えられる。また、その運用方法は、長時間の駐車に

対応させるべく、利用時間の上限を定め（たとえば 2 時間程度）、課金については時間の経

過とともに単位時間当たりの課金額が低減していくような料金体系により利用が促進され

ると考えられる。 

 したがって、都心部などの一定の範囲を対象として、荷捌き駐車施設計画を考える場合、

地域の荷捌き需要の分布を考慮した上で、図 3.31 に示すように、既設の荷捌き駐車施設

を補う形で、短時間用および長時間用の荷捌き駐車施設を組合せながら、その配置や運用

を考えていくことが必要である。 

 

短時間用の荷捌き駐車施設

長時間用の荷捌き駐車施設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.31 地区内における荷捌き駐車計画のイメージ 

 - 73 - 



3.7 おわりに 

 

本章では、都心部における荷捌き行動の円滑化を図るため、貨物車用の荷捌き駐車施設

の整備計画の検討を行った。まず、対象地域における貨物需要および運転者の荷捌き行動

特性を把握した上で、貨物需要に応じた荷捌き駐車施設の配置箇所数や配置場所を求める

配置計画案を作成した。次に、運転者への荷捌き駐車施設に対するアンケート調査結果よ

り、荷捌き用駐車施設の利用料金や利用可能時間といった運用計画についても検討した。

こうした、特定の地域における貨物需要の発生集中量、荷捌き特性、および荷捌き駐車施

設の配置計画、運用計画を整理にすることによって、荷捌き駐車施設の整備計画の指針を

示した。 

以下では、得られた成果について要約する。 

１）荷捌き駐車施設の設置効果と駐車取り締まり強化後の対応 

・ １集配業務あたりの平均集配回数は 9.6 回であった。また、路上荷捌き施設の利用時間

は午前 10～11 時頃と午後４時頃のそれぞれにピークがみられ、平均駐車時間は 25.9 分

であった。 

・ 荷捌き施設を利用した時の方が路上駐車の時より、集配距離については約 2.5 倍の伸び

を示し、集配回数では約 1.7 倍となっており、より多くの場所へ長い距離の集配活動を

行っている。また、路上荷捌き施設の利用によりドライバーの違法駐車への心理的負

担が軽減されていた。 

・ 駐車取り締まり強化後は、「集配時間の短縮化」、「駐車禁止規制緩和区間への路上駐車」、

「駐車許可証の取得」、「２名体制による配送」などのドライバー自身による対応や、

駐車禁止規制緩和区間の設置による地域における駐車規制への柔軟な対応がみられ、

こうした規制緩和区間を有効に活用していた。 

２）貨物需要に対応した荷捌き駐車施設の配置計画案 

実験結果による路上荷捌き施設から集配先への平均集配距離は 65.41m であり、この距

離を基準とした配置計画案を求めると、P-Median 問題では 6 箇所、P-Center 問題では 9 箇

所に路上荷捌き施設を配置する計画案が求められた。そして、両者の配置計画案を比較す

ると、両者とも 90m 以下では 78～80%の荷捌き需要をカバーすることが可能であり、路上

駐車の発生の可能性も 20～22%に抑えることができる。しかし、90m を上回る場合と下回

る場合では、荷捌き活動の効率性と路上駐車の削減という観点からみれば、２つの配置計

画案はトレードオフの関係にあることがわかった。 

３）意向調査結果による荷捌き駐車施設の管理運用計画 

短時間用、長時間用の荷捌き用駐車施設の設置を想定した結果、両タイプの駐車施設と

も利用ニーズが高く、特に短時間では、15 分程度の短い荷捌き行動を想定して無料時間を

重視していることが伺えた。また、１箇所に止めて多くの配送先を回る場合は、長時間用

の荷捌き駐車施設の選考度が強いことから、配送形態の違いによる使い分けの方向性も示
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唆できた。 

４）荷捌き駐車施設の整備計画の考え方の提案 

都心部などにおいては、当該地区における荷捌き需要の分布や荷捌き行動の特性を把握

し、短時間用と長時間用の 2 タイプの荷捌き駐車施設を組み合わせて配置するとともに、

特に長時間用の駐車施設については配置計画問題の適用により合理的な配置を求めること

が可能なこと、ならびに駐車施設のタイプごとの運用方法の重要性を指摘した。 

 

 最後に、本章における研究に残された今後の課題として、以下の諸点があげられる。 

１）提案した荷捌き駐車施設の配置計画案に対する評価が乏しいことから、路上荷捌き施

設の選択行動モデルの作成により、配置計画案に対する路上荷捌き施設の選択確率を求め、

配置計画案の評価する必要がある。 

２）今回の分析では、荷捌き駐車施設の配置計画案とその管理運用方法の分析が直接的に

関連していないことから、両者の結果を反映した荷捌き駐車施設の整備計画の確立に努め

たい。 

 

 

［補注］ 

最大被覆問題の定式化 
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∈Ii

iz  

∑
∈

≤
Jj

jiji yazSubject to Ii∈∀
 

py
Jj

j =∑
∈ 

Jj∈∀}1,0{∈jy 
Ii∈∀}1,0{∈iz 

 

 

【第３章の参考文献】 

1) 国土交通省道路局, 平成 19 年度貨物車駐車施設の整備等による交通円滑化支援制度活

用地, http://www.mlit.go.jp/road/sisaku/butsuryu/tyusyasisetsu/index.html 

2) 堂柿栄輔, 佐藤馨一：都心商業地域における荷捌き施設に関する研究, 土木計画学・論

文集, No.9, pp.133-140, 1991 

3) 塚口博司, 飯田克弘, 中谷武彦：商業地区における荷捌き駐車管理システムに関する研

究, 土木学会研究・論文集, No.494/Ⅳ-24, pp.107-115, 1994 

4) 秋田直也, 小谷通泰：都市商業･業務地区における路上荷捌き駐車ベイの配置計画手法

に関する研究, 都市計画論文集, No.41-2/41-3(CD-ROM), 2006 

 - 75 - 



 - 76 - 

5) 塚口博司, 小林雅文：駐車管理のための駐車場選択行動のモデル化, 土木学会論文集, 

No.458/Ⅳ-18, pp.27-34, 1993 

6) 辰巳浩, 樗木武, 李相光, 属国権：ドライバーの意識から見た都心部駐車場所の利用特

性に関する一考察, 第 15 回交通工学研究発表会論文報告集, pp.197-200, 1997 

7) 堂柿栄輔：都心部における路上駐車施設利用の特性とその判別に関する研究, 土木学会

論文集, No.548/Ⅳ-33, pp.35-44, 1993 

8) 兵庫県警, 貨物集配車両の駐車緩和区間 

http://www.police.pref.hyogo.jp/seikatu/pikanwa/index.htm 

9) 大阪府・兵庫県・京都府トラック協会, 都市内物流効率化に係る調査研究－平成 11 年

度報告書, 2000 

10) 高橋洋二, 苦瀬博仁, 鈴木延彰, 清水真人：建物用途構成を考慮した物流車駐停車需要

の推定法と施設整備の考え方に関する研究, 第 20 回日本都市計画学会学術研究論文集, 

pp289-294, 1994 

11) Daskin, M. S. :Network and Discrete Location: Models. Algorithms and Applications, John 

Wiley and Sons, Inc., New York, 1995 

12)前掲 8) 

 



第 4 章 事業所による物流拠点の立地選択行動と規制誘導方策 
 

 

4.1 はじめに 

 

 物流拠点の立地場所としては、荷主および顧客への近接性とともに、高速道路 IC 付近や

幹線道路へのアクセス性などの交通利便性の高い場所が好まれる傾向にある。さらには、

用地取得の得やすさや立地コストを抑えるため、工業系の用途地域への立地が多い。しか

し一方で、物流事業所に対しては比較的、立地に対する規制が緩やかなことから、市街化

調整地域や住宅地での立地もみられ、こうした場所への立地は、未整備道路網への大型車

の進入や住宅地との用途混在などにより周辺住民および周辺地域とのコンフリクトを生じ

させている。このため、事業所の立地ニーズに対応するとともに物流施設の立地に伴う問

題を解決するためには、物流関連施設の配置を適切に規制あるいは誘導することが必要で

ある。 

 こうした物流施設の立地誘導に関する研究として、萩野ら 1)は、第 4 回東京都市圏物資

流動調査(2003 年)の調査データを用いて、離散選択ロジットモデルの適用による大規模物

流施設の立地選択モデルを構築することにより、東京都市圏の大規模物流施設の立地可能

性(立地ポテンシャル)を計測し、当モデルを用いることにより、今後の道路整備による大

規模物流施設の立地ポテンシャルの高まりを分析し、物流施設の政策的な立地誘導の可能

性を分析している。また、山田ら 2)は、都市圏の物流体系の総合的整備を図る上で、物流

ターミナルと道路ネットワークとの一体的整備に着目し、物流ターミナルの最適な配置計

画について検討している。物流事業所や物流ターミナルなどの物流関連施設の立地モデル

構築や配置計画にあたっては、取扱貨物量の発生集中量の分布状況や道路ネットワークと

の関係性といった物流施設の立地要因や立地に対する意識から立地ニーズなどの施設立地

に関する指標を抽出することが重要であるが、小池 3)らは、物流施設の集積と立地の要因

を、土地利用の分析と物流業者へのアンケート調査から明らかにし、物流業者の意向を考

慮した物流施設の立地･拡張･移転の基本的なメカニズムを提示している。 

 そこで本章では、物流施設の適正配置を行うための立地誘導を考えることとする。この

ためには、立地誘導先となる立地適地の抽出を行う必要があるが、物流事業所の立地実態

と立地に関する意識から抽出した立地指標を用いて物流事業所の立地選択モデルを構築し、

この立地選択モデルから得られた立地可能性（立地ポテンシャル）の高い場所を立地適地

の候補地とする。 

 具体的な分析は、図 4.1 に示すように、以下の手順に従って進める。 

１） まず、現状の物流事業者の立地実態データとして、近畿圏におけるトラック事業

所を取り上げて、GIS を援用することによりそれらの圏域内での空間分布特性を明

らかにするとともに、人口などの社会経済指標や交通基盤施設の整備状況を説明変
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数とした回帰モデルにより立地要因を明らかにする。 

２） 次に、物流事業所の立地に関する意向アンケートの結果より、立地場所の選定理

由、立地に関する問題点や今後の立地場所に望む要望を明らかにする。 

３） こうした物流事業者の立地に関する実態および意向に関する分析を通じて、物流

事業所の立地に関する指標を整理し、この立地指標を説明変数として、事業所の規

模別による立地判別モデルを構築し、ゾーン単位（1km メッシュ）における立地ポ

テンシャルの算出を行うことにより立地適地の抽出を行う。 

４） 構築した立地選択モデルにより、物流施設の立地誘導の可能性を探る。具体的に

は、対象地域内において計画されている高速道路の延伸やそれに伴う土地利用用途

の変更によって、立地ポテンシャルが向上する地域の抽出を行い、それら地域への

立地誘導の可能性を検証する。 

 

1）物流拠点の立地実態 2）物流事業者の立地意識

・社会経済指標、交通利便

性指標を用いた要因分析

（回帰分析）

・立地満足度と立地理由

・立地の問題点

・移転意向、移転条件

①顧客への近接性 ②従業員の確保のしやすさ ③交通利便性
④住民とのコンフリクト ⑤立地コスト ⑥建設用地の得やすさ

立地指標の抽出

3）立地指標を説明変数とした判別分析による立地モデルの構築

↓

ゾーン単位の立地ポテンシャルの算出

4）立地適地への物流事業所の誘導方策の提案

計画高速道路の建設に伴う立地適地の抽出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 本章の研究フロー 
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4.2 分析対象地域と使用データの概要 

 

4.2.1 分析対象地域の概要 

 分析対象地域とした地域は図 4.2 に示す近畿圏域であり、大阪府、京都府、兵庫県、奈

良県、滋賀県、和歌山県の２府４県より構成されており、総面積は 26,707km2、夜間人口

および従業人口の総数はそれぞれ 2,073 万人、1,262 万人である（2000 年国勢調査結果）。

また、圏内では高速道路網は大阪を中心として放射･環状にネットワークが構成されており、

日本列島を東西に縦貫する路線と結ばれている。 

 さらに、本研究では近畿圏域の分析に加えて、圏域内における大阪市・京都市・神戸市

の３市を中心市とした 1.5%都市圏（絶対都市圏）の京阪神都市圏を分析対象とした分析も

行っている。同地域は、図中の太線で囲まれた地域であり、その範囲は大阪府全域、兵庫

県南部、京都府中部・南部、奈良県北部、滋賀県南部、三重県伊賀地方、和歌山県北部に

わたり、夜間人口は約 1,864 万人である。 

 以下では、近畿圏域を対象として、社会統計指標および交通利便性指標を市区町村ゾー

ンごとに集計し、地図上に視覚化した結果について考察する。 

（１）社会経済指標 

 図 4.2 は、圏域内における市区町村ゾーン別の夜間人口の密度分布を図示したものであ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）人口密度は、夜間人口÷面積（人／km2）、図中の線は高速道路網（2000 年 8 月時点） 
0km       100km 

図 4.2 夜間人口の密度分布 
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図 4.3 高速道路 IC へのアクセス距離 

 

る。これによると、大阪湾に沿った臨海部とそこから内陸部へと伸びるＹ字状に広がった 

地域で人口の集中が見られる。また、事業所統計による従業員数の分布状況については、

夜間人口が集中した地域とほぼ同様な地域で、従業員数も集中して分布している。 

（２）交通利便性指標 

 図 4.3 は、圏域内のゾーンごとに高速道路インターチェンジへのアクセス距離の分布状

況を図示したものである。これによると、阪神間の臨海部、京都府南部や滋賀県南東部の

ゾーンでは、高速道路が通過しているため、インターチェンジまでの距離が短く、高速道

路へのアクセスが容易であることがわかる。これに対して、兵庫県の北部や、和歌山県の

南部のゾーンでは、インターチェンジまでの距離が 60km を超えており、アクセスが不便

であることがわかる。 

 また、圏域内のゾーンごとに、大阪市内の中心部（大阪市本町付近）への所要時間の分

布状況を図示したところ、ほとんどのゾーンは都心部から離れるほど、ほぼ同心円状に所 

要時間は増大している。しかし、高速道路の沿線に位置するゾーンでは他のゾーンに比べ

て、都心からの距離に比べると所要時間が短くなっており、高速道路利用によるアクセス

時間の短縮効果が現れている。また、兵庫県北部や和歌山県南部のゾーンでは所要時間が

150 分を超えており、都心部へのアクセスが不便であることがわかる。 

 - 80 - 



 

（３）市区町村別の社会統計指標、交通利便性指標のデータベース化 

 トラック事業所の立地要因を探るため、近畿圏内の 365 の市区町村（平成 12 年調査）を

ゾーン単位として、それぞれについて以下の指標をデータベース化した。 

①社会経済指標として、国勢調査（平成 12 年調査）による夜間人口、および事業所統計（平

成 11 年調査）による事業所数・従業員数、さらに工業・商業統計（平成 11 年調査）によ

る事業所数・商店数や従業員数、製造品出荷額・年間販売額のデータを用いた。 

②交通利便性指標として、最寄りの高速道路インターチェンジへのアクセス距離と都心部

（大阪市本町付近）への所要時間を計測した。 

 

4.2.2 使用データの概要 

分析には次の２種類のデータを用いる。一つは、近畿圏域におけるトラック事業所の立

地実態に関するデータであり、もう一つは、京阪神都市圏を対象に実施された物流基礎調

査の結果である。なお、前者のトラック事業所の立地実態のデータを用いて、第 3 節の実

態データにもとづく物流拠点の立地要因の分析を行い、後者の物流基礎調査の結果、主と

して「意向アンケート」を用いて、第 4 節の物流拠点の立地選択に対する事業所意識の分

析を行う。また、物流基礎調査の「実態アンケート」の一部は、第 5 節の物流施設の立地

選択モデルを構築する際に使用する。 

 

（１）トラック事業所に関するデータ 

 近畿２府４県の（社）トラック協会発行の会員名簿（平成 13 年版）に記載されているト

ラック事業者（一般・特別積み合せ、および特定輸送事業者）を対象とした。なお、平成

13 年 3 月末時点における近畿圏内のトラック事業者のうち、車両台数については 30 台未

満の事業者が 83%を占めており、資本金に関しては、85%が 3,000 万未満であった。この

ように、トラック事業者の大半が中小事業者であることがわかる。 

 まず、名簿をもとに、8,939 箇所のトラック事業所のデータベースを作成した。なお、

事業者によっては、同一府県内に複数の事業所を有していても主たる事業所のみしか掲載

していない場合がみられる。そこで、特定の事業者について詳しく分析する場合は、NTT

提供のインターネットタウンページ 4)の検索機能を利用して、対象事業者に関わるすべて

の事業所を抽出し、所在地と業務内容を調べた。また、各事業者の業務内容についてはホ

ームページも参照した。収集したデータのうち、所在地については東京大学空間情報科学

研究センターにより提供されているアドレスマッチングサービス 5)により経緯度に変換し

た。 

（２）物流基礎調査の概要 

 使用したデータは、京阪神都市圏の物流の実態を把握するため、京阪神都市圏交通計画

協議会が平成 17 年に実施した「物流基礎調査」の結果を用いた 6)。なお、本調査では、物
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流の量的側面を把握する「実態アンケート」と質的側面を把握する「意向アンケート」の

2 つの調査を実施している。調査実施時期は平成 17 年 11 月中旬～12 月上旬であり、調査

対象は以下の通りである。調査対象は、京阪神都市圏に立地する、表 4.1 に示す 9 業種の

うち、従業者数 10 人以上の全ての事業所である。なお、対象事業所数は約 5 万 8 千であり、

これは京阪神都市圏に立地する全事業所の約 6％に相当する。調査方法は、郵送配布・郵

送回収により、調査対象事業所のうち、約 20%に相当する約 11,000 事業所より調査票を回

収している。なお、２種類の調査の主な調査内容は表 4.2 に示すとおりである。 

 なお、分析対象とする事業所は、この約 11,000 事業所のうち、運輸業でありかつ貨物の

搬出実績がある事業所 668 を対象とする。 

 

表 4.1 調査対象事業者の業種 

製造業(4 業種) 金属製造業、化学製品製造業、 

機械器具製造業、軽工業品製造業 

卸売業(2 業種) 原材料卸売業、製品卸売業 

運輸業(2 業種) 陸運業、倉庫業 

小売業 － 

注）小売業に関しては、物流関連施設を有する事業所のみ 

 

表 4.2 調査内容 

【実態アンケート】 

①事業所の概要（立地場所、従業員数、業種、等） 

②事業所に発着する物流の実態（取扱品目、搬出・搬入先の住所や重量、等） 

③事業所に発着する貨物車交通の実態（車種別の発着台数、主な利用ルート、等）

【意向アンケート】 

①現在の立地状況の評価  

②高速道路の利用状況、利用意向、ETC の利用状況 

③事業所の立地移転のニーズ、移転時の条件、大規模複合物流施設の利用ニーズ 

④道路整備や物流用地などの行政施策に対するニーズ、等 

 

 

4.3 実態データにもとづく物流拠点の立地要因の分析 7)～9) 

 

 ここでは、近畿圏におけるトラック事業所の立地実態に関するデータを用いて、物流拠

点の立地実態からみた立地の要因を明らかにすべく、物流拠点として、運輸事業者である

トラック事業所を取り上げ、GIS を援用することによりそれらの圏域内での空間分布特性
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を明らかにするとともに、人口などの社会経済指標や交通利便性指標などの物理指標を説

明変数、集計ゾーン単位のトラック事業所数を被説明変数とした回帰モデルにより立地要

因を明らかにする。 

 

4.3.1 トラック事業所の空間分布特性 

 図 4.4 は、8,939 箇所にあるトラック事業所の位置を地形および高速道路網図の上に重

ね合わせて図示したものである。これによると、トラック事業所の立地は平野部を中心に

広がっており、特に大阪湾沿岸域とそこから内陸部へと伸びる人口集積地域に沿って、そ

の大半が立地している。また、こうした地域だけでなく、地方部においても散在している

ことがわかる。 

 さらに詳細なトラック事業所の立地を探るため、図 4.5 に示すように、トラック事業者

の事業所数を１km メッシュ単位に集計し、その密度を濃淡で図示した。なお、この図は

集積が著しい大阪湾沿岸域を中心として拡大表示したものである。さらに図中には、大阪

市、京都市、神戸市を表す場所として市役所の所在地も図示した。これによると、大阪市

都心部と、その外縁部に位置する東大阪市から摂津市、茨城・吹田市にかけての地域、お 

 

 - 83 - 

  

 

 

 

 

 

 

0km       100km 

府県境界 

高速道路 

トラック事業所 

名神高速 中国道 
 

山陽道 

 
環状線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 トラック事業所の分布状況 
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図 4.5 立地密度（1km ﾒｯｼｭ、単位：件/km2）の分布 

 

よび大阪市から神戸市にかけての阪神間の臨海部、さらに京都市南部地域で密度が高くな

っている様子がわかる。 

 

4.3.2 公共トラックターミナルの立地との関係 

 図 4.6 は、先ほどの図 4.5 と同地域を対象として、等高線図によりトラック事業所の立

地が集中しているエリアを詳細に図示したものである。図中には、近畿圏内の４箇所に設

置されている公共トラックターミナルを示すことにより、トラック事業所の立地との関係

を調べている。なお、等高線への変換方法は離散量を連続量に変えるカーネル密度推定（補

注）を使用した。また表 4.3 は、平成７年における各公共トラックターミナルのバース数・

入居事業者数および貨物の取扱実績を示したものである。これらより、図 4.6 と同様の地

域で等高線が高くなっている様子がわかる。特に、大阪都心部の外縁部に位置する東大阪

から摂津市、茨城市・吹田市といった等高線が高い区域と規模の大きな北大阪・東大阪の

両トラックターミナルが設置されている地点とがほぼ一致しており、それらのターミナル

を中心に多くのトラック事業所が集中して立地していることが伺える。一方、南港・神戸

のトラックターミナル周辺でも比較的等高線が高くなっているものの北・東大阪の両トラ

ックターミナルに比べると等高線は低く、ターミナルの規模により周辺に集中するトラッ

ク事業所数に差が生じている。 
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表 4.3 公共トラックターミナルの概要（平成７年時点） 

バース数 会社数 取扱実績

北大阪ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ 424 31 2,848
東大阪ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ 312 39 1,679
南港ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ 180 14 812
神戸ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ 76 8 175

注）取扱実績の単位は千トン
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図 4.6 公共トラックターミナルとトラック事業所の立地の関係 
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4.3.3 高速道路インターチェンジへの近接性 

 高規格幹線高速道路のインターチェンジ（以下 IC）の半径４km 以内に立地しているト

ラック事業所は、検索の結果 3,396 事業所であり、全事業所の 38.0%を占めている。これ

を、高規格幹線道路に都市高速道路等も含めた IC まで広げると、66.5%となる。 

 図 4.7 は、IC への近接性とトラック事業所の立地密度の関連を示したものである。図中

では、IC からの距離を横軸で表し、距離帯ごとの立地件数を面積で除した立地密度を縦軸

にとっている。これによると、トラック事業所は、高規格幹線高速道路の IC、あるいは都

市高速道路等も含めた全 IC から離れるほど、立地密度が減少していることがわかる。特に

IC から２～４km までの範囲で密度の低下が著しい。 

 

 
立地密度［件数/km2］

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

～2 2～4 4～6 6～8 8～10

高規格幹線道路

高規格幹線道路・
都市高速道路

距離［km］

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.7 インターチェンジからの距離帯別の立地密度 

 

4.3.4 都心部へのアクセス距離 

 ４km を境に大きくトラック事業所が減少することを踏まえ、名神高速道路の両側４km

ずつの範囲に立地する事業所を対象に、西宮 IC を起点として、そこからの距離帯ごとに、

トラック事業所の件数を求めて図示したものが図 4.8 である。これによると、トラック事

業所は、京都南 IC のある 40～50km の距離帯で大きなピークを、また 70km 付近の栗東お

よび竜王 IC で小さなピークを示しているものの、全体としては、西宮 IC から離れるほど、

その件数は減少している。特に、起点である西宮 IC から 30～40km の距離帯までの間で、

件数は著しく減少している。 
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図 4.8 都心からの距離と立地件数の関係 

 

4.3.5 トラック事業所の立地要因 

 トラック事業所の立地要因を明らかにするため、市区町村別のトラック事業所の立地件

数を被説明変数として、重回帰分析を行った。この際、説明変数は、変数相互間での相関

関係を考慮して、表 4.4 に示すような、交通利便性指標および社会経済性相互間の相関係

数が高い組み合わせ（0.8 以上）については、重回帰分析の多重共線性を避けるため、同

一モデル内に同時に投入しないようにした。また、同一統計内（例えば事業所統計の従業

員数と事業所数といったような）についても必然的に相関係数が高くなるため、同時には

投入しないようにした。この結果、以下に示す変数を用いた。 

① 交通利便性指標（IC への距離、または都心への時間のいずれか一方） 

② 社会経済指標（商業統計、工業統計のそれぞれについて、従業員数、販売・出

荷額、商店・事業所数のうちいずれかの変数、および夜間人口） 

 これら３ないし４つの説明変数を用いて６つの回帰モデルを構築した結果を示したも

のが表 4.5 である。これによると、モデルの精度を示す重相関係数は 0.819 から 0.898 を

示しており、良好な結果が得られた。また、商業系、工業系の従業員数、販売・出荷額、

商店・事業所数、夜間人口は、いずれも t 値が有意水準 1%で有意である。商業系と工業系

の指標を比較すると、工業系の指標の方がより有意性が高くなっている。 

 また、交通利便性指標は、都心へのアクセス時間が一部のモデルで有意となった以外、
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有意性は低かったが、これは本モデルが全トラック事業所を対象としているため、必ずし

もその立地が交通の利便性に依存しない中小事業者が有する事業所も多く含まれているこ

とが一因と考えられる。次にモデル中の個々の変数を見てみると、パラメータの符号から、

商業系および工業系のいずれの指標も、大きいほどトラック事業所の立地に寄与する傾向

を示している。また、最寄り IC への距離、都心への時間のパラメータの符号はマイナスで

あり、IC あるいは都心部から近い地域ほど、立地件数は増加する傾向にあることも示され

ている。 

 

表 4.4 相関係数の高い変数の組み合わせ 

相関係数
事業所統計の事業所数 商業統計の商店数 (0.99)
事業所統計の従業員数 商業統計の従業員数 (0.97)
工業統計の従業員数 国勢調査の夜間人口 (0.84)
工業統計の製品出荷額 国勢調査の夜間人口 (0.81)
都心へのアクセス時間 ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞへの距離 (0.84)
都心へのアクセス時間 ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞへの時間 (0.82)

0.9以上

0.8以上

変数の組み合わせ

 
 

 

表 4.5 トラック事業所件数の重回帰分析の結果 

モデル１ モデル２ モデル３ モデル４ モデル５ モデル６
-1.42E-02 -7.33E-02 -4.11E-02

( -0.43 ) ( -1.73 ) ( -1.14 )
-2.44E-02 -6.71E-02 -2.37E-02

( -1.57 ) ( -3.43** ) (-1.39 )
（商業統計） 6.61E-04 6.38E-04
従業員数 ( 7.05** ) ( 6.74** )

（工業統計） 4.63E-03 4.59E-03
従業員数 ( 26.30** ) ( 26.22** )

（商業統計） 4.16E-08 3.82E-08
年間販売額 ( 4.80** ) ( 4.43** )
（工業統計） 1.37E-06 1.34E-06

製造品出荷額 ( 23.69** ) ( 23.36** )
（商業統計） 7.89E-03 7.74E-03

商店数 ( 6.21** ) ( 6.06** )
（工業統計） 5.62E-02 5.63E-02
事業所数 ( 11.01** ) ( 11.03** )

1.22E-04 1.21E-04
( 5.64** ) ( 5.59** )

1.397 7.602 2.027 3.801 12.811 3.402
(0.82) ( 3.52** ) ( 1.07 ) ( 1.71 ) ( 4.67** ) ( 1.37 )

重相関係数 0.897 0.819 0.876 0.898 0.824 0.876

注）　（）内はｔ値を表し、**は有意水準1%で有意、*は有意水準5%で有意

都心への時間

ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞへの距離

定数

夜間人口
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4.4 物流拠点の立地選択に対する事業所意識の分析 

 

 ここでは、京阪神都市圏で実施された物流基礎調査のうち、事業者を対象とした立地に

関する意向アンケート調査の結果をもとにして、意識面から立地に対するニーズの分析を

行う。具体的には、①立地場所の選定理由と立地に対する満足度の関係性や、③立地に関

する問題点、さらに、②今後の立地場所に望む要望を明らかにする。 

 

4.4.1 立地選択理由と立地に対する満足度 

 図 4.9 は、現在の事業所の立地場所に対する満足度を示したものである。これによると、

「非常に満足している」、「やや満足している」の回答をあわせると 60%を占めているのに

対して、「非常に不満足」「やや不満足」の合計は 16%であり、大半の事業者が現在の立地

場所に満足していることがわかる。 

 図 4.10 は、現在の場所に立地した理由を尋ねた結果である。なお、立地理由は複数回

答可能である。この結果、「必要・十分な広さだったから」という回答が最も多く、次いで

「顧客や得意先の事業所に近い」、「高速道路、幹線道路へのアクセス性」、「地代・賃料が

妥当だから」といった項目の比率が高くなっている。これに対して、「下請けや仕入れ先の

近く」、「従業員の確保」といった項目は、立地選択の基準として必ずしも重要視されてい

ないことがわかる。 

 

4.4.2 立地選択理由と物理条件 

 図 4.11 は、立地選択理由と立地の物理条件との関係を示したものである。 

図ａ）は、立地理由の「高速道路 IC に近いから」の選択有無と高速 IC への所要時間の

関係を示したものである。これによると、立地理由において「高速道路 IC に近いから」 
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図 4.9 立地場所に対する満足度 
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を選んだ事業所ほど、高速 IC への距離が近く、Yes と答えた事業所の高速 IC への距離が 

平均 8.85 分であるのに対し、No と答えた事業所では 12.83 分となっている。また、図ｂ）

に示す幹線道路についても高速道路 IC とほぼ同様の結果がみられ、幹線道路沿いを希望し

て立地した事業所ほど、幹線道路までの所要時間が短くなっている。 
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図 4.11 立地選択理由と物理条件 
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 図ｃ）の敷地面積においても、「必要・十分な広さ」を立地理由に挙げている事業所ほ

ど、敷地面積が広くなる傾向にある。また、図ｄ）従業員数では、300 人以上の従業員を

有している事業所では、「従業員の確保」を立地理由に挙げている事業所の比率が高くなっ

ている。 

 

4.4.3 立地後に生じた問題点 

 図 4.12 は、立地後に生じた問題点を示したものである。これによると、「用地・施設が

手狭」が最も多いほか、「施設の老朽化」、「地代・賃料の負担」といった用地・施設に関す

る問題点が多い。次に、「貨物車の発着に関する住民の苦情」、「周辺道路の混雑」といった

周辺環境に関する問題点を指摘する割合が高くなっている。 

 図 4.13 は、問題点の有無による満足度を示したものである。これによると、問題点が

あると感じている事業所で、立地に関する満足度が低くなっているのがわかる。 
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図 4.12 立地後に生じた問題点 
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図 4.13 問題点の有無による満足度の差異 
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 図 4.14 は、事業所属性と問題点の有無を比較したものである。これによると、まず図

ａ）の「用地不足」を問題視している事業所と敷地面積には、あまり関係性がみられない。

次に、図ｂ）の事業所の設置年と「老朽化問題」では、設置年が古い事業所ほど、老朽化

問題が深刻であるのがわかる。また、図ｃ）に示すように、賃貸契約により事業所を設置

している事業所ほど、立地コストの問題を抱えており、図ｄ）の用途地域では、住宅系の

用途地域に立地している事業所では、周辺住民からの苦情に対応を苦慮している様子がわ

かる。 

 

 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

5
0
0
m

2
未

満

5
0
0
～

1
0
0
0
m

2

1
0
0
0
～

5
0
0
0
m

2

5
0
0
0
m

2
以

上

問題なし

問題あり

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1
9
6
0
年

1
9
7
0
年

1
9
8
0
年

1
9
9
0
年

2
0
0
0
年

2
0
0
0
年

以
降

問題なし

題あり

 

 

 

 

 

 

ａ）敷地面積と用地不足問題   ｂ）設置年と老朽化問題 
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ｃ）所有形態と立地コスト問題  ｄ）用途地域と周辺住民からの苦情 

図 4.14 属性と問題点の関係 

 

 立地後に生じた問題点が、立地満足度にどのように影響をしているかを調べるため、立

地に関する満足度を被説明変数、立地に関する各問題点を説明変数として、数量化理論Ⅱ

類を行った。図 4.15 は、その結果を示したものである。なお、満足度は、「非常に満足」

「やや満足」を満足とし、「非常に不満」「やや不満」を不満足とした。正準相関係数が 0.331、

的中率が 72.16%であり、必ずしもモデルの精度は高くないものの、概ね信頼できる結果と

考えられる。なお、「満足」、「不満足」の被説明変数の重心をみると、不満足がマイナスと

なっている。各問題点のカテゴリーウェイトをみると、「周辺住民からの苦情」が最も大き

く、次いで「高速道路へのアクセス不備」、「未歩道整備による歩行者への危険性」といっ

た変数の値が高く、これらの問題点が、立地満足度に影響していることがわかる。 

 

 - 92 - 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カテゴリーウェイト
（偏相関係数）
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図 4.15 問題点に対する数量化Ⅱ類の結果 

 

4.4.4 今後の移転意向と移転に対する要望 

 事業所に対する意識調査では、今後の物流拠点の移転に関する意向も尋ねている。 

 表 4.6 は、今後、物流効率化向上のために必要となる物流施設面の対応を尋ねた結果を

示したものである。これによると、「特に対策はとらない」と答えている事業所が半数近く

を占めており、最も多いものの、一方で、「現在の事業所に加えて、新施設を新設・賃借」、

「現在の事業所を廃止して、新施設の新設・賃借」といった意見もそれぞれ 95 件、57 件

みられることから、新たな拠点の増設、また物流拠点の移設に関する要望があることもわ

かる。 

 図 4.16 は、こうした新設、移転に関する条件を尋ねた結果を示したものである。これ

によると、「十分な敷地の広さ」、「高速道路へのアクセス利便性」といった項目が特に重要

視されており、続いて「用地・施設の賃借価格が妥当」、「市場、消費地へのアクセス利便

性」といった項目が重要視されている。 

 そこで、これらの移転先に求める条件を具体的な数値（希望条件の平均）で示したもの

が、表 4.7 である。これによると、最寄り高速道路 IC へのアクセス時間は、14.55 分以内

であり、敷地面積の広さは 7,469m2 以上を望んでいる。また、地価では、1m2 あたり、分

譲価格では、54,535 円以下、賃借料では月々8,384 円以下を望んでいる。 
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表 4.6 今後の物流施設面の対応 

 

 

 

 

対策
現在の事業所に加えて、新施設を新設・
現在の事業所を廃止して、新施設
現在の事業所を廃止して、既存の
現在の事業所のままで、その機能
特に対策はとらない

件数
賃借 95

の新設・賃借 57
大型施設に統合 11
を高度化する 153
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図 4.16 移転先の希望 

 

表 4.7 移転先の希望条件 

 

 

 

 

 

高速道路へのアクセス利便性 14.55分以内
港湾へのアクセス利便性 24.52分以内
空港へのアクセス利便性 48分以内
市場、消費者へのアクセス利便性 30.25分以内
十分な敷地の広さ 7469m2以上
用地の分譲価格が妥当 54,534円以下
用地・施設の賃貸価格が妥当 8,384円以下

注）土地価格については、1m2 あたり 

 

 

4.5 物流拠点の立地誘導のための立地適地の抽出 

 

 ここでは、上述までの物流拠点の立地実態の分析と意識面からみた立地意向の結果の両

者を勘案した物流施設の立地誘導地域の選定のための立地適地の抽出を行う。 

 

4.5.1 物流拠点の立地場所 

 図 4.17 は、意識調査において分析対象とした運輸・倉庫業の 668 の事業所の近畿圏に

おける立地場所を示したものである。なお、図ａ）は 1km メッシュ単位に集計したもので 
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ａ）1km メッシュ単位の立地状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）市区町村別の立地状況 

図 4.17 運輸・倉庫事業者の立地状況 
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あり、図ｂ）市区町村単位に集計したものである。これらの図から、まず、図ａ）より、

これらの事業所は大阪湾の沿岸部および高速道路ネットワークに沿った地域で多く立地し

ているのがわかる。 

 また、図ｂ）の市区町村単位でみると、東大阪市が最も多くの 50 の事業所が立地して

おり、次いで、神戸市東灘区の 24 箇所、尼崎市の 20 箇所、堺市の 18 箇所、和歌山市の

17 箇所、門真市の 16 箇所、茨木市の 16 箇所、姫路市の 16 箇所の順となっている。なお、

東大阪市は前述の移転希望条件を尋ねた質問項目において、最も希望する移転先として挙

げられた地域である。 

 

4.5.2 立地適地の抽出 

 4.3 で述べたように、物流事業所の立地実態に関する分析結果より、①高速道路網との

近接性、②配送先もしくは荷主である工業系の事業所（従業員数）と、物流事業所の立地

には関係性があることが認められた。また、4.4 の立地に関する意識分析の結果では、実

態分析で抽出できた①高速道路の近接性、②従業員数、に加えて、③周辺住民との問題解

消、④立地コスト、⑤物流拠点を設置するための敷地面積（用地の確保の容易性）、といっ

た指標が物流事業所の立地に影響することがわかった。そこで、立地適地を抽出するため

に、これらの指標と立地の関係性を示す立地選択モデルの構築を試みる。 

 立地選択モデルを構築するにあたっては、国土数値情報の３次メッシュ区画（1km×1km）

を基本区分とするゾーンを設定して、各ゾーンに対して上記で挙げた５つの立地に関する

指標を整備する。次いで、各ゾーンに物流事業者が立地しているかを調べ、先ほどの各ゾ

ーンに対して整備した立地指標を説明変数として、立地しているか否か（立地していれば

1、立地してなければ 0）を判断する判別モデルにより立地選択モデルを構築する。 

 なお、京阪神都市圏内の３次メッシュの総数は 12,262 であるが、このうち、総務省統計

局により３次メッシュ単位に国勢調査および事業所統計のデータが整備されているメッシ

ュ数は 8,717 である。また、この 8,717 ゾーンのうち、用途地域のポリゴンが含まれるメ

ッシュは 3,820 である。したがって、分析対象地域における立地指標の分布状況などを概

観する際は、8,717 ゾーンを対象とし、立地モデルを構築する際は、立地用地の確保の容

易性を考える上で、工業系用途地域の面積が整備されている必要があるため、3,820 ゾー

ンを分析対象とする。 

 まず、8,717 ゾーンを対象とした分析対象地域における立地指標の分布状況について概

観する。図 4.18 は、対象地域における夜間人口（図ａ）、従業人口（図ｂ）、高速道路 IC

への近接性（図ｃ）、工業系の用途地域の分布状況（図ｄ）の分布状況を示したものであ

る。まず、夜間人口と従業人口の分布は、地図上に表示すると両者の分布形状はほぼ同じ

ようにみえるものの、両者の相関関係は単相関係数Ｒが 0.386 であることから、それほど

高くない。特に、核都市となる市街地中心部や郊外部の住宅団地が集中する地域では、夜

間人口と従業人口の乖離が大きい。
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ａ）夜間人口の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）従業人口の分布状況 
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ｃ）高速道路 IC への近接性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）工業系の用途地域の分布状況 

図 4.18 立地指標の分布状況 
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 図ｃ）に示す最寄り高速道路 IC への距離については、近畿自動車道や山陽自動車道と

いった高規格幹線道路の高速自動車道の IC を対象としている。なお、全てのメッシュと最

寄り高速道路 IC までの道路距離を計測することは困難であったため、直線距離としている。

これによると、都市高速道路を対象としていないため、大阪湾臨海部で比較的距離が長く

なっていることがわかる。また、図ｄ）は工業系の用途地域の面積を示したものであるが、

これによると、大阪市、京都市、神戸市の核都市に加えて、姫路市、和歌山市といった都

市部以外に、臨海部および高速道路網の沿道、さらには東大阪付近で工業地面積の比率が

高くなっている。 

 先に述べたように、立地選択モデルの構築は 3,820 ゾーンのメッシュを対象に行う。こ

の際、説明変数として、①高速道路への近接性、②荷主への近接性、に加えて、③周辺住

民との問題の生じやすさ、④立地コストの安さ、⑤物流拠点を設置するための用地確保の

容易性、の５つの立地指標を考えた。なお、表 4.8 は、これら５つの立地指標を表す説明

変数とその算出方法を示したものである。ただし、1km×1km の３次メッシュ単位にあら

かじめ整備されているデータおよび算出可能なデータには限りがあるため、立地指標③の

周辺住民との問題の生じやすさについては、夜間人口を説明変数として用いたが、実際に

はこの変数は、「顧客への近接性」や「従業員の得やすさ」を表す指標として用いることも

考えられる。また、分析を行う過程で、④立地コストの安さは、立地選択モデル中で論理

関係に整合性が得られる結果（一般的には、地価が安い方が立地し易いという関係が考え

られる）とならなかったため、最終的には対象外とした。しかしながら、立地コストは重

要な指標であるので、今後の検討課題である。 

 

表 4.8 立地選択モデルの説明変数 

物流施設の立地指標 説明変数 算定方法 

①高速道路への近接性 高速道路 IC 

への距離 

メッシュ中心から最寄高速道路 IC ま

での直線距離（km） 

②荷主への近接性 従業人口 H13 事業所統計による 2・3 次産業に

従事する従業員数（千人） 

③周辺住民との問題 

の生じやすさ 

夜間人口 H12 国勢調査による夜間人口（千人）

④立地コストの安さ 地価 公示地価の平均値（万円） 

⑤物流拠点を設置するための 

用地確保の容易性 

用途地域 

（工業系敷地面積） 

準工業地域、工業地域、工業専用地域

の合計面積（km2） 

 

 - 99 - 



 

 表 4.9 は、判別分析による立地選択モデルの結果を示したものである。これによると、

正準相関係数は、0.365 であり、必ずしも高くないものの各説明変数は有意水準 1%未満で

有意となっている。なお、グループの重心をみると、メッシュ内に物流拠点が立地してい

ないグループは重心の値がマイナスであり、立地しているグループはプラスとなっている。

標準化された判別係数は、高速道路 IC への距離がマイナスになっている以外は、すべてプ

ラスとなっている。特に、用途地域の工業地面積が大きな値を示しており、Ｆ値も高いこ

とから事業所の立地に与える影響が大きいといえる。このことより、物流拠点は、工業系

の土地利用で高速道路 IC へのアクセス利便性が高い場所を好んで立地していることがわ

かる。 

 

表 4.9 判別分析による立地選択モデルの推計結果 

標準判別関数 Ｆ値
用途地域（工業地面積） 0.894 490.42 **
夜間人口 0.210 54.69 **
従業員数 0.243 79.43 **
高速道路ICへの距離 -0.123 31.82 **

グループ
立地していない
立地している

正準相関係数

**：1%で有意

重心の値
-0.124

0.365

1.242
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図 4.19 床面積別の事業所数 
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 なお、このモデルは全ての運輸・倉庫事業所に対して行った結果である。しかしながら、

同じ物流拠点であっても、広域物流拠点は、より大きな敷地を必要とするのに対し、デポ

に代表されるような小規模の物流拠点は、敷地面積よりも顧客との近接性を重視するなど、

現実には、事業所の規模によってその役割も異なることから、立地場所に求めるニーズも

異なるものと考えられる。 

 そこで、図 4.19 に示すように、事業所の規模として延べ床面積を基準に、1,000m2 以下

（500m2 未満と 500～1,000m2）の事業所を小規模事業所、1,000～5,000m2 の事業所を中規

模事業所、5,000m2 以上の事業所を大規模事業所に分類し、それぞれの規模別に立地選択

モデルの構築を行った。その結果を示したものが表 4.10 である。この結果より、先ほど

の全事業所での立地選択モデルと大きく傾向は変わらないものの、規模が大きくなるにつ

れて、工業系の用途地域を重視していることがわかる。特に、大規模事業所では、夜間人

口や従業人口の影響が小さくなっており、他の規模の事業所に比べて、顧客や荷主への近

接性よりも用地取得を重視していることがわかる。こうした傾向は、同時に、事業所の規

模が大きくなるにつれて、周辺住民とのコンフリクトを避けようとする立地行動を反映し

ているとも考えられる。 

 なお、判別分析では、分析サンプルごとに判別得点を算出可能であり、この値を用いて、

各メッシュの物流拠点の立地しやすさを表示したものが図 4.20 である。なお、図ａ）は

全事業所の結果であり、図ｂ）～ｄ）が延べ床面積の規模別の結果を示したものである。

また、図中の青で示したメッシュは判別得点がプラスであり、物流施設の立地可能性が高

い（立地ポテンシャルが高い）と判別されたメッシュであり、逆に赤のメッシュは判別得

点がマイナスにより立地可能性が低い（立地ポテンシャルが低い）と判別されたメッシュ

である。これによると、全体的な傾向としては、人口集積地である大阪市、神戸市、京都

市の核都市を中心として立地ポテンシャルが高くなっており、特に、大阪市中心部から東

大阪市にかけての広域と名神高速道路および近畿自動車道の高速道路の沿道に沿って立地

可能性が高くなっている。なお、立地可能性が高いと判別されたメッシュ内に 78.9%の事

業所が立地していることから、現実的にも立地ポテンシャルの高い地域に事業所が立地し

ていることがわかる。 

 

表 4.10 床面積別の立地選択モデルの推計結果 

標準判別関数 F値 標準判別関数 F値 標準判別関数 F値
用途地域（工業地面積） 0.791 128.75 ** 0.807 173.03 ** 0.982 305.12 **
夜間人口 0.358 43.96 ** 0.320 34.26 ** 0.027 2.49
従業員数 0.284 41.44 ** 0.235 38.16 ** 0.095 12.04 **
高速道路ICへの距離 -0.125 14.84 ** -0.200 23.78 ** -0.028 4.01 *

立地していない
立地している

正準相関係数

小規模 中規模 大規模

**：1%で有意，*：5%で有意

-0.041 -0.048 -0.056

0.274

1.202 1.241 1.437

0.216 0.236  
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 次に、事業所の規模別に立地ポテンシャルの分布状況をみると、小規模と中規模の事業

所は、比較的似た傾向を示しており、前述した全事業所の立地傾向と同様に都心部付近お

よび高速道路沿道で立地ポテンシャルが高くなっている。これに対して、大規模の事業所

では、大阪市都市部付近で立地ポテンシャルが低くなっており、臨海部および物流拠点が

多く立地する東大阪付近と高速道路の沿道といった限定された場所で立地ポテンシャルが

高くなっている。立地ポテンシャルが高いと判別されたメッシュの数も小規模な事業所が

最も多く、大規模になるほど少なくなっている。こうしたことから、小規模な事業所は、

人口が集中している都市内にも立地し、比較的、立地場所を限定されず立地の自由度が高

い。これに対して、大規模な事業所は、臨海部や物流団地付近、および高速道路沿道とい

った用地取得が容易で物流機能が特化したエリアに集中的に立地する傾向にあることがわ

かり、立地場所もこれらの場所に限定されるものと考えられる。 
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図 4.20 立地選択モデルによる立地適地の抽出 
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4.6 立地ポテンシャルを用いた物流事業所の立地誘導方策の提案 

 

 4.5 までの分析において、物流施設の立地実態と立地に対する意識分析の結果から、物

流施設が立地場所を決定する際に重要視する立地指標の抽出を行い、この立地指標を用い

て立地選択モデルの構築を行った。このモデルでは、物流事業所にとって立地可能性の高

い「立地ポテンシャル」が算出可能である。以下では、この立地ポテンシャルを用いて、

新たな高速道路の建設とそれに伴う用途地域の変更（工業系用途の増加）を行った場合に

ついて、物流事業所の立地適地の変化をみることとする。 

 対象地域内においては、図 4.21 に示す新たな高速道路の建設が予定されている。そこ

で、この計画道路の延伸に伴い立地ポテンシャルがマイナスからプラスに転じる地域、す

なわち物流事業所にとって立地に適した地域の抽出を行った。また参考までに、立地ポテ

ンシャルの低い地域に立地している事業所を、不適切な立地とみなし、これらの事業所の

規制誘導の可能性を探る。立地ポテンシャルの算出は、以下のようにして行った。 

 新たな高速道路の計画によって、464 のメッシュが最寄り高速道路 IC までの距離が現在

よりも短縮される。立地ポテンシャルの算出は、式（4-1）に示す判別関数式および表 4.11

に示す事業所規模別の判別係数から判別得点を算出しているため、最寄り IC までの距離に

変化のあった当該メッシュ（464）については、変数 X4 の値を更新して立地ポテンシャル

を算出する。 

 さらに、表 4.12 に示すように、一般に最寄り高速道路 IC への距離が近いほど、用途地

域の工業地面積の平均が大きくなる傾向にあることから、最寄り高速道路 IC への距離が変

更になった 464 メッシュについては、その距離帯に応じて、工業地面積を変化させて立地

ポテンシャルを算出する。なお、具体的に工業地面積を変化させる際は、例えば、計画道 

 

bXaXaXaXaZ ++++= 443322111     （4-1） 

 

 

出典）大阪府 

図 4.21 第 2 名神高速道路計画路線 
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路の建設に伴って、最寄り高速道路 IC への距離が 1km 未満に変更され、かつ既存の工業

地面積が平均（0.206km2）よりも少なく、工業地面積を増やす余裕（他の用途との合計が

メッシュ面積 1km2 を超えない場合）がある場合のみとしている。 

 計画されている第 2 名神高速道路は、分析対象地域内に 11 箇所の IC を建設予定であり、

図 4.22 は、IC の建設予定場所と立地ポテンシャルの変化を示したものである。図ａ）が

小規模事業所であり、図ｂ）が大規模事業所の結果を示したものである。これによると、

高速道路の延伸に伴い立地ポテンシャルの増加が見込めるメッシュは、大規模事業所が

102 であるのに対し、小規模事業所は 67 メッシュと少ない。なお、こうした立地ポテンシ

ャルの増加は、最寄り高速道路 IC への距離よりも、工業系面積を増加させた方が高まる。 

 一方、先の図 4.22 の図中には、立地可能性ポテンシャルがマイナスにもかかわらず物

流事業所が立地しているメッシュも併せて表示している。これらのメッシュに位置する事

業所にとっては、立地環境は必ずしも良好でないと推測される。こうした事業所にとって

は、先の図 4.20 とともに、今回の第 2 名神高速道路の建設による立地ポテンシャルの高

まったメッシュ（立地適地）は、移転する場合の候補メッシュとなる可能性がある。特に、

大規模事業所では、第 2 名神高速道路の建設により立地ポテンシャルが増加するメッシュ

とこれら事業所との距離が近く、計画道路の延伸によって立地ポテンシャルが高まった地

域への誘導の可能性も考えられる。 

 

表 4.11 事業所規模別の判別関数の係数 

 全事業者 小規模 中規模 大規模
Z1 Z2 Z3 Z4

X1 工業面積 4.3971 3.7240 3.9665 4.7225
X2 夜間人口 0.0442 0.0751 0.0538 0.0056
X3 従業人口 0.0405 0.0472 0.0412 0.0157
X4 高速ＩＣ -0.0253 -0.0255 -0.0399 -0.0057

定数 -0.6840 -0.7512 -0.5713 -0.6313

 

 

 

 

 

 

表 4.12 最寄り高速 IC の距離別の工業地面積の平均 

 業地面積の平均（km2）
満 0.206
満 0.160
上 0.121

最寄り高速ICへの距離が1km未
最寄り高速ICへの距離が3km未
最寄り高速ICへの距離が3km以
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ｂ）大規模事業所 

図 4.22 計画道路によって立地ポテンシャルが向上するメッシュ 

計画道路の IC（N=11） 

計画道路により立地ポテンシャルが

高くなるメッシュ   （N=102）

立地可能性の低いメッシュに事業所

が立地しているメッシュ（N=26） 
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4.7 おわりに 

 

 物流事業所の立地は、物流活動を営む上で効率的な場所に立地している一方、住宅地と

の用途混在や周辺住民および周辺地域へ影響も懸念されており、その適正配置の必要性が

求められている。そこで本章では、物流拠点の適正配置を考えるにあたって立地適地の抽

出を行い、こうした立地適地への規制誘導の可能性について探った。 

以下では得られた成果について要約する。 

１）立地実態からみた物流事業所の立地要因 

・ トラック事業所は、大阪湾沿岸域と、そこから内陸部へと続く都市域に多くの立地が

みられ、特に大阪市内とその外縁部および京都市や神戸市といった都市部で集中が著

しいことがわかった。また、こうした都市部だけでなく、地方部においても散在して

いた。また、トラック事業所が集中している地域を中心として、密度関数を用いて等

高線図を描くことにより、公共トラックターミナルの周辺で、特に規模の大きな北・

東大阪の両トラックターミナルの周辺においてトラック事業所が集中して立地してい

ることが確認できた。 

・ トラック事業所は、高速道路のインターチェンジから４km までの範囲内で立地が集中

しており、立地密度は距離に対して指数関数的に減少していた。また、名神高速道路

沿道に立地する事業所を例として、都心部からの距離と立地件数をみてみると、途中、

数箇所のインターチェンジ付近で局所的にピークもみられるが、全体的としては都心

部から離れるほど事業所数は減少していた。 

・ 回帰モデルによりトラック事業所の立地要因を分析した結果、有意な要因として工業

系･商業系の従業員数などの社会経済指標が得られ、両者を比較すると工業系指標の方

が有意性は高かった。また、交通利便性指標については、都心へのアクセス時間が一

部のモデルで有意となった以外は有意性は低かった。 

２）立地意識からみた物流事業所の立地要因と立地問題点 

・ 物流事業者の立地に関する満足度は、概ね高い。立地に関しては、「敷地の広さ」「地

価の安さ」「顧客への近接性」「道路ネットワークとの近接性」を重視しており、こう

した立地理由を基準に立地している場合は、これらに関する物理指標も良好であった。 

・ 立地に関する問題点としては、「用地・施設が手狭」「施設の老朽化」「地代・賃料の負

担」といった用地・施設に関する問題点が多い。さらに、「貨物車の発着に関する住民

の苦情」への心配も強く、こうした地域住民に対する問題点が立地満足度を低下させ

る大きな要因であった。 

・ 約半数の事業者が事業所を新設または移転したいとの希望を持っており、こうした移

転希望の条件としては、「十分な敷地の広さ」、「高速道路へのアクセス利便性」といっ

た項目が特に重要視されており、続いて「用地・施設の賃借価格が妥当」、「市場、消

費地へのアクセス利便性」が挙げられた。 
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３）立地選択モデルの構築による立地ポテンシャルの算出 

・ 現状の物流事業所の立地実態と立地に関する意識から、①高速道路への近接性、②荷

主への近接性、③周辺住民との問題の生じやすさ、④立地コストの安さ、⑤物流拠点

を設置するための用地確保の容易性、を表す５つの立地指標を導き出し、これらを説

明変数としてメッシュ単位における立地選択モデルの構築を行った。 

・ 立地選択モデルより立地可能性を表す立地ポテンシャルを算出した結果、物流事業所

の規模によって、立地ポテンシャルの分布状況に違いがみられた。小規模な事業所は、

立地可能な地域が比較的広範にわたっているのに対し、大規模な事業所では、臨海部

および高速道路沿道といった地域のみ立地可能性が高い地域として抽出された。なお、

こうした立地可能性の高い地域に、実際の物流事業所の約 80%が立地していた。 

４）物流拠点の規制誘導方策の提案 

・ 対象地域内において計画されている高速道路の延伸とそれに伴う用途地域の変更を行

った場合に、立地ポテンシャルの変化を求めた。この結果、事業所の規模によって立

地ポテンシャルの変化するメッシュ数に違いがみられ、小規模な事業所に比べて、大

規模な事業所の方が立地ポテンシャルが向上する地域が多かった。 

・ なお、立地選択モデルより物流事業所の立地には、最寄り高速道路 IC への距離よりも

工業地面積の方が大きく寄与しており、高速道路の延伸効果が現れる地域に対して、

工業地面積も併せて変更したが、こうした用途地域の変更値をコントロールすること

によって、用途地域の変更に伴う立地誘導可能性を政策的に検証できた。 

 

最後に、本章における研究に残された今後の課題としては、以下の点があげられる。 

１）説明変数の追加、改善を行い、立地選択モデルの精度を向上させたい。このためには、

まず、地価や土地利用現況、労働力の得やすさなどの要因を考慮するとともに、交通利便

性指標として、地域内相互の輸送、他地域（圏域外）との輸送にとっての利便性について

も明示的に表現できる指標を用いる必要がある。 

２）立地に関する意識より、住民とのコンフリクトを懸念している事業所が多くみられた

ため、住民とのコンフリクトを表す説明変数として夜間人口を用いたが、一方では、この

変数は顧客への近接性なども示すと考えられる。このため、住民とのコンフリクトを直接

的に表せるような変数の準備が必要である。 

３）立地コストが重要な立地指標であるにもかかわらず、ゾーン単位（今回の分析ではメ

ッシュ単位）における立地コストを精度良く再現することが出来なかったため、立地選択

モデルの説明変数に組み込むことが出来なかった。今後は、こうしたゾーン単位における

地価の指標を再現できる方法を考えていきたい。 
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【補注】 

本研究で使用したカーネル密度推定 10)11)とは、離散量を連続量に変換するノンパラメト

リック回帰分析であり、点（位置）データのみで分析することが可能である。カーネル

とは位置ベクトル を中心とする正規分布（Gauss）で表現され、

iK

ix x は平均値、h は標準偏

差となる式（4-2）。全体のカーネル密度は各カーネルの合計値であるから、総数 とする

と、地点

n
x におけるカーネル密度関数 は式（4-3）のように表される。 )(xf
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第 5 章 階層構造をもつ配送拠点の最適配置計画 
 

 

5.1 はじめに 

 

宅配貨物の取扱量は、年々増加の一途を辿っている。また、宅配市場のシェアは、民間

５社、郵政公社による寡占化が進む一方で、郵政公社は民営化による業務開始以降、宅配

サービスの拡大を図るなど、事業者間の競争も激化している。宅配貨物輸送においては、

迅速性・低廉性とともに、全国均一のサービスを確保するために、配送システムに様々な

工夫がみられるが、その一つに配送拠点の階層的構成が挙げられる 1)。すなわち、配送拠

点を地域間の輸送を担当する上位拠点と地域内の集配送を受け持つ下位拠点に分けた上で、

上位拠点は複数の下位拠点を統括している。そして、こうした配送拠点をいかに適切に配

置するかは、物流の効率化を図る上で事業者にとっては重要な課題と考えられる。 

 施設の最適な配置を求める数理的アプローチによる研究では、移動距離もしくは需要の

重み付き距離の最小化を目的関数として、連続型の Weber 問題（MinSum 問題）、離散型の

P-Median 問題など様々な問題が定式化されている 2)3)。また、こうした配置問題、特に

P-Median 問題を階層型モデルとして拡張した配置問題も定式化されている 4)5)。 

 物流関連施設への配置問題の適用研究としては、いくつかの事例がみられる。こうした

中で、山田ら 6)による物流ターミナルの最適配置計画や YANG et al.7)による Logistics 

Terminal の最適な規模および配置を求める研究では、いずれも輸送コスト(輸送距離)と立

地コストの最小化による最適化を行っているが、その対象はトラックターミナルや流通セ

ンターなどであり、大規模で公共性の高い施設が対象である。また、宅配輸送という企業

性の強い配送システムを検証した研究はあまり多くみられないものの、渡辺・鈴木 8)は、

宅配輸送が階層性を有していることに着目して、最適な階層数および階層ごとの施設数の

決定を試みている。しかしながら、この研究では、施設の具体的な配置場所を求めるには

至っていない。 

そこで本研究では、近畿圏を分析対象地域として、GIS を活用することによって、宅配

大手２事業者の配送システムの実態を明らかにする。さらに、配置計画問題を適用するこ

とにより、現状における階層構造をもつ配送拠点の配置の最適性を評価するとともに、宅

配輸送の効率性を向上させることを目的とした新たな配置計画案の提案とその効果の検証

を試みる。 

具体的には、図 5.1 に示すように、以下の手順により分析を進める。 

１） 配送拠点の立地の階層性に着目して、上位、下位拠点の分布を示すとともに、上

位拠点の交通ネットワークへの近接性、下位拠点の配置密度といったそれぞれの拠

点が持つ役割を踏まえてそれらの立地特性を把握する。こうした分析を通じて、異

なる事業者間の配送システムを比較することにより、両者にみられる共通点や相違
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点を明らかにする。 

２） 配置計画問題としては、輸送コスト最小化（夜間人口を重みとする重み付き距離

の総計の最小化）を目的関数とする MinSum 問題と P-Median 問題を考える。まず、

上位・下位拠点間の輸送コスト最小化による MinSum 配置と現状の配置を比較する

ことにより、現状の配置の最適性を評価する。次に、P-Median 問題により新たな上

位拠点の配置計画の有効性を検証する。 

３） 郵政公社を対象に拠点の統廃合計画を取り上げ、計画による輸送の効率性の向上

を検証するため、段階的に P-Median 問題を適用することによって新たな配置計画案

を求める。この配置計画案では、最初に人口分布をもとに下位階層の拠点配置を決

定し、次に下位階層の拠点配置の結果から上位階層の拠点配置を決定する。 

 

Y社 郵政公社

3)最適配置計画案の提案と検証

非効率を改善する輸送効率性を向上させる最適配置計画案

2)総輸送距離最小化による配置モデルの構築

MinSum問題 P-Median問題により

上位拠点の配置、下位拠点の割り当てといった
現状の配置効率性を検証

1)階層性を考慮した宅配拠点の配置の実態分析

上位拠点の交通ネットワークへの近接性

下位拠点の配置密度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 本研究のフロー 
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5.2 分析対象事業者の概要と配置モデルの考え方 

 

5.2.1 分析対象事業者の概要 

 図 5.2 は、宅配貨物の取扱量の推移を示したものである。1974 年にスタートした宅配便

サービスは、全国何処へでも荷物を送れる手軽さと決められた時間に荷物を受け取ること

ができる便利さが受け入れられ、30 年あまり経った現在では約 29 億個（2005 年度）の取

扱量となり、消費者にとって欠かせないサービスとなっている。2005 年度の物流センサス

の調査報告 9)によると、宅配サービスは今後も増加が見込まれており、特に B to C（Business 

to Consumer） や C to C（Consumer to Consumer）といった一般個人向け配送の増加が見込

まれる。こうしたビジネスチャンスに対応するため、各宅配事業者は E-コマース（Electric 

Commerce：電子商取引）の導入やコンビニエンスストアとの提携による取扱窓口の増加な

どの取り組みを行っている。中でも、宅配貨物取扱量の伸びが低迷している郵政公社は、

民営化以降、宅配貨物量の増加するため、そうした取り組みが顕著である。 

宅配貨物の取扱量の全国シェアは、図 5.3 に示すように、民間５社、郵政公社（現在は

日本郵政グループ）が 97%を占めており、この内、今回分析対象とするＹ社と郵政公社は

それぞれ 34.0％、5.7％のシェアを占めている（2002 年度）。宅配業務を行っている事業者

の内、Ｙ社と郵政公社を選択した理由は、両事業者共に C to C による宅配輸送が主力業務

のため、階層構造における下位拠点を数多く立地させる必要があること、階層構造、拠点

数の面で類似しており、比較分析を進めるのに適切と考えたためである。一方、ＳG 社は、

B to C による宅配輸送を主力業務としているため、宅配取扱量はＹ社に近いシェアを有し

ているが、配送拠点数がＹ社、郵政公社に比べて極端に少ないため、今回は分析対象外と

した。 
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図 5.2 宅配貨物量の推移 
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 Ｙ社、郵政公社の両事業者の配送システムは、図 5.4 に示すように、配送拠点を地域間

の輸送を担当する上位拠点と地域内の集配送を受け持つ下位拠点に分け、それらを階層的

に構成している。しかしながら、Ｙ社は宅配貨物需要に対応させた拠点配置を行っている

のに対して、郵政公社では、これまでの歴史的な経緯や他の窓口業務を行うことの必要性

が拠点の配置形態に少なからず影響を及ぼしている。 

 

 その他
2.9%

SN社
4.7%

F社
8.9%

N社
13.3% SG社

30.4%

Y社
34.0%

郵政公社
5.7% 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）国土交通省（2002 年度） 

図 5.3 宅配貨物量のシェア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位拠点

（地域間の輸送＋

下位拠点の統括）

下位拠点

（地域内の集配送）

図 5.4 階層構造の特徴 
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5.2.2 分析対象地域の概要 

分析対象地域として、近畿圏を取り上げる。第 4 章でも述べたように、近畿圏の人口お

よび面積はそれぞれ 2,085 万人（2000 年度国勢調査結果）、26,707km2 である。２府４県よ

り構成されており、圏域内には中心都市である大阪市をはじめ、神戸市、京都市の 3 つの

核都市が存在している。人口分布は、大阪湾に沿った臨海部とそこから名神高速道路に沿

った内陸部へと伸びる Y 字状に広がった地域で人口の集中がみられる。また、３つの核都

市とその周辺地域で特に人口密度が高くなっている。 

 本研究では、近畿圏全域を対象とした分析とともに、圏域内から兵庫県域（面積 8,390km2、

人口 555 万人）を取り上げて、より詳細な分析を行う。 

 

5.2.3 配置モデルの考え方 

 本研究で適用する MinSum 問題、P-Median 問題の両配置モデルでは、いずれも輸送コス

トの最小化を目的関数としている。通常、配置問題を考える場合、輸送コストと立地コス

トを合計した総コストを最小化するのが一般的である。しかし、本研究では、上位・下位

の多数の拠点ごとに立地コストを求めることが困難であること、さらに、ここでは主とし

て輸送の効率性に着目して拠点の配置を分析することから、輸送コストのみを目的関数と

している。この輸送コストは、一般的には貨物需要と輸送費の積として表現される。しか

しながら、宅配貨物需要に関する詳細なデータは公開されていないことから、本研究では

需要量を夜間人口で代用している。なお、唯一入手可能な都道府県単位の小包取扱量と夜

間人口には強い相関（相関係数：0.84）がみられることが確認できた。また、貨物需要は

従業人口とも関連があると考えられるが、市区町村別の夜間人口は従業人口と一定の相関

（相関係数：0.68）がみられたため、夜間人口のみで代表することとした。以上のように、

本研究では輸送コスト最小化を、夜間人口による重み付き距離の総計の最小化によって表

現することとした。 

 

 

5.3 配送拠点の分布特性 

 

5.3.1 配送拠点の空間分布 

 Ｙ社と郵政公社は、近畿圏域内に地域間輸送を担当する上位拠点を 11箇所と 13箇所に、

地域内配送を担当する下位拠点を 371 箇所と 468 箇所にそれぞれ配置している。 

 また図 5.5 は、両事業者の配送拠点の分布状況を示したものである。図中には、高速道

路網を実線で、府県境界線を破線で図示している。これによると、いずれの事業者も上位

拠点は、地域間輸送を貨物車輸送に依存していることから、高速道路の近くに配置されて

いる。一方、下位拠点は、先で説明した人口分布と比較すると明らかなように、いずれの

事業者においても人口密度の高い地域で集中して拠点が立地している。しかし、人口密度 
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■：上位拠点 ●：下位拠点 

図 5.5 近畿圏内における配送拠点の分布 

 - 118 - 



の低い地域では、両事業者で顕著な差がみられ、Ｙ社では拠点数が極端に少なくなってい

るのに対して、郵政公社では拠点が均等に配置されている様子がみられる。 

 

5.3.2 上位拠点の高速道路インターチェンジへのアクセス距離 

 図 5.6 は、上位拠点から高速道路の最寄りインターチェンジまでの距離（道路網に沿っ

た距離）帯別に、頻度分布を示したものである。両事業者ともに拠点数が最も多かった距

離帯は２～４km であり、交通アクセスの利便性が比較的高い地点に上位拠点を立地させ

ている。しかし、詳細にそれらの配置をみてみると、郵政公社では、かつて郵便輸送を鉄

道に依存していたことから、都心部の鉄道駅周辺に立地させているケースもみられる。 
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図 5.6 高速道路インターチェンジへの距離帯別にみた上位拠点数 

 

 

5.3.3 人口と下位拠点数の関係性 

 宅配貨物の取扱量は、一般に人口と比例すると考えられる。そこで、それぞれの事業者

について、市区町村ごとの下位拠点数を被説明変数、夜間人口を説明変数として回帰分析

を行った。表 5.1 はその結果を示したものである。これによると、Ｙ社では、R2 値が 0.61、

説明変数のｔ値は 1%で有意となり、下位拠点の立地件数は夜間人口と強い比例関係にあ

る。また、郵政公社の場合は、説明変数のｔ値は 1%で有意であるものの、R2 値が 0.35 で

あり、Ｙ社のように顕著な比例関係は認められない。こうしたことから、Ｙ社の方がより

夜間人口（すなわち貨物需要）に比例させて拠点の配置を行っていることが推測できる。 
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表 5.1 下位拠点数の夜間人口による回帰分析の結果 

 非標準化係数 ｔ値 有意確

Ｙ社 1.27E-05 23.97
郵政公社 8.94E-06 14.09

**：有意水準

率 Ｒ２

** 0.613
** 0.354

1%未満

 

 

 

 

 

5.4 下位拠点の配置密度 

 

 ここでは、近畿圏内のうち兵庫県域（ただし、Ｙ社は京都府域の一部を含む）を対象と

して、両事業者の下位拠点の配置密度について分析を行う。 

 

5.4.1 担当エリアの面積と人口密度の関係 

表 5.2 は、各事業者の下位拠点が担当するエリアの面積と夜間人口を整理したものであ

る。両者を比較すると、平均値は、面積、夜間人口のいずれもＹ社の方が郵政公社よりや

や大きくなっており、標準偏差は、面積は郵政公社の方が小さく、夜間人口はＹ社の方が

やや小さくなっている。 

 次に、図 5.7 は、各下位拠点の担当するエリアの夜間人口密度と面積の関係を示したも

のである。図中では、人口密度の高い臨海部（神戸市、芦屋市、西宮、尼崎市）とそれ以

外の地域に立地する拠点に区分して図示している。 

 まずいずれの事業者も、人口密度の高い臨海部とそれ以外の地域で比較してみると、臨

海部に立地する拠点では、担当エリアの人口密度が高く、面積が小さい拠点が多くみられ

る。 

 次に事業者ごとにみてみると、Ｙ社では、面積が小さく人口密度が高い部分に多くの下

位拠点が分布しているが、面積が大きくなると人口密度が小さな部分に下位拠点が分布す

るようになっており、両者の間に反比例の関係がみられる。このことから、各下位拠点の

担当人口を一定にする傾向が伺える。 

 これに対して郵政公社では、面積が小さく人口密度の大きな部分に拠点が集中している

ものの、面積の大小には関係なく人口密度が小さい部分にも多くの拠点が分布している。

先の担当面積の分散が小さいことや、このように面積と人口密度との関連が小さいことは、

拠点が均等配置される傾向の強いことを反映していると考えられる。 

 

表 5.2 下位拠点の担当面積と担当人口 

 
平　　均 標準偏差 平　　均 標準偏差

Ｙ社 89.2 156.4 59.0 41.0
郵政公社 65.0 45.7 43.0 62.5

担当面積（km
2
） 担当人口（千人）
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 人口密度(人口/km2)

0

5,000

10,000

15,000

0 100 200 300
担当面積(km2)

臨海部

臨海部以外

注）郵政公社にスケールを合わ
せており、この図の範囲以外に、
人口密度 1.5 万/km2 以上に 3 サ
ンプル、面積 300km2 以上に 8
サンプル存在している。 
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ｂ）郵政公社 

図 5.7 面積と人口密度の関係 

 

 

5.4.2 担当エリア人口と Voronoi 分割領域人口の比較 

 図 5.8 は、下位拠点の位置を母点とする Voronoi 分割領域内の人口と、実際の下位拠点

の担当人口を比較したものである。これによると、Ｙ社では、対角線上から外れた拠点が

比較的多くみられるのに対し、郵政公社ではほぼ対角線上に分布している。このことは、

実際の担当エリアと Voronoi 分割領域がほぼ対応していることによるものであり、下位拠

点が担当エリアの中心付近に位置していることが類推できる。 
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ａ）Ｙ社    ｂ）郵政公社 

図 5.8 実際の担当人口と Voronoi 分割による人口の比較 

 

 

5.5 MinSum 問題による上位拠点の配置の評価 

 

 ここでは、前項と同様に兵庫県域を対象として、両事業者の現状における上位拠点の配

置の最適性を評価する。なお、配置の評価にあたっては、下位拠点と上位拠点間の夜間人

口による重み付き距離の総計の最小化を目的関数とする MinSum 問題による配置と、現状

の拠点配置との適合性について比較する。この場合、上位拠点の位置を変動させるケース

と、上位拠点の位置を固定して下位拠点の割り当てを変更する２つのケースにより評価す

る。 

 

5.5.1 上位拠点の位置を変動させる場合 

 下位拠点との距離、および重み付き距離(夜間人口×距離)の総計をそれぞれ最小化する上

位拠点の MinSum 配置を求め、実際の位置と比較した。図 5.9 は、その結果を示したもの

である。この図に示すように、Ｙ社では、距離と重み付き距離の MinSum 配置はほぼ同じ

場所に位置している。これは、人口密度の高い地域に下位拠点を集中して配置しているた

め、人口による重み付き距離を用いても差が生じないためと考えられる。なお、現況と

MinSum配置の重み付き距離の総計を比較すると、現況に対して 6.8％の減少となっている。 

 一方、郵政公社では、距離の MinSum 配置が実際の位置と離れた位置に存在する上位拠

点もみられるが、重み付き距離の MinSum 配置では実際の位置に近づいている。郵政公社

では、人口密度の大小よりもむしろ下位拠点を均等に配置する傾向が強いことが、こうし

た乖離を生じさせたと推測される。なお、MinSum 配置による重み付き距離の総計は、現

況に比べて 9.5％の減少となっており、Ｙ社に比べるとその減少幅が大きい。 
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ａ）Ｙ社    ｂ）郵政公社 

図 5.9 下位拠点からみた上位拠点の MinSum 配置計画 

 

 

5.5.2 上位拠点の位置が固定の場合 

 前述では、下位拠点からみた上位拠点の最適な立地場所について検討を行ったが、ここ

では、上位拠点を現在の場所に固定し、下位拠点の割り当て変更することより重み付き距

離の総計を最小化する。 

 図 5.10 は、両事業者について重み付き距離の総計を最小化したときの、下位拠点の割

り当て結果を地図上に表示したものである。なお、図中に描いた境界線は、現況の下位拠

点の割り当て範囲を示している。また、図 5.11 は、両事業者ごとに、下位拠点を再割り当

てした場合の重み付き距離の総計を現況の値と比較したものである。なお図中では、個々

の上位拠点が担当する重み付き距離の総計の変化も示している。これらの結果から以下の

ことがわかる。 

まず、Ｙ社については、個々の上位拠点でみると西宮から神戸への下位拠点の大幅な移

行がみられた結果、両者で重み付き距離の総計が変化しているものの、姫路では比較的一

致しており、全拠点の総計では現況に対して 4.6%減に留まっている。一方、郵政公社では、

尼崎が担当する下位拠点が他の２ヵ所（神戸、姫路）に振り分けられた結果、尼崎で重み

◇：距離による MinSum の配置 

□：重み付き距離（＝夜間人口×距離）による MinSum の配置 

● ：実際の下位拠点の立地場所

■：実際の上位拠点の立地場所

注）Ｙ社では、図中でハッチを施した京都府域の一部を

姫路 姫路

神戸 神戸 
尼

西宮

崎
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付き距離の総計の変化が大きく、全拠点の総計についても、現況に対して 12.2%減とＹ社

と比べて大きくなっている。 

 以上で述べたように、MinSum 問題の配置と現状の配置の乖離は、Ｙ社では比較的小さ

く、現状の拠点配置が重み付き距離の総計の最小化を反映した配置となっていることが推

察できる。これに対し郵政公社では、こうした乖離が大きくなっており、輸送コスト最小

化による配置計画により貨物輸送の効率性を向上させる可能性が大きいことを示唆してい

るといえる。 

 

 

姫路 姫路

神戸 神戸

西宮

尼崎

注）図中の境界線は現況の割り当てを示

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）Ｙ社    ｂ）郵政公社 

図 5.10 MinSum 問題（上位拠点固定）による下位拠点の割り当て計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）Ｙ社     ｂ）郵政公社 

図 5.11 再割り当てによる重み付き距離の総計の変化 
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5.6 P-Median 問題による配置計画 

 

 兵庫県域において、新たな上位拠点の候補地点を１箇所（神戸西）取り上げ、その有効

性を検証する。新たな候補地点は、高速道路網の結節点にあるため交通利便性が高く、大

規模な流通業務団地の計画が進められていることや、人口集中地域へのアクセス性も高い

ことなど、好立地条件にある。 

 候補地点と既存の３箇所の立地地点の計４箇所を考え、これら４箇所の中から重み付き

距離の総計が最小となる３箇所（P=3）を選択する P-Median 問題を解くことによって、最

適な上位拠点の配置を求める。 

P-Median 問題は式（4-1）のように定式化できる。なお、変数 と は選択するか否

かを示す 0 or 1 の離散変数であるが、大規模な問題を解く際は、これを 0～1 の連続変数

に変換することで計算量（演算時間）を減少させることが可能である。今回の分析ケース

では、 と の離散変数の内、 のみを連続変数に変換することにより、解を求めるこ

とが可能であった。なお、この場合 に対して、0.5 を閾値として、0.5 未満であれば 0、

0.5 以上であれば 1 といった置換作業を行っている。なお、大半の変数が、0 or 1 であった。 

ijx jy

ijx jy ijx

ijx

 

Minimize       （4-1） ∑∑
∈ ∈Ii Jj

ijiji xDQ

Subject to , 1=∑
∈Jj

ijx Ii∈∀  

   ∑
∈

=
Jj

j Py

  , 0≤− jij yx JjIi ∈∈∀ ,  

  , }1,0{∈ijx JjIi ∈∈∀ ,  

  , }1,0{∈jy Jj∈∀  

 
I   ：下位拠点の集合 

J   ：上位拠点候補地の集合 

P   ：立地させる上位拠点数 

)( IiQi ∈  ：下位拠点iの担当夜間人口 

),( JjIiDij ∈∈  ：下位拠点iと上位拠点jの直線距離 

)( Jjy j ∈  ：上位拠点を候補地jに立地させる場合1、否の場合0 

),( JjIixij ∈∈  ：下位拠点iが上位拠点jに属する場合1、否の場合0 
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 図 5.12 は、求められた上位拠点の最適配置とそれに対する下位拠点の割り当て結果を

地図上に表示したものである。また、図 5.13 は、両事業者ごとに、選択された上位拠点

と、その上位拠点に対して下位拠点を再割り当てした場合の重み付き距離の総計を現況の

値と比較したものである。なお図中では、個々の上位拠点が担当する重み付き距離の総計

の変化も示している。これらの結果より以下のことがわかる。 

 Ｙ社、郵政公社ともに新規上位拠点を含む３箇所の上位拠点の組み合わせが最適解とし

て求まった。両者ともに、新規上位拠点と最も近くに位置する神戸が上位拠点の組み合わ

せから外れることとなった。 

 事業所ごとにみてみると、まずＹ社では、神戸に代わって神戸西が選択されたが、個々

の上位拠点が担当する重み付き距離の総計に大幅な変更はみられず、P-Median 問題による

重み付きの距離の総計も現況に対して 6.1%の減少に留まっている。 

一方、郵政公社では、姫路では重み付きの距離の総計に大きな変更はないものの、新た

な上位拠点である神戸西の重み付き距離の総計が大幅に増加しているのに対し、尼崎のそ

れが大幅に減少している。これに伴い、P-Median 問題による重み付きの距離の総計は現況

に対して 14.0%の減少と大きくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）Ｙ社    ｂ）郵政公社 

図 5.12 P-Median 問題による上位拠点の配置計画と下位拠点の割り当て 

 

 

 

姫路 姫路

神戸 神戸

西宮

尼崎

（対象外となる拠点） （対象外となる拠点） 

注）図中の境界線は現況の 

割り当てを示す。 
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ａ）Ｙ社    ｂ）郵政公社 

図 5.13 P-Median 問題による重み付き距離の総計の変化 

 

 

以上のように、P-Median 問題による配置計画の結果から、既存３拠点よりも新規拠点を

加えた３拠点の方が重み付きの距離の総計を小さくすることが可能であることが確認でき

たが、Ｙ社では、新たな拠点を加えた配置計画案でも担当する下位拠点の構成の変化およ

び重み付き距離の総計の減少幅が少ないのに対し、郵政公社は新たな拠点の追加に伴い、

担当する下位拠点の構成の変化および重み付き距離の総計の減少幅が大きくなっている。

このように、P-Median 問題による新たな配置計画を考えた場合も前項の MinSum 問題と同

様に、Ｙ社に比べて郵政公社の方が輸送効率性を向上させる可能性が高いことが確認でき

る。 

 

 

5.7 階層構造を考慮した最適配置計画の提案 

 

 前項までの配置計画問題では、下位拠点からみた上位拠点の最適配置計画について検証

しており、下位拠点の最適配置計画については触れていない。また、上述までの配置計画

の結果より、Ｙ社に比べて郵政公社の方が配置計画による効率性の向上の可能性が大きい

ことが確認できた。そこでここでは、郵政公社のみを対象として、上位と下位の両階層に

おける配送拠点を最適化することを試みる。このためには、各階層ごとに P-Median 問題を

段階的に適用するが、本研究のように多数の下位拠点がある場合、組み合わせの数が膨大

になり厳密解を求めることが難しく、上位と下位の両階層における配送拠点の最適配置を

同時に決定することは困難である。このため、まず人口分布をもとに P-Meidan 問題を用い

て下位階層の拠点配置を決定し、次いで、この下位階層の配置結果から上位階層の拠点配

置を同様に P-Median 問題を用いて求める。 
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5.7.1 配置計画案の策定 

 既に述べているように郵政公社は、均一のサービスを保つという役割と下位拠点に相当

する集配局が窓口業務を行っていることから下位拠点を均等に立地させている。しかしな

がら一方で、事業の効率性と宅配貨物取扱量の増大を目的に民営化以降、郵便局の整理・

統合による集配送拠点の集約化や宅配輸送ネットワークの改善によって、宅配輸送の効率

性を向上させる戦略的な配送拠点の配置が模索されてきており 10)、下位拠点に相当する集

配局の統廃合による削減計画が検討中である。 

 そこで、上述のことを勘案して、図 5.14 に示すように、郵政公社について新たな配置

計画案を考えた。配置計画案の作成にあたっては、上位・下位拠点の数について明確な基

準がないため、より効率的な輸送を実現していると考えられるＹ社の拠点数を基準とした。 

具体的には、①既存の下位拠点の数を現在の 129 箇所からＹ社と同等の 94 箇所に減少し、

②新たな上位拠点[補注 1]（兵庫県内の流通業務団地とＹ社の上位拠点）を加えた上位拠点候

補８箇所の中から現在と同じ数の上位拠点３箇所を選択することとした。 

 解法の手順は、まず、市区町村よりも更に細かい町丁目・字等の単位の人口分布 11)をも

とに P-Median 問題を解き[補注 2]、既存の 129 箇所から 94 箇所（P=94）の下位拠点を選択す

る。次に、こうして得られた下位拠点の配置結果に対して再度、８箇所の上位拠点候補の

中から３箇所（P=3）の拠点を求める P-Median 問題を解く。このように、各階層に対して、

段階的に P-Median 問題を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位拠点（3箇所）

下位拠点（129箇所）

人口分布

上位拠点（3箇所）

下位拠点（94箇所）

人口分布

シナリオ

下位拠点：拠点の減少（129→94）
上位拠点：新たな候補の設置

【現状】

【配置計画案】

 

図 5.14 階層別の最適配置を求めるシナリオ 
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5.7.2 両階層の最適配置 

 上述のシナリオにより、まず人口の分布から下位拠点の最適配置を求めた結果が図 5.15

である。この図の×印が削減対象となる拠点である。これによると、山間部の人口が少な

い地域に立地する下位拠点で×印が多くみられる。実際、これらの削減対象となる下位拠

点は表 5.3 に示すように、選択された下位拠点に比べて、実際の担当人口が極端に少ない

ことがわかる。 

また、下位拠点数をＹ社と同等にしたことにより、平均の担当人口はＹ社とほぼ同じ 59.0

千人となったが、標準偏差は 57.8 千人でありＹ社の 41.0 千人に比べると大きいものの、

現況の値（62.5 千人）よりは小さくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●：立地する下位拠点（94 箇所） ×：立地しない下位拠点（35 箇所） 

図 5.15 下位階層の拠点配置 

 

表 5.3 担当人口の比較 

 担当人口の平均（千人）

削減対象となる拠点（N=35） 8.4
立地する拠点（N=94） 55.9
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 次に図 5.16 は、先の 94 箇所の下位拠点の配置結果をもとに P-Median 問題を解いて３箇

所の上位拠点の配置を求めたものである。新たな上位拠点候補として、宅配輸送を行う上

で好立地条件であると思われる流通業務団地、宅配輸送に特化しているＹ社の上位拠点が

それぞれ存在している地点を追加したが、実際に選択された配置は、既存の郵政公社の２

箇所（尼崎、姫路）と神戸流通団地（布施畑 IC 付近）であった。 

以上のように、両階層における配送拠点の最適配置を求めた結果、重み付き距離の総計

は 82,919 千人×km となり、現況の値（96,785 千人×km）と比較して 14.3%の減となった

が、前項で述べた下位拠点が現行の 129 箇所の P-Median 問題の結果（83,223 千人×km）

とはほとんど差はみられなかった。しかしながら、より少ない下位拠点で、しかもより均

等化された人口を担当できるようになっていることから、得られた配置計画によって効率

性はさらに高まっていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□：立地する上位拠点（3 箇所） ×：立地しない上位拠点（5 箇所） 

図 5.16 上位階層の拠点配置 
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5.8 おわりに 

 

 近年、取扱量が増加している宅配貨物輸送においては、迅速かつ均質なサービスを確保

するために、配送拠点を地域間（上位）と地域内（下位）拠点に分類した上で、それらを

階層的に配置している。こうした配送拠点が階層構造をもつ大手宅配２事業者（民間事業

者と郵政公社）を取り上げ、各事業者の配送システムの実態を明らかにするとともに、配

置計画問題を適用することにより、現状における階層構造をもった配送拠点の配置の最適

性を実証的に検討した。また、こうした分析を通じて得られた知見をもとに、階層性をも

つ宅配拠点の最適配置計画案を提案し、その効果の検証を行った。この結果、民間宅配事

業者は貨物需要である人口分布を考慮して拠点を配置しているのに対し、郵政公社は拠点

を均等に配置しており、こうした状況を反映し、郵政公社の方が配置計画により配送効率

を向上できる可能性が大きいことが示唆できた。 

具体的な成果の内容は下記の通りである。 

１）階層構造による宅配拠点の立地実態 

・ 近畿圏域内における配送拠点の分布をみてみると、上位拠点については両者で総数に

大差はなく、ほぼ高速道路の近辺に立地している。しかし、下位拠点については、両

者で総数に差がみられ、Ｙ社の方がより人口分布に対応させた拠点配置を行っている。 

・ 兵庫県域を対象に下位拠点の配置密度を分析した結果、いずれの事業者も人口密度の

高い地域に拠点を集中的に配置している。そしてＹ社では各下位拠点の担当人口を一

定にする傾向がみられたのに対して、郵政公社では担当面積の分散がＹ社より小さく、

担当エリアの人口密度と面積の関係も小さいことなど、拠点が均等配置される傾向が

あることを示した。また、Voronoi 分割領域と実際の担当エリアの人口の比較から、郵

政公社の方が担当エリアの中心に拠点が配置されている傾向がみられた。 

２）総輸送距離最小化を目的とした配置モデルのよる現状配置の効率性の検証 

重み付き距離の総計の最小化を目的関数とする MinSum 問題によって、現状の拠点配置

の最適性を評価した結果、Ｙ社と郵政公社では差異がみられ、Ｙ社の方が MinSum 問題の

解との適合度が高く、より輸送の効率性が高いことが示された。このように、比較的簡易

なモデルであるが、輸送効率性の観点から拠点配置を評価することが可能なことが確認で

きた。また、新たな上位の拠点の設置の可能性を P-Median 問題により検討した結果、新た

な拠点の設置効果が検証できたが、輸送効率性の低い郵政公社の方がＹ社を上回る改善効

果が確認できた。 

３）輸送効率を向上させるための最適配置計画案の提案と検証 

Ｙ社に比べて輸送効率性の低い郵政公社のみを対象として、Ｙ社を模倣した階層性を考

慮した最適配置案の提案を行うとともに、計画案の検証を行った。両階層の拠点の最適配

置を P-Median 問題により段階的に求めた結果、下位拠点は人口過疎地域を中心に削減対象

となる拠点がみられ、上位拠点は既存の郵政公社の拠点が選ばれた。この結果、重み付き
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距離の総計の減少は、他の配置計画と同程度であったが、より少ない下位拠点で、より均

等化された人口を担当できることから他の配置計画以上に効率性が高まっていることが確

認できた。 

 

 最後に、本章における研究に残された今後の課題として、以下の諸点があげられる。 

１）今回の配置モデルは、夜間人口と直線距離という限られた要因のみを取り込んだ簡易

なモデルであったため、個々の拠点配置の詳細な位置を特定するためには、より詳細な配

置モデルの構築が必要である。このためには、業種別の従業人口などの新たな指標を追加

することによって、より精度の高い宅配貨物需要量の推計方法を確立することが求められ

る。また、距離の指標として直線距離に代わって、道路ネットワーク上での輸送距離（あ

るいは時間距離）を用いることも必要である。 

２）階層構造をもつ拠点配置に対して、下位階層から段階的に P-Median 問題を解く方法を

適用したが、より正確な最適解を求めるためには、階層間の結果をフィードバックするこ

とが可能な階層型 P-Median 問題などの援用を検討していきたい。 

３）拠点配置の変遷といった時系列データと社会経済指標などの時系列データを比較する

ことによって、輸送コスト以外の拠点配置の要因についてもより詳細に分析することが必

要である。 

 

 

【補注】 

[1] 郵政公社の３箇所に加えて、兵庫県にある３箇所の流通業務団地（西宮、布施畑、神

戸西）とＹ社の上位拠点３箇所の合計８箇所とする。なお、９箇所では無く、８箇所であ

るのはＹ社の１箇所が西宮の流通業務団地内に立地しているためである。 

 

[2] 市区町村よりも更に細かい町丁目・字単位のゾーンで人口分布のデータを整備すると、

兵庫県だけでゾーン数が 9,788 にも及ぶ。このゾーン単位の人口分布をもとにした下位拠

点の最適配置を求めるには、下位拠点の候補数 129×ゾーン数 9,788 の膨大な変数（上記 補

注 1）の に相当）の P-Median 問題を解く必要があるが、メモリの制約上、求解は困難で

ある。実際に、市販の数理計画ソフト NUOPT（アルゴリズムは分岐限定法）により P-Median

問題の離散変数を連続変数に変換した上で、cpu2.26GHz（Pentium4）、メモリ 1GB の環境

では求解することが出来なかった。対策としては、近似解を求めるアルゴリズムを導入す

る方法もあるが、本研究では、現実的に問題を解くことの出来る範囲まで変数を削減する

方法をとった。上述のＰＣ環境では、129×2,000 以下が求解可能な範囲である（検証済み）。

そこで、人口が 1,000 未満のゾーンについては、近隣するゾーンへの割り当てを行った。

なお、人口が 1,000 以上のゾーンは 1,547 であり、求解可能の範囲である。割り当てにつ

いては、1,547 のゾーンを母点とする Voronoi 領域を作成し、その領域内に含まれる人口を
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第 6 章 結 論 
 

 

 都市圏域における物流は、都市間の物流と異なり鉄道や船舶で代替することが困難であ

ることから、専ら貨物車により担われており、貨物車がきわめて重要な役割を果たしてい

る。しかし一方で、こうした貨物車による交通は、交通渋滞・交通事故、大気汚染や騒音

等の環境破壊など、様々な問題を引き起こしている。 

 このように、都市内における貨物車交通の問題は広範囲かつ、その及ぼす影響も大きい

ことから、もはや物流事業者のみに解決を委ねることは困難であり、都市交通問題として

都市計画・交通計画の視点から対策を講じることが重要と考えられる。 

 こうした貨物車交通に起因する問題を解決するためには、排ガス規制や低公害車への転

換などの貨物車単体への対策をはじめ、排ガス吸収装置や低騒音舗装による沿道対策、道

路ネットワークや流通業務団地などの社会基盤整備などが挙げられるが、こうした対策に

加えて、「輸送の効率化」や「貨物車交通の抑制」により貨物車交通を削減することも有効

な対策と考えられる。 

 そこで本研究では、貨物車交通対策の一つとして輸送の効率化方策を取り上げ、こうし

た方策を立案・評価するための方法論の構築を試みたものである。この際、具体的な効率

化方策として、まず “物流拠点等から目的地までの貨物車両による配送行動” に着目し

て、「所要時間の不確実性を考慮した貨物車の運行計画」、「配送先での荷捌き行動を円滑化

するための荷捌き用駐車施設の整備計画」を考えた。次いで、“貨物車が発着する物流拠点

の配置形態” に着目して、「個々の物流拠点の適正な立地場所への誘導方策」、「および階

層構造をもつ配送拠点の最適配置計画」を考えた。 

本研究では、前者の貨物車の配送行動については第 2 章、第 3 章で、後者の物流拠点の

配置形態については第 4 章、第 5 章で分析を行った。以下では、各章の研究で得られた成

果をまとめる。 

 

第 2 章では、交通渋滞などによる走行所要時間の変動が貨物車輸送の効率性を低減させ

る大きな要因であることから、こうした不確実性を考慮し、最適な出発時刻および最短所

要時間となる配送順序をそれぞれ決定する方法を提案した。得られた成果は、以下の通り

である。 

１）プローブデータをもとに貨物車両の詳細な運行挙動を解析した結果、貨物車は、交通

渋滞の影響を受けにくい早朝に走行する比率が高く、旅行時間の不確実性のリスクを軽減

させていることがわかった。さらに、配送先の到着指定時刻に対して出発時刻を早めるこ

とにより余裕時間を確保したり、配送順序の変更による対応を行うことにより、配送先に

定刻に到着する工夫をしていた。 

２）時間指定のある配送先への出発時刻の決定行動について、配送先までの旅行時間の平
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均値と標準偏差から、出発時刻ごとに配送先に遅れて到着する確率（遅刻確率）を求め、

旅行時間の不確実性の影響を評価する方法を提案した。この結果、上述の出発時刻を早め

たり、また配送順序を変更するといった行動を遅刻確率の最小化によって説明できること

を明らかにした。 

３）複数の配送先を巡回する場合における複数の配送順序について、それぞれの配送順序

を選択した時の所要時間の平均値と標準偏差から、その配送順序が最小の所要時間となる

確率（選択確率）を求める方法を提案した。この結果、現実に、選択確率が最大となる配

送順序が選択されていることを明らかした。また、道路混雑時には所要時間の変動が大き

くなり、道路混雑のない場合と比べて少数の配送順序で選択確率が高くなることを示した。 

４）本手法を用いることによって、プローブデータ等により蓄積された貨物車の運行履歴

を活用することにより、所要時間の不確実性を考慮して出発時刻および配送順序を決定す

ることが可能となり、運行計画を作成する上で不必要な余裕時間を見込む必要がなくなる

など、その効率化に大きく寄与できることを示唆した。 

 

第 3 章では、都心部における荷捌き行動の円滑化を図るため、貨物車用の荷捌き駐車施

設の整備計画について検討した。まず、社会実験の結果をもとに荷捌き駐車施設を設けた

場合の運転者の荷捌き行動を把握した。そして、貨物需要に応じた、荷捌き駐車施設の配

置箇所数や配置場所を求める配置計画案の作成方法を提案し、続いて荷捌き施設の利用料

金や利用可能時間といった運用方法をドライバーへの意向調査結果から検討した。得られ

た成果は、以下の通りである。 

１）社会実験の結果より、路上荷捌き施設を設置した場合の平均駐車時間は 25.9 分であり、

一般の路上における平均駐車時間に比べて長く、集配距離では約 2.5 倍、集配回数では約

1.7 倍となっており、より多くの場所へ長い距離の集配活動を行っている。また、路上荷

捌き施設の利用によりドライバーの違法駐車への心理的負担が軽減されるなど、路上荷捌

き施設の効果が配送実態とドライバーの心理面から検証できた。 

２）荷捌き駐車施設利用時の平均集配距離を基準として、配置計画問題を適用することに

よって配送先の貨物需要の分布をカバーする配置計画案を求めることを考えた。上述の社

会実験地区における計算例では、P-Median 問題で 6 箇所、P-Center 問題で 9 箇所に荷捌き

施設を配置する計画案が求められた。それぞれの配置問題の特徴から、P-Median 問題は多

くの配送先をカバーできる効率性の面で優れているのに対し、P-Center 問題はドライバー

の配送距離を一定値で抑えることから、ドライバーに利用されやすい可能性があることも

示唆できた。 

３）ドライバーへの意向調査の結果、短時間用、長時間用の荷捌き用駐車施設の設置を想

定した場合には、両タイプの駐車施設とも利用ニーズが高く、特に短時間用駐車施設では、

15 分程度の短い荷捌き行動を想定して無料時間を重視していることが伺えた。また、１箇

所に止めて多くの配送先を回る場合は、長時間用の荷捌き駐車施設の選好度が強いことか
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ら、配送形態の違いによる使い分けの方向性も示唆できた。 

４）地域における荷捌き需要の分布を考慮し、短時間用および長時間用の異なるタイプの

組合せからなる荷捌き駐車施設の整備計画の考え方を示すとともに、P-Median 問題や

P-Center 問題などの配置計画の適用可能性や運用のための利用時間および料金システムの

あり方について示した。 

 

第 4 章では、物流事業所の立地に関する実態データと意識データを用いて、物流活動を

効率的に行うとともに、住宅などとの用途混在から生じる問題点を解決するための適切な

物流拠点の配置候補地を抽出する方法を提案し、物流拠点の集約や適切な場所への立地の

規制誘導方策を検討した。得られた成果は、以下の通りである。 

１）立地実態のデータによれば、物流拠点として取り上げたトラック事業所は、高速道路

IC 付近のアクセス性の高い場所に立地が集中しており、また、人口集積地付近の立地に加

えて、公共トラックターミナルの周辺でも、集積がみられることがわかった。こうした立

地の実態を説明するため、トラック事業所を対象に要因分析を行った結果、工業系･商業系

の従業員数が拠点の立地に有意な要因であり、特に工業系指標の方が有意性は高かった。

また、交通利便性指標についても一定の影響が確認された。 

２）物流事業所への意向調査結果より、現状の立地場所に関する満足度は、概ね高く、立

地の理由は、「敷地の広さ」「地価の安さ」「顧客への近接性」「道路ネットワークとの近接

性」を重視していた。また、一方で、立地に関する問題点としては、「用地・施設が手狭」

「施設の老朽化」「地代・賃料の負担」といった用地・施設に加えて、「貨物車の発着に関

する住民の苦情」への心配も強く、こうした地域住民に対する問題点が立地満足度を低下

させる大きな要因であった。 

３）約半数の事業者が事業所を新設または移転したいとの希望を持っており、こうした移

転希望の条件としては、「十分な敷地の広さ」、「高速道路へのアクセス利便性」といった項

目が特に重要視されており、続いて「用地・施設の賃借価格が妥当」、「市場、消費地への

アクセス利便性」が挙げられ、これらの要因に対しては、希望条件の基準値を数値的にと

りまとめた。 

４）現状の物流事業所の立地実態データと立地に関する意識調査結果から立地指標を導き

出し、これらを説明変数としてメッシュ単位における立地選択モデルの構築を行った。こ

のモデルより立地可能性を表す立地ポテンシャルを算出した結果、物流事業所の規模によ

って、立地ポテンシャルの分布状況に違いがみられた。小規模な事業所は、立地可能な地

域が比較的広範にわたっているのに対し、大規模な事業所では、臨海部および高速道路沿

道といった地域のみ立地可能性が高い地域として抽出された。 

５）構築した立地選択モデルを用いることによって、対象地域内において計画されている

高速道路の延伸とその沿線地域における用途地域の変更（工業系用途の拡大）を行った場

合に、立地ポテンシャルが向上する地域を抽出した。この結果、事業所の規模によって立
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地ポテンシャルの増加する地域の数に違いがみられ、小規模な事業所に比べて、大規模な

事業所の方が立地ポテンシャルが向上する地域が多くみられた。また、本モデルでは物流

事業所の立地に、最寄り高速道路 IC への距離よりも工業地面積の方が大きく寄与していた

ため、高速道路の延伸効果よりも、工業系の用途面積の変更による効果が大きくあらわれ

た。このように、用途地域の変更を行うことによって、立地誘導可能性をコントロールす

ることが可能なことを検証できるなど、本手法が立地誘導方策にとって、有効なツールと

なることがわかった。 

 

第 5 章では、階層的に拠点を配置している宅配輸送の効率性を高めるために、総輸送ト

ンキロ（拠点間の物量×輸送距離）の最小化を目的とした最適な配送拠点の配置計画を構

築し、その効果を検証した。ここでは、研究対象として２事業者、Ｙ社と郵政公社を対象

とした。得られた成果は、以下の通りである。 

１）配送拠点の分布状況は、上位拠点については両者で総数に大差はなく、高速道路付近

のアクセス利便性の高い場所に立地している。しかし、下位拠点については、両者で総数

に差がみられ、Ｙ社の方がより人口分布に対応させた拠点配置を行っているのに対し、郵

政公社は拠点を均等に配置しており、こうした状況を反映し、郵政公社の方が配置計画に

より配送効率を向上できる可能性が大きいことが示唆できた。 

２）重み付き距離の総計の最小化を目的関数とする MinSum 問題によって、現状の拠点配

置の最適性を評価した結果、Ｙ社と郵政公社では差異がみられ、Ｙ社の方が MinSum 問題

の解との適合度が高く、より輸送の効率性が高いことが示された。また、新たな上位の拠

点の設置の可能性を P-Median 問題により検討した結果、新たな拠点の設置効果が検証でき

たが、輸送効率性の低い郵政公社の方がＹ社を上回る改善効果が確認できた。 

３）輸送効率を改善できる可能性の高い郵政公社のみを対象として両階層の拠点の最適配

置を P-Median 問題により段階的に求めた結果、下位拠点は人口過疎地域を中心に削減対象

となる拠点がみられ、上位拠点は既存の郵政公社の拠点が選ばれた。この結果、重み付き

距離の総計が減少し、より少ない下位拠点で、より均等化された人口を担当できることよ

り効率性が高まっていることが確認できた。 

 

 

 最後に、本研究に残された今後の課題について述べる。 

 

１）本研究では、輸送の効率化を目的とした方策を対象としたが、効率化の指標としては、

貨物車の配送行動については、走行所要時間や横持ちのための配送時間（距離）を取り上

げ、物流拠点の配置形態では、高速 IC 等へのアクセス時間（距離）や総輸送トンキロを用

いた。さらに、荷捌き用駐車施設の設置や物流拠点の立地では、周辺環境への負荷を軽減

できる適正な場所への設置および立地に配慮した。しかし、一部で利用料金について考慮
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しているが、本研究ではコストの視点を充分に取り込むことができなかった。事業者にと

って、輸送の効率化は、所要時間や走行距離の短縮を通じてコスト削減が期待されるが、

具体的にどの程度のコスト削減が得られるかが重大な関心事であるため、これらについて

も今後分析を進める必要がある。また、物流拠点および配送拠点の立地においても、立地

コストを明示的に分析に組み込めるようにする必要がある。 

 

２）本研究は、貨物車による輸送効率化方策の立案、検証を行ったが、こうした効率化方

策が現実的に社会に受け入れられるためには、事業者にとってのコスト削減効果とともに、

CO2 削減や、交通渋滞、環境負荷の軽減にどの程度効果的であるかを示すことが求められ

ており、これらを定量的に評価できる指標の導入が必要である。また、今後は、個々の方

策だけでなく複数の方策を組み合わせた場合の効果についても検討し、より効果の高い方

策の組み合わせを見いだすことが求められる。 

 

３）物流研究では、どのようにして必要なデータを入手するかが大きな問題となる。今日、

数多くの物流企業では、貨物車の運行管理システムや貨物追跡システムの導入により経営

を効率化している。また、車両にデジタルタコグラフやプローブ機器を搭載し、運転挙動

を記録してエコドライビングや交通安全に役立てている事例も多い。こうしたシステムや

機器の導入により、企業には、日常的に貨物車 OD データや貨物車の運行挙動に関わる膨

大なデータが蓄積されている。これらのデータについては、企業秘密として秘匿の問題も

残るが、様々な施策の効果を実証するために不可欠なデータであり、その活用が望まれる。 
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